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はじめに 
 

健康日本 21（第二次）の推進については、「地域における⾏政栄養⼠による健康づくり及び栄養・
食生活改善の基本指針（平成 25 年 3 月 29 日健が発 0329 第 4）」により、施策の充実及び推進
が図られてきました。この基本指針を踏まえ、地域保健総合推進事業においても、平成 25 年度から３ヶ
年で、都道府県等が実施している健康づくり及び栄養・食生活改善施策について「成果が⾒える」施策を
推進するために必要なプロセスを明確にするための研究事業に取組み、「栄養施策構築プロセスガイド
（平成 27 年度作成）」を作成しています。 

こうした中、栄養改善の必要性に関する認識は年々⾼まっており、全ライフコースを通じた栄養施策に

加え、傷病者や被災者への栄養・食生活支援の更なる推進・強化が課題となっています。また、栄養は

持続可能な開発目標（SDGs）の全ての目標の達成に寄与し得るものであり、健康面にも環境面にも

配慮した持続可能な食環境づくりなど、新たな課題も生じてきています。 

このような新規かつ横断的な課題は、健康増進部門のみで解決できるものは少なく、他部署と連携し

ながら、EBPM（Evidence Based Policy Making）に基づく施策⽴案、新規予算の要求・確保を

した上で、着実に施策を実⾏し成果を得る必要があります。その課題の解決に向け、⾏政栄養⼠には、

将来を⾒据え課題を総合的に分析し抽出するスキルや PDCA（Plan-Do-Check-Act）サイクルに基

づき施策を着実に遂⾏し成果を得るためのマネジメントスキル、得られた成果を効果的に⾒える化し更な

る発展につなげるスキル等が求められています。 

本研究は、⾏政栄養⼠が様々なスキルを発揮した、模範的な栄養施策事例を収集し分析することで、

新たな課題に対応する際に必要となる栄養施策構築プロセスを検討し、そのプロセスを実践できるようにす

るための手引書の作成を目標としています。 

今年度は、第一段階として、全国規模の調査を実施して、優先すべき健康課題、栄養・食生活に関

する重点事業の実施体制や評価・改善状況等の実態把握に努めました。この結果を、⾏政栄養⼠の健

康づくり及び栄養・食生活改善施策の企画・⽴案に役⽴てていただければ幸いです。 

最後に、コロナ禍にもかかわらず、本事業に御協⼒いただきました全国の⾏政栄養⼠の皆様、関係者

の皆様に心から感謝申し上げます。 
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Ⅰ 研究目的 
 
１．研究背景と目的   
健康日本 21（第二次）の推進については、「地域における行政栄養士による健康づくり及び栄養・食生活改善の基

本指針」（以下「基本指針」という。）により施策の充実及び推進が図られてきた。その基本指針を踏まえ、平成25年度
から３か年の地域保健総合推進事業において、都道府県等が実施している健康づくり及び栄養・食生活改善施策につ
いて「成果が見える」施策を推進するために必要なプロセスを明確にするための研究事業に取り組み「栄養施策構築プロセ
スガイド（平成 27年度作成）」を作成した。 
本研究では、行政栄養士に求められるスキルを発揮した事例を収集・分析し、「栄養施策構築プロセスガイド（平成

27年度作成）」の検証を行った上で、新たな課題に対応した栄養施策構築プロセスを検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
★【参考】 健康づくり及び栄養・食生活改善施策を構築するための実践プロセス（平成 27年度地域保健総合推進事
業「健康日本 21（第二次）の推進における健康づくり及び栄養・食生活改善施策に関する効果的施策展開に関する
研究」より） 
 平成 27年度は、下図の枠組みを基に栄養施策構築プロセスガイドの作成を行ったが、本事業では、誰一人取り残さな
い栄養政策の推進に向けて、この枠組みを改めて見直し、新たな課題に対応した栄養施策構築プロセスを検討する。 
   
 
 
 
 
 
 
 

【行政栄養士に求められるスキル例】 
 ①今後を見据え課題を総合的に分析し抽出するスキル 
 ②リーダーシップを発揮し他部署等に積極的に相談・提案するスキル 
 ③①②を踏まえ施策を立案し、必要な予算を要求・確保するスキル 
 ④PDCA に基づき施策を着実に遂行し成果を得るためのマネジメントスキル 
 ⑤得られた成果を効果的に見える化し、更なる発展につなげるスキル  等         
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 ２．事業の概要 
（１）研究会の開催 
   内容：事業の企画・運営、研究、進行管理 
   参画者：研究委員、助言者等 
   回数：年間５回 
   方法：オンラインまたはハイブリッド開催 
 
（２）将来を見据えた、地域における栄養政策の企画・立案のための実態調査および集計 

 「栄養施策構築プロセスガイド（平成 27年度作成）」に基づき、多様な取組主体と連携した栄養政策の取組の
現状を調査し、その事例における連携体制の構築や、事業の企画立案プロセスガイドの実証評価に繋げる。 

 
（３）行政管理栄養士政策能力向上シンポジウムの開催 
    テ ー マ：「これまでの栄養政策を振り返り、今後、新たな課題に対応した栄養政策について考える 
                                          ～多様な連携の取組みを目指して～」 
    内 容：講演、実践報告、ディスカッション等 
     開催月日：令和４年２月４日（金） 

開催会場：AP東京八重洲       
    
 

− 4 − − 5 −

Ⅱ
調査の概要



− 5 −

Ⅱ
調査の概要



− 7 −



− 7 −



 
 

 

 
 

− 8 − − 9 −



 

− 9 −



Ⅲ
結果の概要



Ⅲ
結果の概要





 

 

 

 

 

 

１.【総 論】 

 

 



 

Ⅲ 結果の概要 
 
Ⅲ－１ 総論 
 
１．優先すべき社会・健康課題について（Assessment） 
（１）身体的・精神的健康課題 
  自治体における優先すべき身体的・精神的健康課題は、「都道府県本庁・保健所設置市・特別区」、「保健所」、
「市町村」いずれも「糖尿病・糖尿病性腎症」が約９割と最も多かった。「都道府県本庁・保健所設置市・特別区」と「保
健所」の傾向は似ているが、「やせ」「低栄養・フレイル」の健康課題は、「都道府県本庁・保健所設置市・特別区」の割合
が最も高かった。また、「市町村」は、「糖尿病・糖尿病性腎症」「高血圧」は約９割で「都道府県本庁・保健所設置市・
特別区」、「保健所」と比較し多かった。  
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《背景にある栄養・食生活課題》       
 身体的・精神的健康課題の背景にある栄養・食生活課題の上位 5項目         ※80％以上の項目に色 
①肥満 

  本庁 n=110 保健所 n=290 市町村 n=1066 
1
位 

食事の栄養素バランス
の偏り 

99.1
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

96.6
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

88.9
％ 

2
位 

野菜摂取不足 
89.1
％ 

野菜摂取不足 
87.2
％ 

野菜摂取不足 
88.3
％ 

3
位 

朝食欠食 
74.5
％ 

朝食欠食 
64.1
％ 

朝食欠食 
83.7
％ 

4
位 

食塩摂取過剰 
59.1
％ 

食塩摂取過剰 
56.2
％ 

食塩摂取過剰 
83.6
％ 

5
位 

ヘルスリテラシーの低下 
50.9
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
41.4
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
81.0
％ 

  
②やせ 

  本庁 n=82 保健所 n=141 市町村 n=457 
1
位 

食事の栄養素バランス
の偏り 

95.1
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

95.7
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

94.1
％ 

2
位 

朝食欠食 
75.6
％ 

朝食欠食 
71.6
％ 

朝食欠食 
73.5
％ 

3
位 

ヘルスリテラシーの低下 
62.2
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
58.2
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
47.5
％ 

4
位 

野菜摂取不足 
37.8
％ 

野菜摂取不足 
31.2
％ 

共食の減少 
41.8
％ 

5
位 

共食の減少 
35.4
％ 

経済格差 
28.3
％ 

野菜摂取不足 
39.5
％ 

 
 
③低栄養・フレイル 

  本庁 n=106 保健所 n=225 市町村 n=854 
1
位 

食事の栄養素バランス
の偏り 

100
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

93.8
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

95.0
％ 

2
位 

共食の減少 
65.1
％ 

共食の減少 
64.9
％ 

共食の減少 
59.3
％ 

3
位 

朝食欠食 
50.0
％ 

食料入手困難 
49.3
％ 

朝食欠食 
43.0
％ 

4
位 

ヘルスリテラシーの低下 
50.0
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
46.7
％ 

食料入手困難 
41.8
％ 

5
位 

経済格差 
47.2
％ 

経済格差 
44.4
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
39.1
％ 
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④高血圧症 

  本庁 n=105 保健所 n=292 市町村 n=1251 
1
位 

食塩摂取過剰 
98.1
％ 

食塩摂取過剰 
97.3
％ 

食塩摂取過剰 
95.1
％ 

2
位 

食事の栄養素バランス
の偏り 

89.5
％ 

野菜摂取不足 
86.0
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

76.3
％ 

3
位 

野菜摂取不足 
87.6
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

77.1
％ 

野菜摂取不足 
75.9
％ 

4
位 

ヘルスリテラシーの低下 
41.9
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
37.7
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
29.3
％ 

5
位 

朝食欠食 
32.4
％ 

朝食欠食 
27.1
％ 

朝食欠食 
24.7
％ 

 
 
⑤糖尿病・糖尿病性腎症 

  本庁 n=114 保健所 n=302 市町村 n=1306 
1
位 

食事の栄養素バランス
の偏り 

98.2
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

94.7
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

94.9
％ 

2
位 

野菜摂取不足 
92.1
％ 

野菜摂取不足 
85.4
％ 

野菜摂取不足 
80.8
％ 

3
位 

食塩摂取過剰 
76.3
％ 

食塩摂取過剰 
75.5
％ 

食塩摂取過剰 
63.3
％ 

4
位 

朝食欠食 
61.4
％ 

朝食欠食 
50.0
％ 

朝食欠食 
45.6
％ 

5
位 

ヘルスリテラシーの低下 
43.9
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
42.7
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
32.0
％ 

 
 
⑥脂質異常症 

  本庁 n=73 保健所 n=184 市町村 n=885 
1
位 

食事の栄養素バランス
の偏り 

97.3
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

94.6
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

95.6
％ 

2
位 

野菜摂取不足 
84.9
％ 

野菜摂取不足 
78.3
％ 

野菜摂取不足 
83.4
％ 

3
位 

食塩摂取過剰 
46.6
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
46.7
％ 

食塩摂取過剰 
43.5
％ 

4
位 

ヘルスリテラシーの低下 
42.5
％ 

食塩摂取過剰 
44.6
％ 

朝食欠食 
41.4
％ 

5
位 

朝食欠食 
41.1
％ 

朝食欠食 
40.2
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
32.7
％ 
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⑦メタボリックシンドローム 

  本庁 n=99 保健所 n=260 市町村 n=1113 
1
位 

食事の栄養素バランス
の偏り 

99.0
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

95.8
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

96.0
％ 

2
位 

野菜摂取不足 
87.9
％ 

野菜摂取不足 
88.1
％ 

野菜摂取不足 
85.3
％ 

3
位 

食塩摂取過剰 
80.8
％ 

食塩摂取過剰 
75.4
％ 

食塩摂取過剰 
71.1
％ 

4
位 

朝食欠食 
69.7
％ 

朝食欠食 
63.8
％ 

朝食欠食 
57.2
％ 

5
位 

ヘルスリテラシーの低下 
44.4
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
47.3
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
32.8
％ 

 
 
⑧脳血管疾患 

  本庁 n=86 保健所 n=243 市町村 n=856 
1
位 

食塩摂取過剰 
95.3
％ 

食塩摂取過剰 
95.9
％ 

食塩摂取過剰 
90.3
％ 

2
位 

食事の栄養素バランス
の偏り 

93.0
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

87.7
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

89.8
％ 

3
位 

野菜摂取不足 
79.1
％ 

野菜摂取不足 
80.7
％ 

野菜摂取不足 
79.0
％ 

4
位 

朝食欠食 
39.5
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
32.5
％ 

朝食欠食 
35.9
％ 

5
位 

ヘルスリテラシーの低下 
34.9
％ 

朝食欠食 
31.3
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
32.0
％ 

 
 
⑨虚血性心疾患 

  本庁 n=80 保健所 n=222 市町村 n=792 
1
位 

食塩摂取過剰 
95.0
％ 

食塩摂取過剰 
93.7
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

88.8
％ 

2
位 

食事の栄養素バランス
の偏り 

95.0
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

87.4
％ 

食塩摂取過剰 
86.7
％ 

3
位 

野菜摂取不足 
81.3
％ 

野菜摂取不足 
80.2
％ 

野菜摂取不足 
78.3
％ 

4
位 

朝食欠食 
43.8
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
33.8
％ 

朝食欠食 
37.2
％ 

5
位 

ヘルスリテラシーの低下 
41.3
％ 

朝食欠食 
32.0
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
31.3
％ 
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⑩悪性新生物 

  本庁 n=75 保健所 n=207 市町村 n=623 
1
位 

食事の栄養素バランス
の偏り 

85.3
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

80.2
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

79.6
％ 

2
位 

食塩摂取過剰 
84.0
％ 

野菜摂取不足 
80.2
％ 

野菜摂取不足 
76.1
％ 

3
位 

野菜摂取不足 
82.7
％ 

食塩摂取過剰 
79.7
％ 

食塩摂取過剰 
74.2
％ 

4
位 

ヘルスリテラシーの低下 
33.3
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
36.2
％ 

朝食欠食 
32.6
％ 

5
位 

朝食欠食 
29.3
％ 

朝食欠食 
33.3
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
31.1
％ 

 
 
⑪精神及び発達障害 

  本庁 n=34 保健所 n=68 市町村 n=364 
1
位 

食事の栄養素バランス
の偏り 

61.8
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

51.5
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

62.4
％ 

2
位 

朝食欠食 
38.2
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
25.0
％ 

野菜摂取不足 
37.6
％ 

3
位 

ヘルスリテラシーの低下 
38.2
％ 

野菜摂取不足 
23.5
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
36.0
％ 

4
位 

野菜摂取不足 
35.3
％ 

経済格差 
22.1
％ 

経済格差 
32.4
％ 

5
位 

食塩摂取過剰 
35.3
％ 

食塩摂取過剰 
19.1
％ 

朝食欠食 
30.2
％ 
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（２）社会的健康課題 
 自治体における優先すべき社会的健康課題は、「都道府県本庁・保健所設置市・特別区」、「保健所」では、「食環 
境整備における食物へのアクセス」「食環境整備における情報へのアクセス」が約７割と多く、「市町村」では、「健康危機 
管理」が約５割で多かった。 
「都道府県本庁・保健所設置市・特別区」と「保健所」は、比較的傾向が似ているのに対し、「食の持続可能性」「社

会参加」は、「都道府県本庁・保健所設置市・特別区」の割合が高かった。 

 
 
《背景にある栄養・食生活課題》       
社会的健康課題の背景にある栄養・食生活課題の上位 5項目             ※80％以上の項目に色 

①健康危機管理 
  本庁 n=66 保健所 n=205 市町村 n=632 
1
位 

食料備蓄の不足 
65.2
％ 

食料備蓄の不足 
61.5
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

70.1
％ 

2
位 

食事の栄養素バランス
の偏り 

47.0
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

40.5
％ 

食塩摂取過剰 
58.2
％ 

3
位 

野菜摂取不足 
31.8
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
33.7
％ 

野菜摂取不足 
56.3
％ 

4
位 

食塩摂取過剰 
31.8
％ 

食料入手困難 
28.8
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
43.8
％ 

5
位 

食料入手困難 
30.3
％ 

食塩摂取過剰 
28.3
％ 

朝食欠食 
41.3
％ 

52.4

31.7

70.6

73.8

55.6

54.0

35.7

3.2

5.6

61.2

18.2

72.2

75.5

21.2

39.7

34.9

1.8

5.4

45.1

23.4

34.3

32.7

18.6

33.9

28.1

1.8

15.8

0 20 40 60 80 100

健康危機管理

生活困窮世帯及び者に対する

食生活支援

食環境整備における食物への

アクセス

食環境整備における情報への

アクセス

食の持続可能性

社会参加

地域包括ケアシステム

その他

無回答

図1-2 社会的健康課題
本庁 保健所 市町村
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②生活困窮世帯及び者に対する食生活支援 

  本庁 n=40 保健所 n=61 市町村 n=327 
1
位 

経済格差 
87.5
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

59.0
％ 

経済格差 
86.2
％ 

2
位 

食事の栄養素バランス
の偏り 

67.5
％ 

食料入手困難 
52.5
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

60.6
％ 

3
位 

食料入手困難 
52.5
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
47.5
％ 

食料入手困難 
57.8
％ 

4
位 

ヘルスリテラシーの低下 
52.5
％ 

野菜摂取不足 
44.3
％ 

野菜摂取不足 
48.3
％ 

5
位 

野菜摂取不足 
47.5
％ 

朝食欠食 
34.4
％ 

朝食欠食 
38.2
％ 

 
 
③食環境整備における食物へのアクセス 

  本庁 n=89 保健所 n=242 市町村 n=480 
1
位 

野菜摂取不足 
71.9
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

64.0
％ 

食料入手困難 
49.4
％ 

2
位 

食事の栄養素バランス
の偏り 

70.8
％ 

野菜摂取不足 
59.9
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

45.6
％ 

3
位 

食塩摂取過剰 
69.7
％ 

食塩摂取過剰 
58.3
％ 

野菜摂取不足 
39.2
％ 

4
位 

ヘルスリテラシーの低下 
41.6
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
33.9
％ 

食塩摂取過剰 
38.1
％ 

5
位 

経済格差 
39.3
％ 

経済格差 
31.8
％ 

経済格差 
30.2
％ 

 
④食環境整備における情報へのアクセス 

  本庁 n=93 保健所 n=253 市町村 n=458 
1
位 

野菜摂取不足 
64.5
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

58.9
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

56.3
％ 

2
位 

食事の栄養素バランス
の偏り 

63.4
％ 

野菜摂取不足 
55.3
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
52.2
％ 

3
位 

ヘルスリテラシーの低下 
63.4
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
54.5
％ 

食塩摂取過剰 
46.5
％ 

4
位 

食塩摂取過剰 
62.4
％ 

食塩摂取過剰 
51.4
％ 

野菜摂取不足 
45.0
％ 

5
位 

朝食欠食 
34.4
％ 

朝食欠食 
22.1
％ 

朝食欠食 
28.6
％ 
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⑤食の持続可能性（食料自給率・食品ロス） 

  本庁 n=70 保健所 n=71 市町村 n=260 
1
位 

食品ロス 
88.6
％ 

食品ロス 
73.2
％ 

食品ロス 
79.6
％ 

2
位 

ヘルスリテラシーの低下 
22.9
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
23.9
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
25.8
％ 

3
位 

食事の栄養素バランス
の偏り 

14.3
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

21.1
％ 

食料入手困難 
16.9
％ 

4
位 

経済格差 
12.9
％ 

共食の減少 
16.9
％ 

経済格差 
16.9
％ 

5
位 

野菜摂取不足 
11.4
％ 

食料入手困難 
16.9
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

13.8
％ 

 
 
⑥社会参加（ソーシャルキャピタル） 

  本庁 n=68 保健所 n=133 市町村 n=474 
1
位 

共食の減少 
63.2
％ 

共食の減少 
47.4
％ 

共食の減少 
63.7
％ 

2
位 

ヘルスリテラシーの低下 
48.5
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
45.1
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
36.3
％ 

3
位 

食事の栄養素バランス
の偏り 

27.9
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

95.7
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

26.2
％ 

4
位 

野菜摂取不足 
25.6
％ 

野菜摂取不足 
30.1
％ 

経済格差 
21.7
％ 

5
位 

経済格差 
25.0
％ 

食塩摂取過剰 
24.8
％ 

野菜摂取不足 
14.1
％ 

 
⑦地域包括ケアシステム 

  本庁 n=45 保健所 n=117 市町村 n=394 
1
位 

共食の減少 
51.1
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

38.5
％ 

食事の栄養素バランス
の偏り 

47.2
％ 

2
位 

食事の栄養素バランス
の偏り 

42.2
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
34.2
％ 

共食の減少 
44.2
％ 

3
位 

経済格差 
35.6
％ 

食料入手困難 3.8％ 経済格差 
35.8
％ 

4
位 

ヘルスリテラシーの低下 
35.6
％ 

共食の減少 
28.2
％ 

ヘルスリテラシーの低下 
36.3
％ 

5
位 

食料入手困難 
33.3
％ 

食塩摂取過剰 
17.1
％ 

食料入手困難 
34.5
％ 
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２．優先すべき社会・健康課題の解決にかかる施策化について（Plan） 
優先すべき社会・健康課題の解決に向けた栄養・食生活に関する取組の方向性が位置づけられている計画につい

て、多くの課題で「健康増進計画」「食育推進計画」の割合が高かった。 
（１）健康増進計画 

   健康増進計画に位置づけられている身体的・精神的健康課題は「低栄養・フレイル」、「精神及び発達障害」を除
き約 8 割を超えていた。また、社会的健康課題では８割を超えるものはなく「市町村」で「健康危機管理」が最も割
合が高かった。 

①健康増進計画に位置付けられている優先すべき身体的・精神的健康課題 

 
【健康増進計画に位置づけられている身体的・精神的健康課題（上位５項目）】    ※80％以上の項目に色 

  本庁 保健所 市町村 
1
位 

肥満 94.5％ 肥満 96.9％ 肥満 88.9％ 

2
位 

脳血管疾患 94.2％ メタボリックシンドローム 95.8％ 悪性新生物 88.3％ 

3
位 

悪性新生物 93.3％ 
糖尿病・糖尿病性腎

症 
95.7％ メタボリックシンドローム 83.7％ 

4
位 

メタボリックシンドローム 92.9％ 脳血管疾患 94.7％ 高血圧 83.6％ 

5
位 

糖尿病・糖尿病性腎
症 

92.1％ やせ 93.6％ やせ 81.0％ 

94.5 

86.6 

78.3 

90.5 

92.1 

89.0 

92.9 

94.2 

92.5 

93.3 

55.9 

63.6 

96.9 

93.6 

89.3 

93.2 

95.7 

89.7 

95.8 

94.7 

91.9 

87.4 
76.5 

72.0 

88.9 

81.0 

63.6 

83.6 

80.9 

78.0 

83.7 

80.1 

79.4 

88.3 
63.2 

54.8 

0 20 40 60 80 100

肥満

やせ

低栄養・フレイル

高血圧症

糖尿病・糖尿病性腎症

脂質異常症

メタボリックシンドローム

脳血管疾患

虚血性心疾患

悪性新生物

精神及び発達障害

その他

図1-3 健康増進計画における健康課題の取組割合（身体的・精神的課題別）

本庁 保健所 市町村
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②健康増進計画に位置付けられている優先すべき社会的健康課題 

 
 
【健康増進計画に位置づけられている社会的健康課題（上位 5項目）】          ※80％以上の項目に色 

  本庁 保健所 市町村 
1
位 

食環境整備における食
物へのアクセス 

68.5
％ 

食環境整備における食
物へのアクセス 

77.7
％ 

健康危機管理 
62.7
％ 

2
位 

食環境整備における情
報へのアクセス 

63.4
％ 

食環境整備における情
報へのアクセス 

77.5
％ 

社会参加（ソーシャル
キャピタル） 

57.8
％ 

3
位 

社会参加（ソーシャル
キャピタル） 

57.4
％ 

社会参加（ソーシャル
キャピタル） 

77.4
％ 

食環境整備における情
報へのアクセス 

48.5
％ 

4
位 

健康危機管理 
33.3
％ 

地域包括ケアシステム 
30.8
％ 

食環境整備における食
物へのアクセス 

30.4
％ 

5
位 

地域包括ケアシステム 
17.8
％ 

健康危機管理 
28.3
％ 

食の持続可能性（食
料自給率・食品ロス） 

14.2
％ 

 
 
 
 
 
 

33.3 

7.5 

68.5 

63.4 

10.0 

57.4 

17.8 

25.0 

28.3 

1.6 

77.7 

77.5 

5.6 

74.4 

30.8 

16.7 

62.7 

11.0 

30.4 

48.5 

14.2 

57.8 

17.0 

20.0 

0 20 40 60 80 100

健康危機管理

生活困窮世帯（者）に対する食生活支援

食環境整備における食物へのアクセス

食環境整備における情報へのアクセス

食の持続可能性（食料自給率・食品ロス）

社会参加（ソーシャルキャピタル）

地域包括ケアシステム

その他

図1-4 健康増進計画における健康課題の取組割合（社会的健康課題別）

本庁 保健所 市町村
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（２）食育推進計画 
   食育推進計画に位置づけられている身体的精神的健康課題は、「都道府県本庁・保健所設置市・特別区」、
「保健所」「市町村」いずれも「肥満」の割合は高かった。また、社会的健康課題では、「食環境整備における食物へ
のアクセス」「食環境整備における情報へのアクセス」「食事持続可能性」の割合が高かった。 

①健康増進計画に位置付けられている優先すべき健康課題（身体的・精神的健康課題） 

 
 
【食育推進計画に位置づけられている身体的・精神的健康課題（上位5項目）】    ※80％以上の項目に色 

  本庁 保健所 市町村 
1
位 

肥満 84.5％ 肥満 85.5％ 肥満 67.6％ 

2
位 

低栄養・フレイル 70.8％ やせ 84.4％ やせ 62.1％ 

3
位 

やせ 70.7％ 低栄養・フレイル 67.1％ メタボリックシンドローム 50.7％ 

4
位 

メタボリックシンドローム 58.6％ メタボリックシンドローム 55.4％ 低栄養・フレイル 47.2％ 

5
位 

高血圧症 57.1％ 
糖尿病・糖尿病性腎

症 
51.7％ 高血圧症 46.9％ 

84.5 

70.7 

70.8 

57.1 

52.6 

41.1 

58.6 

39.5 

38.8 

26.7 

11.8 

45.5 

85.5 

84.4 

67.1 

43.2 

51.7 

33.7 

55.4 

41.2 

35.1 

27.5 

13.2 

32.0 

67.6 

62.1 

47.2 

46.9 

42.3 

39.4 

50.7 

34.7 

32.2 

29.1 

14.3 

24.7 

0 20 40 60 80 100

肥満

やせ

低栄養・フレイル

高血圧症

糖尿病・糖尿病性腎症

脂質異常症

メタボリックシンドローム

脳血管疾患

虚血性心疾患

悪性新生物

精神及び発達障害

その他

図1-5 食育推進計画における健康課題の取組割合（身体的・精神的課題別）

本庁 保健所 市町村
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②食育推進計画に位置付けられている優先すべき社会的健康課題 

 
 
【食育推進計画に位置づけられている社会的健康課題（上位 5項目）】          ※80％以上の項目に色 

  本庁 保健所 市町村 
1
位 

食環境整備における食
物へのアクセス 

84.3
％ 

食の持続可能性（食
料自給率・食品ロス） 

87.3
％ 

食の持続可能性（食
料自給率・食品ロス） 

71.9
％ 

2
位 

食環境整備における情
報へのアクセス 

83.9
％ 

食環境整備における食
物へのアクセス 

79.8
％ 

食環境整備における情
報へのアクセス 

63.1
％ 

3
位 

食の持続可能性（食
料自給率・食品ロス） 

80.0
％ 

食環境整備における情
報へのアクセス 

79.4
％ 

食環境整備における食
物へのアクセス 

44.6
％ 

4
位 

社会参加（ソーシャル
キャピタル） 

48.5
％ 

社会参加（ソーシャル
キャピタル） 

58.6
％ 

社会参加（ソーシャル
キャピタル） 

43.7
％ 

5
位 

健康危機管理 
42.4
％ 

健康危機管理 
35.1
％ 

健康危機管理 
41.6
％ 

 
 

42.4 

32.5 

84.3 

83.9 

80.0 

48.5 

6.7 

25.0 

35.1 

18.0 

79.8 

79.4 

87.3 

58.6 

16.2 

16.7 

41.6 

7.3 

44.6 

63.1 

71.9 

43.7 

10.9 

28.0 

0 20 40 60 80 100

健康危機管理

生活困窮世帯（者）に対する食生活支援

食環境整備における食物へのアクセス

食環境整備における情報へのアクセス

食の持続可能性（食料自給率・食品ロス）

社会参加（ソーシャルキャピタル）

地域包括ケアシステム

その他

図1-6 食育推進計画における健康課題の取組割合（社会的健康課題）

本庁 保健所 市町村
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３．栄養・食生活に関する重点事業の実施体制について（Do） 
（１）事業の連携協働体制について  
   各自治体で重点的に取り組んでいる事業において、関係機関（地域の社会資源）との連携は、データ収集・分析、
課題の共有、課題解決に向けた取組の検討、事業の役割分担、事業の評価のいずれも、「自治体（市町村）」と連
携している割合が「保健所」で最も高かった。また、「大学・研究機関」と連携している割合は、「本庁・保健所設置市・
特別区」、「保健所」、「市町村」の順に高かった。 

   連携のない関係機関で最も多いのは「NPO」で、「都道府県本庁・保健所設置市・特別区」「保健所」「市町村」の
約７割が連携なしだった。また、「市町村」では、約７割が「職域保健」と、約６割が「大学、研究機関」「栄養士会」
「食品関連事業者、飲食店等」との連携なしで割合が高かった。 

①健康課題等を特定するデータ収集・分析について検討している（した） 

 

 

 

23.0

7.9

8.7

7.1

6.3

9.5

14.3

4.8

0.8

2.4

3.2

14.6

9.6

10.1

7.8

6.6

9.0

30.4

6.6

2.1

0.9

5.1

9.8

10.9

1.8

6.8

2.1

18.4

20.8

1.4

10.2

0.9

3.2

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％

大学、研究機関

医師会、歯科医師会、看護協会など職能団体

栄養士会

地区組織

食品関連事業者、飲食店等

医療保険者

自治体（県、市区町村）

職域保健

介護関係機関

NPO

その他

図1-7 優先すべき社会・健康課題等を特定する

データ収集・分析についての検討

本庁 保健所 市町村
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②優先すべき社会・健康課題等の結果を共有している（した） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
③課題解決に向けた取組の方向性（方針）を検討・協議している（した） 

 

41.3

32.5

41.3

36.5

34.9

16.7

24.6

12.7

6.3

3.2

7.1

15.8

26.6

32.5

27.2

19.1

16.7

49.6

15.8

6.6

2.4

11.6

8.8

22.9

7.4

21.2

4.6

16.7

27.7

1.6

14.7

1.5

5.5

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％

大学、研究機関

医師会、歯科医師会、看護協会など職能団

体

栄養士会

地区組織

食品関連事業者、飲食店等

医療保険者

自治体（県、市区町村）

職域保健

介護関係機関

NPO

その他

図1-9 課題解決に向けた取組の方向性（方針）を検討・協議

本庁 保健所 市町村

43.7

37.3

46.0

48.4

36.5

22.2

36.5

15.9

7.9

7.1

10.3

22.4

34.3

42.1

42.7

30.7

20.9

67.2

25.1

9.6

4.2

13.1

10.2

28.2

8.2

33.1

6.9

23.3

33.9

3.3

20.2

1.7

5.4

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％

大学、研究機関

医師会、歯科医師会、看護協会など職能団体

栄養士会

地区組織

食品関連事業者、飲食店等

医療保険者

自治体（県、市区町村）

職域保健

介護関係機関

NPO

その他

図1-8 優先すべき社会・健康課題等の結果の共有

本庁 保健所 市町村
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④課題解決のための事業を役割分担し、推進している（した） 

 
⑤課題解決のための事業の評価を実施又は評価結果を共有している割合（関係機関別） 

 

27.8

19.0

38.9

49.2

44.4

11.9

27.0

10.3

7.9

6.3

9.5

14.0

17.6

34.6

35.2

32.2

11.3

51.0

13.7

6.3

3.9

10.7

6.8

20.1

9.8

41.0

11.7

14.1

21.4

1.8

19.3

2.6

7.7

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％

大学、研究機関

医師会、歯科医師会、看護協会など職能団体

栄養士会

地区組織

食品関連事業者、飲食店等

医療保険者

自治体（県、市区町村）

職域保健

介護関係機関

NPO

その他

図1-10 課題解決のための事業を役割分担し、推進している（した）

本庁 保健所 市町村

31.7

28.6

34.1

32.5

29.4

17.5

27.0

9.5

6.3

2.4

9.5

11.9

21.2

25.7

23.9

13.4

15.2

44.2

16.4

4.8

2.4

10.7

8.4

24.0

6.2

19.4

4.5

20.6

30.5

2.1

15.3

1.8

5.6

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％

大学、研究機関

医師会、歯科医師会、看護協会など職能団

体

栄養士会

地区組織

食品関連事業者、飲食店等

医療保険者

自治体（県、市区町村）

職域保健

介護関係機関

NPO

その他

図1-11 課題解決のための事業の評価を実施又は評価結果の共有

本庁 保健所 市町村
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⑥連携なし（未実施） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

27.8

35.7

34.1

19.0

22.2

46.8

27.0

58.7

67.5

70.6

13.5

54.9

43.6

31.6

31.0

35.2

54.6

10.4

49.6

63.3

68.4

14.6

62.4

40.2

60.6

29.0

61.2

44.6

32.0

70.7

46.7

69.9

15.1

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％

大学、研究機関

医師会、歯科医師会、看護協会など職能団体

栄養士会

地区組織

食品関連事業者、飲食店等

医療保険者

自治体（県、市区町村）

職域保健

介護関係機関

NPO

その他

図1-12 連携なし（未実施）

本庁 保健所 市町村
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（２）事業の企画立案について 
   事業効果を予測して企画が「できている」割合は、「都道府県本庁・保健所設置市・特別区」「保健所」「市町村」と
もに約 6割程度であった。また、ターゲットとなる対象を特定しているのは、いずれも約 9割だった。対象のターゲット層に
アプローチできる機会（場・時間等）を設定しているのは、「市町村」が最も高かった。他部署と連携し、組織横断的な
事業となっているのは、いずれも約半数だった。 

  「都道府県本庁・保健所設置市・特別区」は、評価指標の設定と、その評価指標が関係者と共有されているのは約
７割だった。また、「保健所」では約 5割と低かった。 
①科学的根拠に基づく事業効果を予測して（仮説をたてて）企画しているか 

   
②事業を企画する上でターゲットとなる対象を特定しているか 
 

  
 
 
 
 
 
 

③対象のターゲット層にアプローチできる機会（場・時間等）を設定しているか 
  

 
 
 
 
 
 

5.6 

6.3 

10.9 

51.6 

48.7 

48.8 

35.7 

34.0 

31.0 

5.6 

6.3 

7.7 

1.6 

4.8 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

保健所

（ｎ＝335）

市町村

（ｎ＝1,168）

図1ｰ13 科学的根拠に基づく事業効果を予測した企画

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

13.5 

13.1 

22.9 

63.5 

55.5 

58.0 

20.6 

23.0 

15.8 

0.8 

3.9 

1.5 

1.6 

4.5 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

保健所

（ｎ＝335）

市町村

（ｎ＝1,168）

図1-15 ターゲット層にアプローチできる機会（場・時間等）の設定

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

25.4 

22.7 

35.7 

64.3 

65.4 

53.6 

8.7 

5.7 

7.9 

0.0 

1.8 

1.2 

1.6 

4.5 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

保健所

（ｎ＝335）

市町村

（ｎ＝1,168）

図1ｰ14 事業を企画する上でターゲットとなる対象の特定

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答
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④他部署と連携し、組織横断的な事業となっているか 

 
 
⑤事業効果を図るための評価指標を予め設定しているか  

 
 
⑥その評価指標は組織や関係者と共有されているか 
  

 
 

11.1 

10.4 

12.3 

43.7 

40.6 

44.0 

35.7 

32.2 

30.4 

7.9 

12.2 

11.6 

1.6 

4.5 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

保健所

（ｎ＝335）

市町村

（ｎ＝1,168）

図1-16 他部署と連携した組織横断的な事業

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

19.0 

9.3 

19.0 

49.2 

49.9 

43.4 

23.8 

28.1 

26.5 

6.3 

8.4 

9.5 

1.6 

4.5 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

保健所

（ｎ＝335）

市町村

（ｎ＝1,168）

図1-17 事業効果を図るための評価指標の設定

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

20.6

11.0

18.1

52.4

41.2

45.2

19.8

33.7

25.2

4.8

9.3

9.8

2.4

4.8

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

保健所

（ｎ＝335）

市町村

（ｎ＝1,168）

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

図 1-18 組織や関係者と共有 
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（３）事業の予算確保について    
   必要な予算要求・確保について、「都道府県本庁・保健所設置市・特別区」「市町村」の約 9割が要求・確保して
いた。「保健所」の約 2割は予算（要求・確保）体制がなかった。 
所属の予算以外に、他部署や外部機関等の予算を要求・確保できているのは、「都道府県本庁・保健所設置市・

特別区」「市町村」では 4割に満たなかった。「保健所」においては約 4割が予算要求・確保の体制がなく、他部署や外
部の予算を要求・確保できているのは約１割だった。 
既存事業の予算に組み入れ、実施体制を確保しているのは、いずれも約６割だった。 

  
①事業の実施にあたり、必要な予算を要求・確保しているか 

  １）予算要求 

 

 
 
  ２)予算確保

 

 
 
 

28.6 

43.8 

63.5 

48.5 

5.6 

3.0 

0.0 

1.6 

2.4 

3.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

市町村

（ｎ＝1,168）

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

20.0 47.5 5.4 3.6 17.3 6.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（n=335）

図1-19 必要な予算の要求

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

予算（要求・

確保）体制がない

無回答

25.4 

41.0 

61.9 

49.8 

9.5 

5.0 

1.6 

2.1 

1.6 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

市町村

（ｎ＝1,168）

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

19.4 50.4 6.9 6.6 11.3 5.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図1-20 必要な予算の確保

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

予算（要求・

確保）体制がない

無回答
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②所属の予算以外に、他部署や外部機関等の予算を要求・確保しているか 
１）他部署や外部機関等の予算要求 

 

 
２）他部署や外部機関等の予算確保 

 

③既存事業の予算に組み入れ、実施体制を確保しているか 
  

 
 
 
 
 
 

11.9 

15.5 

19.8 

22.1 

11.1 

10.8 

52.4 

47.9 

4.8 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

市町村

（ｎ＝1,168）

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

3.9 8.7 3.9 37.6 40.6 5.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図1-21 必要な予算の要求

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

予算（要求・

確保）体制がない

無回答

13.5 

15.2 

18.3 

22.4 

11.1 

11.0 

53.2 

48.3 

4.0 

3.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

市町村

（ｎ＝1,168）

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

3.0 9.9 4.2 38.8 39.1 5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図1-22 他部署や外部機関等の予算の確保

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

予算（要求・

確保）体制がない

無回答

9.5 

5.4 

13.4 

51.6 

54.9 

48.5 

33.3 

26.0 

28.2 

4.0 

9.0 

7.9 

1.6 

4.8 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

保健所

（ｎ＝335）

市町村

（ｎ＝1,168）

図1-23 既存事業の予算に組み入れと実施体制の確保

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答
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（４）事業実施のためのマンパワーについて  
   マンパワーの確保ができているのは、「都道府県本庁・保健所設置市・特別区」「保健所」「市町村」ともに約 6割だっ
た。 また、従事者（雇上含む）に対する研修を行っているのは約 4割で、「市町村」の割合がやや高かった。 
①円滑な事業実施のために必要な人員（雇上含む）を確保できているか。  

②従事者（雇上含む）に対する研修などを行っているか。 
 

 
 
 
 
 
 
 
（５）事業実施のための自己研鑽について   
   事業実施のために知識やスキルの習得に努めている担当者は、「都道府県本庁・保健所設置市・特別区」「保健 
所」「市町村」ともに約 8割だった。関係機関とのコミュニケーションや情報共有を密に行っているのは、「都道府県本庁・ 
保健所設置氏・特別区」、「市町村」の約 8割に対し、「保健所」が約 7割とやや低かった。 
①担当者は事業実施にあたり、必要な事業に関連する研修や関連論文検索等により、知識やスキルの習得に努めて
いるか。 

 
 
 
 
 
 

9.5 

5.4 

13.4 

51.6 

54.9 

48.5 

33.3 

26.0 

28.2 

4.0 

9.0 

7.9 

1.6 

4.8 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

保健所

（ｎ＝335）

市町村

（ｎ＝1,168）

図1-24 円滑な事業実施のために必要な人員（雇上を含む）の確保

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

11.1 

10.4 

14.9 

69.0 

68.7 

64.1 

17.5 

15.2 

17.7 

0.8 

1.2 

1.5 

1.6 

4.5 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

保健所

（ｎ＝335）

市町村

（ｎ＝1,168）

図1-26 必要な事業に関連する研修や関連論文検索等による知識やスキルの習得

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

6.3 

3.3 

7.9 

32.5 

32.2 

35.3 

36.5 

28.4 

31.2 

22.2 

31.0 

23.8 

2.4 

5.1 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

保健所

（ｎ＝335）

市町村

（ｎ＝1,168）

図1-25 従事者（雇上含む）に対する研修

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答
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②担当者は関係機関とのコミュニケーションや情報共有を密に行っているか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

17.5 

12.2 

16.8 

64.3 

60.0 

59.2 

12.7 

22.4 

20.2 

4.0 

0.9 

2.1 

1.6 

4.5 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

保健所

（ｎ＝335）

市町村

（ｎ＝1,168）

図1-27 担当者の関係機関とのコミュニケーションや情報共有

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答
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４．事業の評価について（Check） 
  経過評価として、目的に基づき事業を実施しているのは、「都道府県本庁・保健所設置市・特別区」「保健所」「市町
村」ともに約 9割だった。また、影響評価は、「都道府県本庁・保健所設置市・特別区」で約 7割であったが、「保健所」
「市町村」は約 5割だった。結果評価は、いずれも 6割程度実施していた。 
（１）経過評価 
事業は、目的に基づき実施しているか。 

 
 
（２）影響評価 
事業が優先すべき社会・健康課題に起因する栄養・食生活の課題の改善につながっているかを評価しているか。 

 
 
（３）結果評価 

事業が、優先すべき社会・健康課題の改善につながっているかを評価しているか 

 

96.8

89.0

91.1

1.6

7.8

7.5

1.6

3.3

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

保健所

（ｎ＝335）

市町村

（ｎ＝1,168）

図1-28 目的に基づいた事業の実施

している していない 無回答

69.0

54.3

50.9

27.8

42.4

47.3

3.2

3.3

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

保健所

（ｎ＝335）

市町村

（ｎ＝1,168）

図1-29 影響評価の実施状況

している していない 無回答

59.5

54.0

56.8

36.5

42.7

41.2

4.0

3.3

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

保健所

（ｎ＝335）

市町村

（ｎ＝1,168）

図1-30 結果評価の実施状況

している していない 無回答
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5．事業の改善について（Action） 
   評価結果に基づく改善提案は、「都道府県本庁・保健所設置市・特別区」で約 8割が組織内で共有できている
が、「保健所」における組織内共有は約 6割程度だった。事業の見直しは「保健所」が 7割程度しかできていなかった。 

   事業の評価結果を分かりやすく見える化し、住民や関係者へ説明、発信しているのは、「都道府県本庁・保健所設
置市・特別区」が最も多く約半数であり、「市町村」は 3割に満たなかった。 
また、自治体内外の同職種、他職種に広く発信しているのは「、都道府県本庁・保健所設置市・特別区」で約２

割、「保健所」が約 1割、「市町村」は少数だった。 
① 評価結果に基づく改善提案は組織内で共有しているか。 

 
②事業の見直しを行っているか。 

 
③事業の評価結果を研修会や報告書、ホームページ等で分かりやすく見える化し、住民や関係者へ説明、発信してい 
るか。

 

17.5 

11.9 

13.1 

58.7 

52.5 

55.8 

19.0 

23.6 

22.8 

3.2 

9.0 

6.5 

1.6 

3.0 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

保健所

（ｎ＝335）

市町村

（ｎ＝1,168）

図1-31 評価結果に基づく改善提案の組織内共有

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

17.5

5.4

13.6

66.7

61.5

61.6

9.5

23.6

21.1

4.8

6.6

1.8

1.6

3.0

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

保健所

（ｎ＝335）

市町村

（ｎ＝1,168）

図1-32 事業の見直し

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

8.7 

5.1 

4.4 

45.2 

33.4 

24.0 

25.4 

34.6 

38.6 

19.0 

23.9 

31.3 

1.6 

3.0 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

保健所

（ｎ＝335）

市町村

（ｎ＝1,168）

図1-33 事業の評価結果の見える化、説明・発信

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答
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④事業について学会発表や論文投稿などを積極的に行い、自治体内外の同職種、他職種に広く発信しているか。 

 
 
 

1.6 

2.4 

1.0 

19.0 

11.9 

5.9 

29.4 

27.2 

19.2 

48.4 

55.5 

72.0 

1.6 

3.0 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

保健所

（ｎ＝335）

市町村

（ｎ＝1,168）

図1-34 自治体内外の同職種、他職種への発信

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答
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２.【都道府県・保健所設置市・特別区調査結果】 
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Ⅲ－２ 都道府県・保健所設置市・特別区調査結果 
 
１．優先すべき社会・健康課題について（Assessment） 
（１）身体的・精神的健康課題 
   都道府県・保健所設置市・特別区における優先すべき身体的・精神的健康課題は、「糖尿病・糖尿病性腎症
（90.5％)」が最も多く、次いで「肥満（87.3％）」「低栄養・フレイル（84.1％）」「高血圧症（83.3％）」だっ  
た。また、それぞれの健康課題の背景にある栄養・食生活課題では、全体的に「食事の栄養素バランスの偏り」の割合
が高く、痩せの「朝食欠食（75.6％）」「ヘルスリテラシーの低下（62.2％）」、低栄養・フレイルの「経済格差
(47.2％）」、糖尿病・糖尿病性腎症の「野菜摂取不足（92.1％）」の割合が多かった。 

  
《身体的・精神的健康課題の背景にある栄養・食生活課題》 
① 肥満                                ②やせ 

 

87.3

65.1

84.1

83.3

90.5

57.9

78.6

68.3

63.5

59.5

27.0

8.7

0.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

肥満

やせ

低栄養・フレイル

高血圧症

糖尿病・糖尿病性腎症

脂質異常症

メタボリックシンドローム

脳血管疾患

虚血性心疾患

悪性新生物

精神及び発達障害

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝126）

95.1

75.6

37.8

13.4

35.4

1.2

13.4

34.1

62.2

0.0

2.4

1.2

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝82）

図 2-1 身体的・精神的健康課題 

図 2-2 肥満 図 2-3 やせ 

99.1

74.5

89.1

59.1

27.3

0.9

2.7

42.7

50.9

0.9

6.4

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝110）
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③ 低栄養・フレイル                          ④ 高血圧症 

    
 
 
 
⑤ 糖尿病・糖尿病性腎症                     ⑥脂質異常症 

  
 
 
 
 
 

100.0

50.0

31.1

16.0

65.1

3.8

35.8

47.2

50.0

0.9

5.7

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝106）

89.5

32.4

87.6

98.1

5.7

1.0

3.8

18.1

41.9

0.0

8.6

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝105）

98.2

61.4

92.1

76.3

7.0

0.9

1.8

26.3

43.9

0.0

7.0

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝114）

97.3

41.1

84.9

46.6

9.6

1.4

2.7

21.9

42.5

0.0

8.2

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝73）

図 2-4 低栄養・フレイル 図 2-5 高血圧症 

図 2-6 糖尿病・糖尿病性腎症 図 2-7 脂質異常症 
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⑦ メタボリックシンドローム                       ⑧脳血管疾患 

  
 
 
⑨ 虚血性心疾患                           ⑩ 悪性新生物 

  
 
 
 
 
 
 

99.0

69.7

87.9

80.8

14.1

1.0

3.0

27.3

44.4

0.0

6.1

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝99）

93.0

39.5

79.1

95.3

7.0

0.0

1.2

12.8

34.9

0.0

9.3

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝86）

95.0

43.8

81.3

95.0

5.0

0.0

1.3

15.0

41.3

0.0

7.5

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝80）

85.3

29.3

82.7

84.0

5.3

0.0

1.3

10.7

33.3

0.0

10.7

2.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝75）

図 2-8 メタボリックシンドローム 図 2-9 脳血管疾患 

図 2-10 虚血性心疾患 図 2-11 悪性新生物 
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⑪精神及び発達障害                      ⑫その他 

  
 
（２）社会的健康課題 

都道府県・保健所設置市・特別区における優先すべき身体的・精神的健康課題は、「食環境整備における情報へ 
のアクセス（73.8％)」が最も多く、次いで「食環境整備における食物へのアクセス（73.8％)」「食の持続可能性

（55.6％）」「社会参加（54.0％）」「健康危機管理（52.4％）」だった。食環境整備における情報へのアクセスの    
 栄養・食生活課題は、「野菜摂取不足（64.5％）」「食事の栄養素バランスの偏り（63.4％）」「ヘルスリテラシー
（63.4％）」「食塩過剰摂取（62.4％）」の割合が高かった。 
  また、健康課題の背景にある栄養・食生活課題のうち、健康危機管理の「食料備蓄の不足（65.2％）」、生活困 
窮世帯及び者に対する食生活支援の「経済格差（87.5％）」、食環境整備における食物へのアクセスの「野菜摂取 
不足（71.9％）」食の持続可能性の「食品ロス（88.6％）」の割合が高かった。 

 

61.8

38.2

35.3

35.3

29.4

0.0

14.7

32.4

38.2

0.0

11.8

14.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝34）

63.6

27.3

36.4

27.3

18.2

0.0

9.1

27.3

36.4

0.0

18.2

27.3

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝11）

52.4

31.7

70.6

73.8

55.6

54.0

35.7

3.2

5.6

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

健康危機管理

生活困窮世帯及び者に対する

食生活支援

食環境整備における食物への

アクセス

食環境整備における情報への

アクセス

食の持続可能性

（食料自給率・食品ロス）

社会参加（ソーシャルキャピタル）

地域包括ケアシステム

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝126）

図 2-12 精神及び発達障害 図 2-13 その他 

図 2-14 社会的健康課題 
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《社会的健康課題背景にある栄養・食生活課題》 
① 健康危機管理                           ②生活困窮世帯及び者に対する食生活支援 

 
 
 
 
 
③ 食環境整備における食物へのアクセス             ④食環境整備における情報へのアクセス 

 
 
 
 
 

47.0

19.7

31.8

31.8

10.6

65.2

30.3

27.3

43.9

4.5

12.1

1.5

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝66）

67.5

45.0

47.5

30.0

40.0

10.0

52.5

87.5

52.5

10.0

5.0

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝40）

70.8

29.2

71.9

69.7

14.6

1.1

21.3

39.3

41.6

12.4

4.5

1.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝89）

63.4

34.4

64.5

62.4

21.5

2.2

4.3

26.9

63.4

7.5

6.5

1.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝93）

図 2-15 健康危機管理 図 2-16 生活困窮世帯及び者に対する 
食生活支援 

図 2-17 
 食環境整備における食物へのアクセス 

図 2-18 
 食環境整備における情報へのアクセス 
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⑤食の持続可能性（食料自給率・食品ロス）        ⑥社会参加（ソーシャルキャピタル） 

 
 
 
 
 
⑦地域包括ケアシステム                      ⑧その他 

 
 
 
 
 

14.3

4.3

11.4

4.3

10.0

2.9

5.7

12.9

22.9

88.6

8.6

1.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝70）

27.9

17.6

20.6

17.6

63.2

0.0

2.9

25.0

48.5

2.9

14.7

4.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝68）

42.2

17.8

24.4

24.4

51.1

4.4

33.3

35.6

35.6

4.4

20.0

4.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝45）

0.0

0.0

0.0

0.0

25.0

0.0

0.0

25.0

25.0

0.0

25.0

25.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝4）

図 2-19 食の持続可能性 
（食料自給率・食品ロス） 

図 2-20  
社会参加（ソーシャルキャピタル） 

図 2-21地域包括ケアシステム 図 2-22 その他 
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２．優先すべき社会・健康課題の解決に係る施策化について（Plan） 
（１）身体的・精神的健康課題 
   優先すべき社会・健康課題の解決に向けた栄養・食生活に関する取組の方向性については、全ての身体的・精神
的健康課題で、「健康増進計画」の記載が最も高かった。 

   また、「食育推進計画」に記載されている身体的・精神的健康課題は「肥満（84.5％）」「痩せ（84.5％）」で、
「保健医療計画」に記載されている身体的・精神的健康課題は「脳血管疾患（52.3％）」、「虚血性心疾患
（52.5％）」、「悪性新生物（52.0％）」の割合が多かった。 

 
① 肥満                                  ②やせ 

 
 
③低栄養・フレイル                            ④高血圧症 

 

26.4

94.5

84.5

24.5

8.2

2.7

21.8

1.8

17.3

3.6

8.2

0.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝110）

26.4

94.5

84.5

24.5

8.2

2.7

21.8

1.8

17.3

3.6

8.2

0.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝110）

25.5

78.3

70.8

12.3

72.6

24.5

1.9

2.8

22.6

0.9

5.7

3.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝106）

38.1

90.5

57.1

41.0

26.7

0.0

5.7

4.8

20.0

0.0

14.3

1.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝105）

図 2-23 肥満 図 2-24 やせ 

図 2-25 低栄養・フレイ

ル 

図 2-26 高血圧 
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⑤糖尿病・糖尿病性腎症                      ⑥脂質異常症 

 
 
 
 
⑦メタボリックシンドローム                       ⑧脳血管疾患 

 
 
 
 
 
 

45.6

92.1

52.6

45.6

28.9

28.9

3.5

5.3

27.2

0.0

13.2

0.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝114）

34.2

89.0

41.1

31.5

16.4

0.0

2.7

4.1

17.8

0.0

15.1

1.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝73）

38.4

92.9

58.6

44.4

13.1

2.0

10.1

3.0

26.3

0.0

11.1

1.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保所設置市・特別区（ｎ＝99）

52.3

94.2

39.5

44.2

25.6

7.0

4.7

7.0

27.9

0.0

15.1

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝86）

図 2-27 糖尿病・糖尿病性腎症 図 2-28 脂質異常症 

図 2-29 メタボリックシンドローム 図 2-30 脳血管疾患 
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⑨虚血性心疾患                              ⑩悪性新生物 

 
 
 

⑪精神及び発達障害                        ⑫その他 

 
 
 
 
 
 
 

52.5

92.5

38.8

43.8

21.3

7.5

5.0

5.0

26.3

0.0

15.0

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝80）

52.0

93.3

26.7

36.0

22.7

16.0

52.0

5.3

44.0

0.0

12.0

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝75）

32.4

55.9

11.8

8.8

20.6

8.8

2.9

55.9

38.2

8.8

17.6

8.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝34）

9.1

63.6

45.5

0.0

27.3

9.1

9.1

0.0

27.3

9.1

9.1

18.2

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝11）

図 2-31 虚血性心疾患 図 2-32 悪性新生物 

図 2-33 精神及び発達障害 図 2-34 その他 

− 48 − − 49 −



 

（２）社会的健康課題 
   社会的健康課題について記載されている計画のうち、「食育推進計画」に記載されている「食環境整備における食物
へのアクセス（84.3％）」、「食環境整備における情報へのアクセス（83.9％）」「食の持続可能性（80.0％）」の
割合が高く、「健康増進計画」に記載されている「食環境整備における食物へのアクセス（68.5％）」、「食環境整備
における情報へのアクセス（63.4％）」の割合が高かった。 

   また、「高齢者福祉計画」では、「地域包括ケアシステム（93.3％）」が最も割合が高かった。 
 
①健康危機管理                           ②生活困窮世帯及び者に対する食生活支援 

 
  
 
③食環境整備における食物へのアクセス             ④食環境整備における情報へのアクセス 

 

34.8

33.3

42.4

6.1

27.3

13.6

3.0

16.7

40.9

3.0

30.3

4.5

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝66）

2.5

7.5

32.5

0.0

7.5

0.0

0.0

5.0

20.0

60.0

12.5

15.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝40）

12.4

68.5

84.3

5.6

20.2

2.2

7.9

1.1

21.3

5.6

5.6

5.6

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝89）

12.9

63.4

83.9

5.4

8.6

3.2

7.5

1.1

20.4

7.5

7.5

5.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝93）

図 2-35 健康危機管理 図 2-36 生活困窮世帯及び者に 
対する食生活支援 

図 2-37 
食環境整備における食物へのアクセス 

図 2-38 
食環境整備における情報へのアクセス 
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⑤食の持続可能性（食料自給率・食品ロス）          ⑥社会参加（ソーシャルキャピタル） 

 
 
 
 
⑦地域包括ケアシステム                       ⑧その他 

 
 
 
 
 
 

1.4

10.0

80.0

0.0

1.4

0.0

0.0

0.0

22.9

4.3

24.3

5.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝70）

10.3

57.4

48.5

5.9

64.7

5.9

7.4

33.8

39.7

10.3

13.2

1.5

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝68）

35.6

17.8

6.7

24.4

93.3

8.9

8.9

42.2

48.9

2.2

15.6

2.2

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・
特別区（ｎ＝45）

0.0

25.0

25.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

25.0

50.0

25.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・
特別区（ｎ＝4）

図 2-39 食の持続可能性 
（食料自給率・食品ロス） 

図 2-40  
社会参加（ソーシャルキャピタル） 

図 2-41地域包括ケアシステム 図 2-42 その他 
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３．栄養・食生活に関する事業の実施体制について（Do） 
（１）事業の連携協働体制について 
   都道府県本庁・保健所設置市・特別区において、地域の社会資源との連携で、「課題解決のための事業を役割分
担し、推進している」関係機関は「地区組織（49.2％）」「食品関連事業者、飲食店等（44.4％）」で、「優先すべ
き社会・健康課題等の結果を共有している」のは「栄養士会（46.0％）」「大学・研究機関（43.7％）」の割合が
高かった。「優先すべき社会・健康課題等を特定するデータ収集・分析について検討している」関係機関は全体的に割
合が低く、「大学・研究機関（23.0％）」で最も高く、「介護関係機関（0.8％）」で最も低かった。 

   また、「連携なし」は「NPO（70.6％）」「介護関係機関（67.5％）」「職域保健（58.7％）」の割合が高かっ
た。 

 
①優先すべき社会・健康課題等を特定するデータ       ②優先すべき社会・健康課題等の結果を共有して 
収集・分析について検討している（した）   いる（した） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

43.7

37.3

46.0

48.4

36.5

22.2

36.5

15.9

7.9

7.1

10.3

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

①大学、研究機関

②医師会、歯科医師会、看護協

会など職能団体

③栄養士会

④地区組織

⑤食品関連事業者、飲食店等

⑥医療保険者

⑦市区町村

⑧職域保健

⑨介護関係機関

⑩NPO

⑪その他

図4-44 優先すべき社会・健康課題等の

結果の共有

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝126）

23.0

7.9

8.7

7.1

6.3

9.5

14.3

4.8

0.8

2.4

3.2

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

①大学、研究機関

②医師会、歯科医師会、看護

協会など職能団体

③栄養士会

④地区組織

⑤食品関連事業者、飲食店等

⑥医療保険者

⑦市区町村

⑧職域保健

⑨介護関係機関

⑩NPO

⑪その他

図4-43 優先すべき社会・健康課題等を特

定するデータ収集・分析についての検討

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝126）
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③課題解決に向けた取組の方向性（方針）       ④課題解決のための事業を役割分担し、推進している 
を検討・協議している（した）      （した） 

 
 
⑤課題解決のための事業の評価を実施            ④連携なし（未実施） 
又は評価結果を共有している（した）    

 

27.8

19.0

38.9

49.2

44.4

11.9

27.0

10.3

7.9

6.3

9.5

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

①大学、研究機関

②医師会、歯科医師会、看護

協会など職能団体

③栄養士会

④地区組織

⑤食品関連事業者、飲食店等

⑥医療保険者

⑦市区町村

⑧職域保健

⑨介護関係機関

⑩NPO

⑪その他

図4-45 課題解決に向けた取組の方向性

（方針）の検討・協議

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝126）

41.3

32.5

41.3

36.5

34.9

16.7

24.6

12.7

6.3

3.2

7.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

①大学、研究機関

②医師会、歯科医師会、看護

協会など職能団体

③栄養士会

④地区組織

⑤食品関連事業者、飲食店

等

⑥医療保険者

⑦市区町村

⑧職域保健

⑨介護関係機関

⑩NPO

⑪その他

図4-46 課題解決のための事業を役割

分担し、推進

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝126）

31.7

28.6

34.1

32.5

29.4

17.5

27.0

9.5

6.3

2.4

9.5

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

①大学、研究機関

②医師会、歯科医師会、看護

協会など職能団体

③栄養士会

④地区組織

⑤食品関連事業者、飲食店等

⑥医療保険者

⑦市区町村

⑧職域保健

⑨介護関係機関

⑩NPO

⑪その他

図4-47 課題解決のための事業の評価の

実施又は評価結果の共有

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝126）

27.8

35.7

34.1

19.0

22.2

46.8

27.0

58.7

67.5

70.6

13.5

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

①大学、研究機関

②医師会、歯科医師会、看護

協会など職能団体

③栄養士会

④地区組織

⑤食品関連事業者、飲食店等

⑥医療保険者

⑦市区町村

⑧職域保健

⑨介護関係機関

⑩NPO

⑪その他

図4-48 連携なし（未実施）

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝126）
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（２）事業の企画立案について 
   事業の企画立案について、事業効果を予測して企画している（よくできている、まあまあできている）のは 57.2％で、
ターゲットとなる対象を特定しているのは 89.7％だった。ターゲット層にアプローチできる機会を設定しているのは 77.0％
で、他部署と連携し、組織横断的な事業となっているのは 54.8％だった。 
また、評価指標を予め設定しているのは 68.2%で、組織や関係者と共有しているのは 73.0％だった。 

 
①科学的根拠に基づく事業効果を予測して企画しているか 

 
 

②事業を企画する上でターゲットとなる対象を特定しているか 

 
 

③対象のターゲット層にアプローチできる機会（場・時間等）を設定しているか

 
 
 
④他部署と連携し、組織横断的な事業となっているか 

 
 
 
 
 
 

5.6 51.6 35.7 5.6 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

25.4 64.3 8.7 

0.0 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

13.5 63.5 20.6 0.8 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

11.1 43.7 35.7 7.9 
1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

図 4-49 科学的根拠に基づく事業効果を予測した企画 

図 4-50 事業を企画する上でターゲットとなる対象の特定 

図 4-51 対象のターゲット層にアプローチできる機会（場・時間）の設定 

図 4-52 他部署と連携した組織横断的な事業 
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⑤事業効果を図るための評価指標を予め設定しているか 

 
 
 

⑥その評価指標は組織や関係者と共有されているか 

 
 
 
（３）事業の予算確保について 

事業に必要な予算について、要求している（よくできている、まあまあできている）が 92.1%に対し、確保できている
のは 87.3%であった。他部署や外部機関等の予算を要求・確保しているのは要求 31.7%、確保 31.8％であり、既
存事業の予算に組み入れ、実施体制を確保しているのは 83.3％だった。 

  ①事業の実施にあたり、必要な予算を要求・確保しているか 

 
 
 

②所属の予算以外に、他部署や外部機関等の予算を要求・確保しているか 

 
 
 

19.0 49.2 23.8 6.3 
1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

20.6 52.4 19.8 4.8
2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

28.6 

25.4 

63.5 

61.9 

5.6 

9.5 

0.0 

1.6 

2.4 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要求

確保

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝126）

11.9 

13.5 

19.8 

18.3 

11.1 

11.1 

52.4 

53.2 

4.8 

4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要求

確保

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝126）

図 4-53 事業効果を図るための評価指標の設定 

図 4-54 評価指標の組織や関係者との共有 

図 4-55 必要な予算の要求・確保 

図 4-56 他部署や外部機関等の予算の要求・確保 
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③既存事業の予算に組み入れ、実施体制を確保しているか 

 
 

（４）事業実施のためのマンパワーについて 
事業実施のためのマンパワーについて、円滑な事業実施のために必要な人員（雇上含む）を確保できている（よく

できている、まあまあできている）は 61.1％で、従事者（雇上含む）に対する研修などは 38.8％実施していた。  
①円滑な事業実施のために必要な人員（雇上含む）を確保できているか。 

 
 

②従事者（雇上含む）に対する研修などを行っているか。 

 
 
（５）事業実施のための自己研鑽について 

事業実施のための担当者の知識やスキルの習得について、「よくできている」「まあまあできている」と回答したのは 
80.1％、関係機関とのｺﾐｭﾆｹｰｮﾝや情報共有については 81.8％だった。 
① 担当者は事業実施にあたり、必要な事業に関連する研修や関連論文検索等により、知識やスキルの習得に 
努めているか。 

 
 

② 担当者は関係機関とのコミュニケーションや情報共有を密に行っているか。 

 
 

27.0 56.3 8.7 5.6 
2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

9.5 51.6 33.3 4.0 
1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

6.3 32.5 36.5 22.2 2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

11.1 69.0 17.5 0.8 
1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）
よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

17.5 64.3 12.7 4.0 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

図 4-57 既存事業予算の組み入れと実施体制の確保 

図 4-58 円滑な事業実施のために必要な人員（雇上を含む）の確保 

図 4-59 従事者（雇上含む）に対する研修 

図 4-60 必要な事業に関する研修や関係論文検索等による知識やスキルの習得 

図 4-61 担当者の関係機関とのコミュニケーションや情報共有 
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４．事業の評価について（Check） 
   経過評価は 96.8％実施しており、保健所が関わっている事業は 72.2％だった。また、保健所が実施した事業結果
を本庁が集約し評価しているのは、65.9％だった。 

  影響評価は 69.0％実施しており、結果評価は 59.5％実施していた。 
（１）経過評価について 
①事業は、目的に基づき実施しているか。 

 
 
② その評価はどのようにしているか。（例） 
 【評価指標】 

参加者数、参加者満足度、実施回数、従事者人数、内容妥当性、サイトへのアクセス数、 
協力店舗数、登録店舗数、健康に配慮したメニューを提供する事業者の数、事業参加店舗、登録件数 
高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に取り組む市町数の増加、栄養ケア・ステーション設置数の増給
食施設巡回指導の指導件数、健康づくりインセンティブ事業の取組状況、連携関係団体 等 
加 

【評価方法】 
アンケート調査、事業モニタリング、事業報告、予算執行状況 
登録店舗数の把握、給食施設実態調査、実施店舗の巡回、キャンペーン応募数 
Google アナリティクス、クックパッドのレシピ閲覧数 等 

【頻度】 
５年に 1回、年１回、年１～２回、毎月、事業ごと、事業実施後、毎回、年度末、随時 等 

【結果報告・共有】 
210回答中 200回答（95.2％）が共有、10回答（4.8％）が共有していなかった。 

 
 
③ 事業は保健所が関わっているか。 本庁は保健所が実施した事業結果を集約し評価しているか。 

 
 
 

96.8
1.6

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

している していない 無回答

関わって

いる

72.2％

関わって

いない

20.6％

無回答

7.1％

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝126）

評価して

いる

65.9％

評価して

いない

33.0％

無回答

1.1％

都道府県本庁・保健所設置市・特別区（ｎ＝91）

図 4-62 目的に基づいた事業の実施 

図 4-63 事業への保健所の関わり 図 4-64 保健所の事業結果の集約 
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（２）影響評価について 
①事業が優先すべき社会・健康課題に起因する栄養・食生活の課題の改善につながっているかを評価しているか。 

 
 
② その評価はどのように行っているか。（例） 
【評価方法】 

1日の食塩摂取量の減少、1日の野菜摂取量の増加、食事の栄養素バランスの偏り 
主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以上の日がほぼ毎日の者の割合の増加 
適正体重を維持している人の割合の増加、低栄養傾向高齢者の割合の減少 
朝食を毎日食べている人の割合の増加、給食施設における野菜摂取量アップの取組状況 
特定給食施設等巡回指導数、給食施設における給与栄養量（食塩相当量） 
食品関連事業者における健康への意識改革 
スーパー等の事業者と連携した食に関する啓発活動数（年間）等 

【評価方法】 
県民健康・栄養調査、アンケート調査、食育に関する実態調査、県民意識調査、市民アンケート調査 
参加者へのアンケート調査、国保健康診査・特定健診、フレイルチェック票、後期高齢者質問票 
国民健康・栄養調査、給食施設栄養管理状況調査、健康づくり応援店の新規登録店の数 等 

【頻度】 
5年に 1回、3年に１回、年１回、不定期（概ね 5年に 1回）、事業の都度、毎回 等 

【結果報告・共有】 
181回答中 179回答（98.9％）が共有 2回答（1.1％）が共有していなかった。 

 
（３）結果評価について 
① 事業が優先すべき社会・健康課題に起因する栄養・食生活課題の改善につながっているかを評価しているか 

 
 
② その評価はどのようにしているか。（例） 
【評価指標】 
健康寿命の延伸と圏域間健康格差の縮小、脳血管疾患・虚血性心疾患の年齢調整死亡率を減らす 
高血圧有病者・予備群の割合の増加の抑制、糖尿病者有病者の割合の減少、メタボリックシンドローム該当者
及び予備群の割合、適正体重を維持するものの割合の増加、低栄養傾向（BMI20以下）の高齢者割合の
抑制、肥満・やせの割合、食塩摂取量の減少、野菜摂取量の増加、食品ロスを軽減するために行動する人の
増加 等 

69.0 27.8 3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

している していない 無回答

59.5 36.5 4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県本庁・

保健所設置市・

特別区（ｎ＝126）

している していない 無回答

図 4-65 影響評価の実施状況 

図 4-66 結果評価の実施状況 
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【評価方法】 
人口動態統計、厚生労働省公表データ、国民健康栄養調査、県民健康・栄養調査、栄養摂取量調査 
特定健康診査結果データ、KDB データ、市民アンケート調査、アンケート調査 等 

【頻度】 
５年に１回、３年に 1回、年 1回、不定期、毎年 等 

【結果報告・共有】 
149回答中 146回答（98.0％）が共有、3回答（2.0％）が共有していなかった。 
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5．事業の改善について（Action） 
評価結果に基づく改善提案を組織内で共有している（よくできている、まあまあできている）のは 76.2%であり、事

業の見直しができているのは 84.2％であった。 
事業の評価結果を分かりやすく見える化し、住民や関係者へ説明、発信しているのは 53.9％で、事業について学

会発表や論文投稿などを積極的に行い、自治体内外の同職種、他職種に広く発信しているは 20.6％であった。 
①評価結果に基づく改善提案は組織内で共有しているか。 

 
 
 
 

②事業の見直しを行っているか。 

 
 
 

③事業の評価結果を研修会や報告書、ホームページ等で分かりやすく見える化し、住民や関係者へ説明、発信して
いるか。 

 
 
 
 

④事業について学会発表や論文投稿などを積極的に行い、自治体内外の同職種、他職種に広く発信しているか。 
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図 4-67 結果評価に基づく改善提案の組織内共有 

図 4-68 事業の見直し 

図 4-69 事業評価結果の見える化、説明、発信 

図 4-70 自治体内外の同職種、他職種への発信 
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３.【保健所調査結果】 

 

 

 

 



 

Ⅲー３ 保健所調査結果 
 

１．優先すべき社会・健康課題について（Assessment） 
（１）身体的・精神的健康課題 

保健所における優先すべき身体的・精神的健康課題は、「糖尿病・糖尿病性腎症（90.1％)」が最も多く、次い
で「高血圧症（87.2％）」、「肥満（86.6％）」、「メタボリックシンドローム（77.6％）」だった。 
また、それぞれの健康課題の背景にある栄養・食生活課題は、高血圧症、脳血管疾患、虚血性心疾患を除き「食

事の栄養素バランスの偏り」の割合が最も高かった。糖尿病・糖尿病性腎症では、次いで「野菜の摂取不足」、「食塩
摂取過剰」、高血圧症では「食塩摂取過剰」、「野菜の摂取不足」、「食事の栄養素バランスの偏り」の順に高かった。
どの課題においても「ヘルスリテラシーの低下」が 3割程度あげられていた。 

  
《身体的・精神的健康課題の背景にある栄養・食生活課題》 
①肥満                                 ②やせ

 

86.6

42.1

67.2

87.2

90.1

54.9

77.6

72.5

66.3

61.8

20.3

7.5

0.3

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

肥満

やせ

低栄養・フレイル

高血圧症

糖尿病・糖尿病性腎症

脂質異常症

メタボリックシンドローム

脳血管疾患

虚血性心疾患

悪性新生物

精神及び発達障害

その他

無回答

図3-1 身体的・精神的健康課題

保健所（ｎ＝335）
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64.1

87.2

56.2

20.3

1.0

4.5

36.9

41.4

1.7

10.0

1.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図3-2 肥満

保健所（ｎ＝290）
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26.2

2.1

13.5

31.2
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食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図3-3 やせ

保健所（ｎ＝141）
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③低栄養・フレイル                          ④高血圧症

 
 
 
 
⑤糖尿病・糖尿病性腎症                      ⑥脂質異常症

 
 
 
 
 
 
 

93.8

41.3

33.3

17.8

64.9

4.4

49.3

44.4

46.7

0.0

8.9

1.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足
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無回答

図3-4 低栄養・フレイル

保健所（ｎ＝225）
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無回答

図3-5 高血圧症

保健所（ｎ＝292）
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野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図3-6 糖尿病・糖尿病性腎症

保健所（ｎ＝302）
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経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図3-7 脂質異常症

保健所（ｎ＝184）
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⑦メタボリックシンドローム                      ⑧脳血管疾患

  
 
 
⑨虚血性心疾患                           ⑩悪性新生物 
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その他

無回答

図3-8 メタボリックシンドローム

保健所（ｎ＝260）
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その他

無回答

図3-9 脳血管疾患

保健所（ｎ＝243）
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経済格差
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無回答

図3-10 虚血性心疾患

保健所（ｎ＝222）
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ヘルスリテラシーの低下
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無回答

図3-11 悪性新生物

保健所（ｎ＝207）
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⑪精神及び発達障害                        ⑫その他 

  
 
（２）社会的健康課題 

保健所における優先すべき身体的・精神的健康課題は、「食環境整備における情報へのアクセス（75.5％）」が
最も多く、次いで「食環境整備における食物へのアクセス（72.2％）」、「健康危機管理（61.2％）」の順に高かっ
たが、身体的・精神的健康課題に比べ低い値であった。 
また、それぞれの健康課題の背景にある栄養・食生活課題は、健康危機管理では「食料備蓄の不足

（61.5％）」、生活困窮世帯及び者に対する食生活支援では「経済格差（77.0％）」、食環境整備における食
物へのアクセスでは「食事の栄養素バランスの偏り（64.0％）」、食の持続可能性では「食品ロス（73.2％）」の割
合が高かった。 
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無回答

図3-12 精神及び発達障害

保健所（ｎ＝68）
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無回答

図3-13 その他

保健所（ｎ＝25）

61.2

18.2

72.2

75.5

21.2

39.7

34.9

1.8

5.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

健康危機管理

生活困窮世帯及び者に対する…
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食の持続可能性…

社会参加（ソーシャルキャピタル）

地域包括ケアシステム

その他

無回答

図3-14 社会的健康課題

保健所（ｎ＝335）

− 65 −



 

《社会的健康課題の背景にある栄養・食生活課題》 
①健康危機管理                           ②生活困窮世帯及び者に対する食生活支援 

 
 
 
③食環境整備における食物へのアクセス              ④食環境整備における情報へのアクセス 

 
 
 
 
 
 

40.5

11.2

27.8

28.3

6.3

61.5

28.8

22.4

33.7

6.3

21.0

4.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図3-15 健康危機管理

保健所（ｎ＝205）

59.0

34.4

44.3

32.8

18.0

18.0

52.5

77.0

47.5

4.9

11.5

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図3-16 生活困窮世帯及び者に対する

食生活支援

保健所（ｎ＝61）

64.0

22.3

59.9

58.3

14.5

4.5

29.3

31.8

33.9

6.2

6.2

2.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図3-17

食環境整備における食物へのアクセス

保健所（ｎ＝242）

58.9

22.1

55.3

51.4

16.6

4.7

9.1

22.1

54.5

3.6

7.1

2.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図3-18

食環境整備における情報へのアクセス

保健所（ｎ＝253）
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⑤食の持続可能性（食料自給率・食品ロス）         ⑥社会参加（ソーシャルキャピタル） 

 
 
 
⑦地域包括ケアシステム                       ⑧その他 

 
 
 
 

21.1

5.6

11.3

9.9

16.9

5.6

16.9

11.3

23.9

73.2

16.9

2.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図3-19 食の持続可能性

（食料自給率・食品ロス）

保健所（ｎ＝71）

38.5

10.3

15.4

17.1

28.2

5.1

30.8

20.5

34.2

3.4

35.0

5.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図3-21 地域包括ケアシステム

保健所（ｎ＝117）

33.3

16.7

33.3

33.3

16.7

16.7

16.7

16.7

16.7

16.7

50.0

33.3

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図3-22 その他

保健所（ｎ＝6）

30.1

19.5

24.8

24.1

47.4

6.0

6.8

15.0

45.1

5.3

18.0

9.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図3-20 社会参加（ソーシャルキャピタル）

保健所（ｎ＝133）
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２．優先すべき社会・健康課題の解決に係る施策化について（Plan） 
（１）身体的・精神的健康課題 
   優先すべき身体的・精神的健康課題の解決に向けた栄養・食生活に関する取組の方向性について、精神及び発達
障害を除くすべての課題において、「健康増進計画」へ記載されている割合が最も高く、精神及び発達障害は「保健医
療計画」が最も高かった。多くの課題（高血圧症、糖尿病、脂質異常症、脳血管疾患、虚血性心疾患、悪性新生
物）において「健康増進計画」、「保健医療計画」への記載割合が高かった。また、肥満、やせでは「食育推進計画」へ
の記載が 80％を超え、低栄養・フレイルでは「高齢者福祉計画」、「歯科保健計画」への記載が 50％を超えていた。 

 
①肥満                                 ②やせ 

 
 

③低栄養・フレイル                           ④高血圧症

 

50.7

96.9

85.5

42.8

7.9

9.3

38.6

1.4

16.6

2.8

1.0

1.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-23 肥満

保健所（ｎ＝290）

31.2

93.6

84.4

22.7

7.8

4.3

27.0

1.4

9.2

3.5

2.1

3.5

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-24 やせ

保健所（ｎ＝141）

48.9

89.3

67.1

30.7

63.1

52.9

9.3

3.1

19.1

1.3

4.0

3.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-25 低栄養・フレイル

保健所（ｎ＝225）

63.7

93.2

43.2

54.5

21.2

4.8

8.9

5.1

16.1

0.3

2.7

1.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-26 高血圧症

保健所（ｎ＝292）
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⑤糖尿病・糖尿病性腎症                      ⑥脂質異常症 

 
 
 
⑦メタボリックシンドローム                       ⑧脳血管疾患 

 
 
 
 
 
 
 
 

82.1

95.7

51.7

69.5

27.2

48.0

7.6

4.0

29.1

0.3

2.0

2.3

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-27 糖尿病

保健所（ｎ＝302）

50.0

89.7

33.7

41.8

12.5

5.4

9.2

4.9

14.1

0.5

1.6

5.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-28 脂質異常症

保健所（ｎ＝184）

58.1

95.8

55.4

65.8

11.9

10.4

12.7

1.9

21.9

0.4

1.9

3.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-29 メタボリックシンドローム

保健所（ｎ＝260）

84.4

94.7

41.2

62.1

32.1

16.0

14.8

9.1

28.0

0.4

5.8

1.6

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-30 脳血管疾患

保健所（ｎ＝243）
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⑨虚血性心疾患                           ⑩悪性新生物 

 
 
 
⑪精神及び発達障害                         ⑫その他 

 

 
 
 
 
 
 
 

82.9

91.9

35.1

61.7

29.7

16.2

16.7

5.0

21.2

0.5

4.5

2.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-31 虚血性心疾患

保健所（ｎ＝222）

82.1

87.4

27.5

57.5

27.1

34.8

79.7

3.4

41.5

1.0

7.7

2.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-32 悪性新生物

保健所（ｎ＝207）

79.4

76.5

13.2

33.8

47.1

32.4

25.0

61.8

52.9

23.5

14.7

5.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-33 精神及び発達障害

保健所（ｎ＝68）

52.0

72.0

32.0

36.0

20.0

44.0

28.0

0.0

20.0

0.0

32.0

16.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-34 その他

保健所（ｎ＝25）
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（２）社会的健康課題 
   優先すべき社会的健康課題の解決に向けた栄養・食生活に関する取組の方向性について、健康危機管理では、
「保健医療計画」、「食育推進計画」、「総合計画」の順で記載されている割合が高かった。食環境整備における食物
へのアクセス、食環境整備における情報へのアクセス、食の持続可能性では「食育推進計画」が最も高かった。社会参
加（ソーシャルキャピタル）では「健康増進計画」、「食育推進計画」、「高齢者福祉計画」の順に、地域包括ケアシス
テムでは、「高齢者福祉計画」、「保健医療計画」の順に割合が高かった。 

 
①健康危機管理                           ②生活困窮世帯及び者に対する食生活支援 

 
 
③食環境整備における食物へのアクセス              ④食環境整備における情報へのアクセス 

 

64.9

28.3

35.1

14.1

27.3

25.4

6.8

17.1

34.1

3.9

21.0

7.3

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-35 健康危機管理

保健所（ｎ＝205）

3.3

1.6

18.0

0.0

9.8

0.0

0.0

9.8

21.3

54.1

23.0

21.3

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-36 生活困窮世帯及び者に対する

食生活支援

保健所（ｎ＝61）

18.2

77.7

79.8

11.2

12.8

2.1

12.8

2.5

18.2

8.3

4.5

4.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-37

食環境整備における食物へのアクセス

保健所（ｎ＝242）

28.1

77.5

79.4

16.2

13.4

5.1

15.0

2.0

19.8

9.9

6.7

4.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-38

食環境整備における情報へのアクセス

保健所（ｎ＝253）
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⑤食の持続可能性（食料自給率・食品ロス）          ⑥社会参加（ソーシャルキャピタル） 

 
 
 
⑦地域包括ケアシステム                       ⑧その他 

 
 
 

1.4

5.6

87.3

1.4

0.0

0.0

0.0

1.4

39.4

9.9

7.0

4.2

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-39 食の持続可能性

（食料自給率・食品ロス）

保健所（ｎ＝71）

26.3

74.4

58.6

16.5

57.9

13.5

15.8

30.8

43.6

12.8

3.0

3.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-40 社会参加

保健所（ｎ＝133）

63.2

30.8

16.2

52.1

82.9

27.4

19.7

47.0

46.2

6.8

12.0

2.6

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-41 地域包括ケアシステム

保健所（ｎ＝117）

0.0

16.7

16.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

16.7

16.7

66.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

保健医療計画

健康増進計画

食育推進計画

医療費適正化計画

高齢者福祉計画

歯科保健計画

がん対策推進計画

障害福祉計画

総合計画

子どもの貧困対策計画

その他

無回答

図3-42 その他

保健所（ｎ＝6）
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３．栄養・食生活に関する事業の実施体制について（Do） 
（１）事業の連携協働体制について 
   保健所の地域の社会資源との連携において、「優先すべき社会・健康課題等を特定するデータ収集・分析について
検討している（した）」連携機関は、全体的に割合が低く、「市区町村（30.4%）」の割合が最も高かった。「優先す
べき社会・健康課題等の結果を共有している（した）」連携機関は、「市区町村（67.2%）」、「地区組織
（42.7%）」、「栄養士会（42.1%）」の順に割合が高かった。「課題解決に向けた取組の方向性（方針）を検
討・協議している（した）」連携機関は、「市区町村（49.6%）」、「栄養士会（32.5%）」の順に高く、「課題解決
のための事業を役割分担し、推進している（した）」連携機関は、「市区町村（51.0％）」が最も高く、次いで「地区
組織（35.2%）」、「栄養士会（34.6%）」、「食品関連事業者、飲食店等（32.2%）」であった。「課題解決の
ための事業の評価を実施又は評価結果を共有している（した）」連携機関は、「市区町村（44.2%）」が最も高く、
次いで「栄養士会（25.7%）」、「地区組織（23.9%）」、「医師会、歯科医師会、看護協会など職能団体
（21.2%）」であった。 

   また、「連携なし（未実施）」の機関は多く、「NPO（68.4％）」、「介護関係機関（63.3%）」、「大学、研究
機関（54.9%）」、「医療保険者（54.6%）」の順に割合が高かった。 

 
①優先すべき社会・健康課題等を特定するデータ     ②優先すべき社会・健康課題等の結果を共有して 
収集・分析について検討している（した）          いる（した） 
 

    
 
 
 
 
 

14.6

9.6

10.1

7.8

6.6

9.0

30.4

6.6

2.1

0.9

5.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

①大学、研究機関

②医師会、歯科医師会、

看護協会など職能団体

③栄養士会

④地区組織

⑤食品関連事業者、飲食店

等

⑥医療保険者

⑦市区町村

⑧職域保健

⑨介護関係機関

⑩NPO

⑪その他

図3-43 優先すべき社会・健康課題等を

特定するデータ収集・分析についての検討

保健所（ｎ＝335）

22.4

34.3

42.1

42.7

30.7

20.9

67.2

25.1

9.6

4.2

13.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

①大学、研究機関

②医師会、歯科医師会、

看護協会など職能団体

③栄養士会

④地区組織

⑤食品関連事業者、

飲食店等

⑥医療保険者

⑦市区町村

⑧職域保健

⑨介護関係機関

⑩NPO

⑪その他

図3-44 優先すべき社会・健康課題等

の結果の共有

保健所（ｎ＝335）
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③課題解決に向けた取組の方向性（方針）        ④課題解決のための事業を役割分担し、 
を検討・協議している（した）                  推進している（した） 

  
 
⑤課題解決のための事業の評価を実施            ⑥連携なし（未実施） 
又は評価結果を共有している（した） 

  

15.8

26.6

32.5

27.2

19.1

16.7

49.6

15.8

6.6

2.4

11.6

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

①大学、研究機関

②医師会、歯科医師会、

看護協会など職能団体

③栄養士会

④地区組織

⑤食品関連事業者、

飲食店等

⑥医療保険者

⑦市区町村

⑧職域保健

⑨介護関係機関

⑩NPO

⑪その他

図3-45 課題解決に向けた取組の方向性

（方針）の検討・協議

保健所（ｎ＝335）

14.0

17.6

34.6

35.2

32.2

11.3

51.0

13.7

6.3

3.9

10.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

①大学、研究機関

②医師会、歯科医師会、

看護協会など職能団体

③栄養士会

④地区組織

⑤食品関連事業者、

飲食店等

⑥医療保険者

⑦市区町村

⑧職域保健

⑨介護関係機関

⑩NPO

⑪その他

図3-46 課題解決のための事業を役割

分担し、 推進

保健所（ｎ＝335）

11.9

21.2

25.7

23.9

13.4

15.2

44.2

16.4

4.8

2.4

10.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

①大学、研究機関

②医師会、歯科医師会、

看護協会など職能団体

③栄養士会

④地区組織

⑤食品関連事業者、

飲食店等

⑥医療保険者

⑦市区町村

⑧職域保健

⑨介護関係機関

⑩NPO

⑪その他

図3-47 課題解決のための事業評価の

実施又は評価結果の共有

保健所（ｎ＝335）

54.9

43.6

31.6

31.0

35.2

54.6

10.4

49.6

63.3

68.4

14.6

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

①大学、研究機関

②医師会、歯科医師会、

看護協会など職能団体

③栄養士会

④地区組織

⑤食品関連事業者、

飲食店等

⑥医療保険者

⑦市区町村

⑧職域保健

⑨介護関係機関

⑩NPO

⑪その他

図3-48 連携なし（未実施）

保健所（ｎ＝335）
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（２）事業の企画立案について 
   事業の企画立案について、事業効果を予測して企画している（よくできている、まあまあできている）のは 55.0％で、
ターゲットとなる対象を特定しているのは 88.1％だった。ターゲット層にアプローチできる機会を設定しているのは 68.6％
で、他部署と連携し、組織横断的な事業となっているのは 51.0％だった。 
また、評価指標を予め設定しているのは 59.2%で、組織や関係者と共有しているのは 52.2％だった。 

 
①科学的根拠に基づく事業効果を予測して企画しているか 

 
②事業を企画する上でターゲットとなる対象を特定しているか 

 
③対象のターゲット層にアプローチできる機会（場・時間等）を設定しているか 

 
④他部署と連携し、組織横断的な事業となっているか 

 
⑤事業効果を図るための評価指標を予め設定しているか 

 

6.3 48.7 34.0 6.3 4.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図3-49 科学的根拠に基づく事業効果を予測した企画

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

22.7 65.4 5.7 
1.8 

4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図3-50 事業を企画する上でターゲットとなる対象の特定

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

13.1 55.5 23.0 3.9 4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図3-51 対象のターゲット層にアプローチできる機会（場・時間等）の設定

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

10.4 40.6 32.2 12.2 4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図3-52 他部署と連携した組織横断的な事業

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

9.3 49.9 28.1 8.4 4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図3-53 事業効果を図るための評価指標の設定

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答
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⑥その評価指標は組織や関係者と共有されているか 

 
（３）事業の予算確保について 

  事業に必要な予算について、要求・確保している（よくできている、まあまあできている）は要求 67.5%、確保
71.0%であった。他部署や外部機関等の予算を要求・確保しているのは要求 12.6%、確保 12.9％であり、
40.6%で予算（要求・確保）体制がなかった。 
 
①事業の実施にあたり、必要な予算を要求・確保しているか 

 
②所属の予算以外に、他部署や外部機関等の予算を要求・確保しているか 

   
③既存事業の予算に組み入れ、実施体制を確保しているか 

 

11.0 41.2 33.7 9.3 4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図3-54 組織や関係者との共有

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

20.0 

20.6 

47.5 

50.4 

5.4 

7.2 

3.6 

3.0 

17.3 

13.7 

6.3 

5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要求

確保

図3-55 必要な予算の要求・確保

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

予算（要求・

確保）体制がない

無回答

保健所（ｎ＝335）

3.9 

3.0 

8.7 

9.9 

3.9 

4.2 

37.6 

38.8 

40.6 

39.1 

5.4 

5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要求

確保

図3-56  他部署や外部機関等の予算の要求・確保

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

予算（要求・

確保）体制がない

無回答

保健所（ｎ＝335）

19.4 50.4 6.9 6.6 11.3 5.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図3-57 既存事業予算の組み入れと実施体制の確保

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

予算（要求・

確保）体制がない

無回答
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（４）事業実施のためのマンパワーについて 
事業実施のためのマンパワーについて、円滑な事業実施のために必要な人員（雇上含む）を確保できている（よ
くできている、まあまあできている）は 60.3％で、従事者（雇上含む）に対する研修などを行っているのは 35.5％
だった。 

 
①円滑な事業実施のために必要な人員（雇上含む）を確保できているか。 

 
②従事者（雇上含む）に対する研修などを行っているか。 

 
 
（５）事業実施のための自己研鑽について 

事業実施のための担当者の知識やスキルの習得について、「よくできている」、「まあまあできている」と回答したのは
79.1％、関係機関とのｺﾐｭﾆｹｰｮﾝや情報共有については 72.2％だった。 
①担当者は事業実施にあたり、必要な事業に関連する研修や関連論文検索等により、知識やスキルの習得に努め 
ているか。 

 
②担当者は関係機関とのコミュニケーションや情報共有を密に行っているか。 

 

5.4 54.9 26.0 9.0 4.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図3-58 円滑な事業実施のために必要な人員（雇上を含む）の確保

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

3.3 32.2 28.4 31.0 5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図3-59 従事者（雇上含む）に対する研修

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

10.4 68.7 15.2 1.2 4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図3-60 必要な事業に関連する研修や関連論文検索等による知識やスキルの習得

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

12.2 60.0 22.4 0.9 4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図3-61 担当者の関係機関とのコミュニケーションや情報共有

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

− 77 −



 

４．事業の評価について（Check） 
   経過評価は 89.0％が実施しており、影響評価は 54.3％、結果評価は 54.0％の実施にとどまった。 
（１）経過評価について 
①事業は、目的に基づき実施しているか。 

 
②その評価はどのようにしているか。（例） 

【評価指標】 
参加者数、参加者満足度、参加者理解度、実施回（件）数、従事者数、会議開催回数、内容の妥当性、
給食施設巡回数、（管理）栄養士の人数、登録店舗（施設）数、健康支援型配食サービス事業所数、普
及啓発事業実施数、インスタグラム投稿数、動画再生回数、動画活用状況 

【評価方法】 
アンケート調査（施設、参加者、視聴者、事業所の健康管理担当者）、事業実施状況、応募・申請数、事
業報告、会議実施状況、予算執行状況、巡回指導及び支援の結果、県民健康栄養調査、聞き取り調査、
チェックリスト、市町村との意見交換、登録件数の推移、登録店舗数・取組状況・実績報告、サマリー更新調査
時の利用状況調査 

【頻度】 
２～３年に１回、年１回、四半期に１回、月１回、イベントの前後 

【結果報告・共有】 
479回答中 454回答（94.8%）が共有、25回答（5.2%）が共有していなかった。 

 
（２）影響評価について 
①事業が優先すべき社会・健康課題に起因する栄養・食生活の課題の改善につながっているかを評価しているか。 

 
②その評価はどのように行っているか。（例） 

【評価指標】 
食塩摂取量の減少、朝食を食べる人の割合の増加、20～30歳代の朝食欠食率の減少、主食・主菜・副菜
を組み合わせた食事が１日２回以上の日がほぼ毎日の者の割合、野菜摂取量の増加、野菜の適正量を知っ
ている人の割合、夕食後の間食の摂取頻度、給食施設における野菜給与量・食塩相当量の給与量・栄養指
導実施率・栄養表示実施率、肥満及びやせの者の割合を把握している施設の増加、適正な栄養管理を行って
いる特定給食施設等、食環境整備を行う給食施設や飲食店の増加、食品中の食塩や脂肪の低減に取り組む

89.0 7.8 3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図3-62 目的に基づいた事業の実施

している していない 無回答

54.3 42.4 3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図3-63 影響評価の実施状況

している していない 無回答
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飲食店等の登録数の増加、食品購入時の栄養成分表示を参考にする者の割合、ヘルスリテラシーの低下、高
齢者の低栄養・フレイル予防、食品摂取多様性スコア、災害時の食の備えに対する意識、職域における健康づ
くりの取組状況 

【評価方法】 
アンケート調査、国民健康・栄養調査、県民健康・栄養実態調査、県民健康意識調査、県民生活習慣実態
調査、健康資源・環境整備状況調査、給食施設栄養管理報告書、給食施設個別指導後の改善報告書、
給食施設巡回指導時の状況把握、塩分チェックシート、フレイルチェック票の 10 の食品の点数の増加、支援時
のインタビュー 

【頻度】 
５年に１回、３年に１回、年１回、事業終了後１回、教室初回と最終回、事業参加前後、毎回 

【結果報告・共有】 
324回答中 315回答（97.2%）が共有、9回答（2.8%）が共有していなかった。 

 
（３）結果評価について 
①事業が優先すべき社会・健康課題に起因する栄養・食生活課題の改善につながっているかを評価しているか。 

 
②その評価はどのようにしているか。（例） 

【評価指標】 
健康寿命の延伸（健康寿命と平均寿命の差の縮小）、脳血管疾患・虚血性心疾患の年齢調整死亡率の
減少、脳卒中年齢調整初発率の減少、脂質異常症の割合の減少、高血圧（収縮期血圧の平均値）の改
善、糖尿病有病者の割合の減少、BMI25以上の人の割合の減少、メタボリックシンドローム該当者・予備群の
割合、特定健診受診率、人工透析患者数、給食施設における肥満・やせの者の割合、食塩摂取量の減少、
野菜摂取量の増加、適正体重を維持している者の割合、低栄養・フレイル該当者の減少、食環境整備におけ
る食物・情報へのアクセス 

【評価方法】 
アンケート調査、国民健康・栄養調査、県民健康・栄養調査、生活習慣に係る実態調査、データヘルス計画、
特定健診・保健指導に係るデータ、人工透析患者数調べ、KDBデータ、医療介護レセプトデータ、人口動態
統計、給食施設栄養管理（状況）報告書 

【頻度】 
５年に１回、３年に１回、２年に１回、年１回、調査解析時、結果公表年ごと 

【結果報告・共有】 
331回答中 314回答（94.9%）が共有、17回答（5.1%）が共有していなかった。 

 
 
 
 

54.0 42.7 3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図3-64 結果評価の実施状況

している していない 無回答
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5．事業の改善について（Action） 
   評価結果に基づく改善提案を組織内で共有している（よくできている、まあまあできている）のは 64.4%であり、事
業の見直しができているのは 66.9％であった。 
事業の評価結果を分かりやすく見える化し、住民や関係者へ説明、発信しているのは 38.5％で、事業について学

会発表や論文投稿などを積極的に行い、自治体内外の同職種、他職種に広く発信しているは 14.3％であった。 
 

①評価結果に基づく改善提案は組織内で共有しているか。 

 
②事業の見直しを行っているか。 

 
③事業の評価結果を研修会や報告書、ホームページ等で分かりやすく見える化し、住民や関係者へ説明、発信して
いるか。 

 
④事業について学会発表や論文投稿などを積極的に行い、自治体内外の同職種、他職種に広く発信しているか。 

 
 

11.9 52.5 23.6 9.0 3.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図3-65 評価結果に基づく改善提案の組織内共有

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

5.4 61.5 23.6 6.6 3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図3-66 事業の見直し

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

5.1 33.4 34.6 23.9 3.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図3-67 事業評価結果の見える化、説明・発信

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

2.4 11.9 27.2 55.5 3.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健所

（ｎ＝335）

図3-68 自治体内外の同職種、他職種への発信

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答
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４.【市町村調査結果】 
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Ⅲ－４ 市町村調査結果  
 
１．優先すべき社会・健康課題について（Assessment） 
（１）身体的・精神的健康課題 

市町村における優先すべき身体的・精神的健康課題は、「糖尿病・糖尿病性腎症（93.3％)」が最も多く、次い
で「高血圧症（89.1％）」、「メタボリックシンドローム（79.5％）」、「肥満（76.1％）」だった。 
また、それぞれの健康課題の背景にある栄養・食生活課題は、高血圧を除き「食事の栄養素バランスの偏り」の割

合が最も高かった。糖尿病・糖尿病性腎症では、次いで「野菜の摂取不足」、「食塩摂取過剰」、高血圧症では「食
塩摂取過剰」、「食事の栄養素バランスの偏り」、「野菜の摂取不足」の順に高かった。どの課題においても「ヘルスリテラ
シーの低下」が 3割程度あげられていた。 

《身体的・精神的健康課題の背景にある栄養・食生活課題》 
①肥満                                 ②やせ 

 

76.1

32.6

61.0

89.4

93.3

63.2

79.5

61.1

56.6

44.5

26.0

5.2

0.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

肥満

やせ

低栄養・フレイル

高血圧症

糖尿病・糖尿病性腎症

脂質異常症

メタボリックシンドローム

脳血管疾患

虚血性心疾患

悪性新生物

精神及び発達障害

その他

無回答

市町村（ｎ＝1,400）

図4-1 身体的・精神的健康課題

94.8

60.9

85.3

55.4

20.0

0.8

6.6

26.7

35.2

2.3

10.3

0.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-2 肥満

市町村（ｎ＝1,066）

94.1

73.5

39.8

16.4

41.8

5.9

19.7

34.4

47.5

1.3

6.1

0.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-3 やせ

市町村（ｎ＝457）
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③低栄養・フレイル                          ④高血圧症 
   

 
 
 
⑤糖尿病・糖尿病性腎症                      ⑥脂質異常症 

 
 
 

95.0

43.0

31.6

21.9

59.3

8.9

41.8

38.1

39.1

1.1

8.4

0.5

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-4 低栄養・フレイル

市町村（ｎ＝854）

94.9

45.6

80.8

63.3

9.8

1.1

6.7

19.4

32.0

0.9

9.3

0.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-6 糖尿病・糖尿病性腎症

市町村（ｎ＝1,306）

95.6

41.4

83.4

43.5

10.7

1.7

6.8

18.0

32.7

1.1

7.3

0.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-7 脂質異常症

市町村（ｎ＝885）

76.3

24.7

75.9

95.1

7.8

0.9

6.6

14.5

29.3

0.6

7.3

0.5

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-5 高血圧症

市町村（ｎ＝1,251）
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⑦メタボリックシンドローム                       ⑧脳血管疾患 

  
 
 
⑨虚血性心疾患                           ⑩ 悪性新生物 

  
 
 
 

96.0

57.2

85.3

71.1

12.6

1.3

6.6

21.6

32.8

1.3

9.5

1.3

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-8 メタボリックシンドローム

市町村（ｎ＝1,113）

89.8

35.9

79.0

90.3

9.8

1.8

7.7

17.4

32.0

0.8

6.5

1.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-9 脳血管疾患

市町村（ｎ＝856）

88.8

37.2

78.3

86.7

10.2

1.9

7.4

17.2

31.3

0.9

6.4

2.5

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-10 虚血性心疾患

市町村（ｎ＝792）

79.6

32.6

76.1

74.2

9.5

1.4

6.7

16.1

31.1

1.1

10.1

4.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-11 悪性新生物

市町村（ｎ＝623）
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⑪精神及び発達障害                        ⑫その他 

  
 
（２）社会的健康課題 

市町村における優先すべき身体的・精神的健康課題は、「健康危機管理（45.1％）」が最も多く、次いで「食
環境整備における食物へのアクセス（34.3％)」「社会参加（ソーシャルキャピタル）（33.9％）」「食環境整備に
おける情報へのアクセス（32.7％)」の順に高かった。もっとも高い健康課題でも半数に届かず、身体的・精神的健康
課題に比べ低い値であった。 
また、それぞれの健康課題の背景にある栄養・食生活課題は、健康危機管理では「食事の栄養素バランスの偏り

（70.1％）」、生活困窮世帯及び者に対する食生活支援では「経済格差（87.5％）」、食の持続可能性では
「食品ロス（79.6％）」、社会参加では「共食の減少（63.7％）」の割合が高かった。 

 

62.4

30.2

37.6

26.9

31.9

4.4

16.2

32.4

36.0

2.5

14.0

15.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-12 精神及び発達障害

市町村（ｎ＝364）

58.9

16.4

20.5

32.9

20.5

5.5

8.2

27.4

31.5

4.1

28.8

6.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-13 その他

市町村（ｎ＝73）

45.1

23.4

34.3

32.7

18.6

33.9

28.1

1.8

15.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

健康危機管理

生活困窮世帯及び者に対する…

食環境整備における食物への…

食環境整備における情報への…

食の持続可能性…

社会参加（ソーシャルキャピタル）

地域包括ケアシステム

その他

無回答

図4-14 社会的健康課題

市町村（ｎ＝1,400）
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《社会的健康課題の背景にある栄養・食生活課題》 
①健康危機管理                           ②生活困窮世帯及び者に対する食生活支援 

 
 
 
③食環境整備における食物へのアクセス              ④食環境整備における情報へのアクセス 

 
 
 
 

70.1

41.3

56.3

58.2

22.3

24.2

19.6

28.6

43.8

6.2

6.2

1.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-15 健康危機管理

市町村（ｎ＝632）

60.6

38.2

48.3

33.6

23.5

23.9

57.8

86.2

47.1

8.6

2.8

1.2

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-16 生活困窮世帯及び者に対する

食生活支援

市町村（ｎ＝327）

45.6

16.0

39.2

38.1

13.3

9.8

49.4

30.2

27.7

6.7

8.8

3.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-17

食環境整備における食物へのアクセス

市町村（ｎ＝480）

56.3

28.6

45.0

46.5

18.8

5.0

12.9

25.5

52.2

6.3

7.0

2.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-18

食環境整備における情報へのアクセス

市町村（ｎ＝458）
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⑤食の持続可能性（食料自給率・食品ロス）         ⑥社会参加（ソーシャルキャピタル） 

 
 
 
⑦地域包括ケアシステム                       ⑧その他 

 
  

13.8

6.9

10.0

6.5

11.9

8.1

16.9

16.9

25.8

79.6

10.0

4.2

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-19 食の持続可能性

（食料自給率・食品ロス）

市町村（ｎ＝260）

26.2

11.4

14.1

13.9

63.7

5.5

11.0

21.7

36.3

3.6

14.6

4.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-20

社会参加（ソーシャルキャピタル）

市町村（ｎ＝474）

47.2

15.2

20.6

21.1

44.2

7.1

34.5

35.8

36.3

4.6

16.8

8.6

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-２１ 地域包括ケアシステム

市町村（ｎ＝394）

32.0

16.0

20.0

20.0

16.0

4.0

8.0

12.0

12.0

4.0

36.0

32.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

食事の栄養素バランスの偏り

朝食欠食

野菜摂取不足

食塩摂取過剰

共食の減少

食料備蓄の不足

食料入手困難

経済格差

ヘルスリテラシーの低下

食品ロス

その他

無回答

図4-22 その他

市町村（ｎ＝25）
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２．優先すべき社会・健康課題の解決に係る施策化について（Plan） 
（１）身体的・精神的健康課題 
   優先すべき身体的・精神的健康課題の解決に向けた栄養・食生活に関する取組の方向性について、 脂質異常症
を除くすべての課題において、「健康増進計画」へ記載されている割合が最も高く、脂質異常症は「国民健康保険デー
タヘルス」が最も高かった。多くの課題（高血圧症、糖尿病、脂質異常症、メタボリックシンドローム、脳血管疾患、虚血
性心疾患、悪性新生物）において「健康増進計画」、「国民健康保険データヘルス」への記載割合が高かった。肥満、
やせでは「食育推進計画」への記載が 60％を超えていた。低栄養・フレイルでは「高齢者福祉計画」、「介護保険事業
計画」への記載が 50％を超え、精神及び発達障害では「障害福祉計画」への記載が 42.0％であった。 

    
①肥満                                 ②やせ 

 
 
③低栄養・フレイル                           ④高血圧症 

 

88.9

67.6

49.5

67.1

20.0

9.2

7.9

3.0

2.7

19.9

1.6

1.6

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

健康増進計画

食育推進計画

特定健康診査等実施計画

国民健康保険データヘルス…

母子保健計画

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-23 肥満

市町村（ｎ＝1,066）

81.0

62.1

16.2

20.6

24.5

14.7

14.4

3.5

3.5

15.1

2.0

6.6

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

健康増進計画

食育推進計画

特定健康診査等実施計画

国民健康保険データヘルス…

母子保健計画

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-24 やせ

市町村（ｎ＝457）

63.6

47.2

9.3

18.3

3.7

54.8

53.0

6.4

2.7

17.3

2.6

5.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

健康増進計画

食育推進計画

特定健康診査等実施計画

国民健康保険データヘル…

母子保健計画

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-25 低栄養・フレイル

市町村（ｎ＝854）

83.6

46.9

54.7

80.5

5.5

18.6

17.3

2.0

3.4

20.6

1.5

2.6

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

健康増進計画

食育推進計画

特定健康診査等実施計画

国民健康保険データヘル…

母子保健計画

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-26 高血圧症

市町村（ｎ＝1,251）
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⑤糖尿病・糖尿病性腎症                      ⑥脂質異常症 

 
 
 
⑦メタボリックシンドローム                       ⑧脳血管疾患 

 
  

80.9

42.3

55.5

85.6

5.3

18.2

17.1

4.2

3.9

22.4

1.8

1.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

健康増進計画

食育推進計画

特定健康診査等実施計画

国民健康保険データヘルス…

母子保健計画

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-27 糖尿病

市町村（ｎ＝1,306）
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39.4

57.2

79.5

5.0
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13.1

2.3

3.8

19.1

1.1

3.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

健康増進計画

食育推進計画

特定健康診査等実施計画

国民健康保険データヘル…

母子保健計画

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-28 脂質異常症

市町村（ｎ＝885）

83.7

50.7

62.7

82.5

5.0

12.7

11.1

2.3

3.5

23.7

1.0

1.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

健康増進計画

食育推進計画

特定健康診査等実施計画

国民健康保険データヘルス計画

母子保健計画

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-29 メタボリックシンドローム

市町村（ｎ＝1,113）

80.1

34.7

50.8

77.2

3.5

19.6

19.4

2.8

4.4

22.3

1.3

4.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％100％

健康増進計画

食育推進計画

特定健康診査等実施計画

国民健康保険データヘル…

母子保健計画

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-30 脳血管疾患

市町村（ｎ＝856）
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⑨虚血性心疾患                            ⑩悪性新生物 

 
 
 

⑪精神及び発達障害                        ⑫その他 

 
 
  

79.4

32.2

50.5

77.1

3.5

16.8

15.5

2.7

4.0

22.9

1.1

4.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

健康増進計画

食育推進計画

特定健康診査等実施計画

国民健康保険データヘルス…

母子保健計画

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-31 虚血性心疾患

市町村（ｎ＝792）

88.3

29.1

30.8

55.9

3.7

18.0

17.7

2.7

4.2

30.7

1.3

3.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

健康増進計画

食育推進計画

特定健康診査等実施計画

国民健康保険データヘルス…

母子保健計画

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-32 悪性新生物

市町村（ｎ＝623）

63.2

14.3

11.8

23.1

19.2

17.6

18.1

3.3

42.0

28.3

9.9

11.3

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

健康増進計画

食育推進計画

特定健康診査等実施計画

国民健康保険データヘルス…

母子保健計画

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-33 精神及び発達障害

市町村（ｎ＝364）

54.8

24.7

16.4

30.1

11.0

23.3

19.2

5.5

2.7

24.7

6.8

11.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

健康増進計画

食育推進計画

特定健康診査等実施計画

国民健康保険データヘルス…

母子保健計画

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-34 その他

市町村（ｎ＝73）
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（２）社会的健康課題 
   優先すべき社会的健康課題の解決に向けた栄養・食生活に関する取組の方向性について、健康危機管理では、
「健康増進計画」「食育推進計画」「国民健康保険データヘルス計画」の順で記載されている割合が高かった。食環境
整備における食物へのアクセス、食の持続可能性では「食育推進計画」が最も高かった。社会参加（ソーシャルキャピタ
ル）では「健康増進計画」、「高齢者福祉計画」、「介護保険事業計画」の順に、地域包括ケアシステムでは、「介護
保険事業計画」、「高齢者福祉計画」の順に割合が高かった。 

 
①健康危機管理                           ②生活困窮世帯及び者に対する食生活支援 

 
  
③食環境整備における食物へのアクセス             ④食環境整備における情報へのアクセス 

 

62.7

41.6
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12.0

21.2

19.3

4.6

9.2

30.4

11.1
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0％ 20％ 40％ 60％ 80％

健康増進計画

食育推進計画

特定健康診査等実施計画

国民健康保険データヘルス…

母子保健計画

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-35 健康危機管理

市町村（ｎ＝632）
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特定健康診査等実施計画

国民健康保険データヘルス…

母子保健計画

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-36 生活困窮世帯及び者に対する

食生活支援

市町村（ｎ＝327）
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食育推進計画

特定健康診査等実施計画

国民健康保険データヘルス…

母子保健計画

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-37

食環境整備における食物へのアクセス

市町村（ｎ＝480）

48.5

63.1

9.2
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17.0
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0％ 20％ 40％ 60％ 80％

健康増進計画

食育推進計画

特定健康診査等実施計画

国民健康保険データヘルス…

母子保健計画

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-38

食環境整備における情報へのアクセス

市町村（ｎ＝458）
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⑤食の持続可能性（食料自給率・食品ロス）          ⑥社会参加（ソーシャルキャピタル） 

 
 
 
⑦地域包括ケアシステム                       ⑧その他 
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高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-39 食の持続可能性

（食料自給率・食品ロス）

市町村（ｎ＝260）
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国民健康保険データヘルス…

母子保健計画

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-40 社会参加

市町村（ｎ＝474）
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健康増進計画
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国民健康保険データヘルス…

母子保健計画

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-41 地域包括ケアシステム

市町村（ｎ＝394）
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28.0

4.0
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健康増進計画

食育推進計画

特定健康診査等実施計画

国民健康保険データヘルス…

母子保健計画

高齢者福祉計画

介護保険事業計画

歯科保健計画

障害福祉計画

総合計画

その他

無回答

図4-42 その他

市町村（ｎ＝25）

− 92 − − 93 −



 

３．栄養・食生活に関する事業の実施体制について（Do） 
（１）事業の連携協働体制について 

  市町村の地域の社会資源との連携において、「優先すべき社会・健康課題等を特定するデータ収集・分析につい
て検討している（した）」連携機関は、「医療保険者（18.4％）」と「都道府県（20.8％）」であった。「優先すべ
き社会・健康課題等の結果を共有している」連携機関は、「医師会、歯科医師会、看護協会など職能団体」、「地
区組織」、「都道府県」が 30％程度と高かった。「課題解決に向けた取組の方向性（方針）を検討・協議している
（した）」連携機関は、「都道府県（27.7％）」、「医師会、歯科医師会、看護協会など職能団体
（22.9％）」、「地区組織（21.2％）」の順に高く、「課題解決のための事業を役割分担し、推進している」連携
機関は「地区組織（41.0％）」が最も高かった。「課題解決のための事業の評価を実施又は評価結果を共有して
いる（した）」は「都道府県（30.5％）」が最も高く、次いで「医師会、歯科医師会、看護協会など職能団体
（24.0％）」、「保険者（20.6％）」であった。 
   また、「連携なし（未実施）」の機関は多く、「職域保健（70.7％）」「NPO（69.9％）」「大学、研究機関
（62.4％）」、「食品関連事業者、飲食店等（６1.2％）」、「栄養士会（60.6％）」の順に割合が高かった。 

 
①優先すべき社会・健康課題等を特定するデータ       ②優先すべき社会・健康課題等の結果を共有して 
収集・分析について検討している（した）   いる（した） 
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①大学、研究機関

②医師会、歯科医師会、看護

協会など職能団体

③栄養士会

④地区組織

⑤食品関連事業者、飲食店等

⑥医療保険者

⑦都道府県

⑧職域保健

⑨介護関係機関

⑩NPO

⑪その他

市町村（ｎ＝1168）

図4-43 優先すべき社会・健康課題等を

特定するデータ収集・分析についての検討
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②医師会、歯科医師会、看護

協会など職能団体

③栄養士会

④地区組織

⑤食品関連事業者、飲食店等

⑥医療保険者

⑦都道府県

⑧職域保健

⑨介護関係機関

⑩NPO

⑪その他

市町村（ｎ＝1168）

図4-44 優先すべき社会・健康課題等

の結果の共有
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③課題解決に向けた取組の方向性（方針）       ④課題解決のための事業を役割分担し、推進している 
を検討・協議している（した）     （した） 

 
 
 
⑤課題解決のための事業の評価を実施            ④連携なし（未実施） 
又は評価結果を共有している（した）    
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協会など職能団体

③栄養士会

④地区組織

⑤食品関連事業者、飲食店等

⑥医療保険者

⑦都道府県

⑧職域保健

⑨介護関係機関

⑩NPO

⑪その他

市町村（ｎ＝1168）

図4-45 課題解決に向けた取組の

方向性（方針）の検討・協議

27.8

19.0

38.9

49.2

44.4

11.9

27.0

10.3

7.9

6.3

9.5

0％ 20％ 40％ 60％ 80％
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②医師会、歯科医師会、看護

協会など職能団体

③栄養士会

④地区組織

⑤食品関連事業者、飲食店等

⑥医療保険者

⑦市区町村

⑧職域保健

⑨介護関係機関

⑩NPO

⑪その他

市町村（ｎ＝1168）

図4-46 課題解決のための事業を役割

分担し、推進
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③栄養士会

④地区組織

⑤食品関連事業者、飲食店等

⑥医療保険者

⑦市区町村

⑧職域保健

⑨介護関係機関

⑩NPO

⑪その他

市町村（ｎ＝1168）

図4-4７ 課題解決のための事業評価の

実施又は評価結果の共有

62.4

40.2

60.6

29.0

61.2

44.6

32.0

70.7

46.7

69.9

15.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

①大学、研究機関

②医師会、歯科医師会、看護

協会など職能団体

③栄養士会
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⑨介護関係機関

⑩NPO
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市町村（ｎ＝1168）

図4-48 連携なし
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（２）事業の企画立案について 
   事業の企画立案について、事業効果を予測して企画している（よくできている、まあまあできている）のは 59.7％で、
ターゲットとなる対象を特定しているのは 89.3％だった。ターゲット層にアプローチできる機会を設定しているのは 80.9％
で、他部署と連携し、組織横断的な事業となっているのは 56.3％だった。 
また、評価指標を予め設定しているのは 62.4%で、組織や関係者と共有しているのは 63.3％だった。 

 
① 科学的根拠に基づく事業効果を予測して企画しているか 

 
② 事業を企画する上でターゲットとなる対象を特定しているか 

 
③ 対象のターゲット層にアプローチできる機会（場・時間等）を設定しているか 

 
④ 他部署と連携し、組織横断的な事業となっているか 

 
⑤ 事業効果を図るための評価指標を予め設定しているか 

 

10.9 48.8 31.0 7.7 1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村

（ｎ＝1,168）

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

図4-49 科学的根拠に基づく事業効果を予測した企画

35.7 53.6 7.9 
1.2 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村

（ｎ＝1,168）

よく

できている

まあまあ

できている

あまりできて

いない

できて

いない

無回答

図4-50 事業を企画する上でターゲットとなる対象の特定
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できている
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できて

いない

無回答

図4-51 対象のターゲット層にアプローチできる機会（場・時間）の設定
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図4-52 他部署と連携した組織横断的な事業
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無回答

図4-53 事業効果を図るための評価指標の設定
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⑥ その評価指標は組織や関係者と共有されているか 

 
 
（３）事業の予算確保について 

  事業に必要な予算について、要求・確保している（よくできている、まあまあできている）は 90％以上であり、他部
署や外部機関等の予算を要求・確保しているのは 37.6％だった。また、既存事業の予算に組み入れ、実施体制を
確保しているのは 85.0％だった。 
 ① 事業の実施にあたり、必要な予算を要求・確保しているか 

 
② 所属の予算以外に、他部署や外部機関等の予算を要求・確保しているか 

 
③ 既存事業の予算に組み入れ、実施体制を確保しているか 

 
  

18.1 45.2 25.2 9.8 1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村

（ｎ＝1,168）

よく

できている

まあまあ
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あまりできて

いない

できて

いない

無回答

図4-54 評価指標の組織や関係者との共有
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市町村（ｎ＝1,168）

図4-55 必要な予算の要求・確保
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市町村（ｎ＝1,168）

図4-56 他部署や外部機関等の予算の要求・確保
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図4-57 既存事業予算の組み入れと実施体制の確保
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（４）事業実施のためのマンパワーについて 
事業実施のためのマンパワーについて、円滑な事業実施のために必要な人員（雇上含む）を確保できているの

は 61.9％で、従事者（雇上含む）に対する研修などを行っているのは 43.２％だった。  
 

① 円滑な事業実施のために必要な人員（雇上含む）を確保できているか。 

 
② 従事者（雇上含む）に対する研修などを行っているか。 

 
 
（５）事業実施のための自己研鑽について 

事業実施のための担当者の知識やスキルの習得について、「よくできている」「まあまあできている」と回答したのは
79.0％、関係機関とのｺﾐｭﾆｹｰｮﾝや情報共有について、76.0％だった。 

 
① 担当者は事業実施にあたり、必要な事業に関連する研修や関連論文検索等により、知識やスキルの習得に 
努めているか。 

 
② 担当者は関係機関とのコミュニケーションや情報共有を密に行っているか。 

 
  

13.4 48.5 28.2 7.9 2.0 
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市町村
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よく
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図4-58 円滑な事業実施のために必要な人員（雇上を含む）の確保
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図4-59 従事者（雇上含む）に対する研修
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図4-60 必要な事業に関する研修や関連論文検索等による知識やスキルの習得
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図4-61 担当者の関係機関とのコミュニケーションや情報共有
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４．事業の評価について（Check） 
   経過評価は 91.1％実施しており、影響評価は 50.9％、結果評価は 56.8％の実施にとどまった。 
（１）経過評価について 
① 事業は、目的に基づき実施しているか。 

 
② その評価はどのようにしているか。（例） 
 【評価指標】 

対象者数、参加者率、教室参加率、参加者満足度、参加者理解度、実施回数、実施率 
受診勧奨実施率、受診勧奨対象者への介入率、受診者数、内容の妥当性、従事者人数 
特定健康診査受診率、特定健診・保健指導率、特定健康診査事後フォロー率、医療機関受診率 
保健指導実施回数、保健指導率、保健指導実施数、保健指導実施率、訪問回数、利用者数 等 

【評価方法】 
参加者アンケート、アンケート調査、システム情報、事業モニタリング、レセプト、特定健診結果 
KDB を活用したデータ分析、各種統計結果、法定報告、実施報告、予算執行状況 等 

【頻度】 
５年に１回、１年に１回、２～３か月に 1回程度、3 カ月に１回、最終回、教室終了時、事業ごと 等 

【結果報告・共有】1045回答中 1000回答（95.7％）が共有 45回答（4.3％）が共有していなかった。 
 

（２）影響評価について 
① 事業が優先すべき社会・健康課題に起因する栄養・食生活の課題の改善につながっているかを評価しているか。 

 
② その評価はどのように行っているか。（例） 
【評価指標】 
食育推進計画の評価指標、「改善すべき栄養・食生活課題」の指標の達成度 
生活習慣病に関するデータ、体重・BMI・血糖値・Hba1c値・eGFR等の数値が改善しているか 
高血圧者の割合減、適正体重を維持している者の割合、フレイル予防、低栄養傾向の高齢者割合の減少 
朝食を毎日食べる児童生徒の割合、欠食する人の割合、朝食の欠食者の減少、共食の増加 
主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日２回以上食べている人の割合、食事バランスガイドを知っている人
の割合の増加、１日の野菜摂取量の増加、食塩摂取量の減少に気を付けている人の割合を増やす 
夜食を食べない人の増加、間食の時間が決まっている人を増やす 
食育に関心がある人の割合、栄養のバランスに気をつけている人の増加、食生活改善に向けた行動変容の有無 
健康危機管理、ヘルスリテラシーの向上、参加者が個人面談時に立てた目標(間食を減らす等)を実行できてい
るか食品・外食の栄養成分表示を参考にする人の割合、地場産物を使用する割合 等 

91.1 7.5 1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村

（ｎ＝1,168）

している していない 無回答

図4-62 目的に基づいた事業の実施

50.9 47.3 1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村

（ｎ＝1,168）

している していない 無回答

図4-63 影響評価の実施状況
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【評価方法】 
市民アンケート調査、市民意識調査、住民健康基礎調査、食育に関する意識調査、健康づくりに関する意識
調査、食育推進計画アンケート調査、健康増進計画に関するアンケート調査、県民健康栄養調査、学校保健
統計調査、医療介護レセプトデータ、KDBシステム利用による分析、医療機関からの実施報告書、健診結果 
塩分チェックシート、食事調査（ＢＤＨＱ）、フレイルチェック、対象者との手紙・電話・面談でのやりとり、個別
訪問や電話で確認、教室参加者アンケート、健診会場でのアンケート、事業モニタリング 等 

【頻度】 
10年に 1回、５年に１回、３年に１回、２年に１回、年 1回、半年に１回、年２～３回、３ヶ月に１回、
計画作成（見直し）時、初回面談 1 か月後、訪問毎、事業の前後、教室の前後、随時 等 

【結果報告・共有】1019回答中 972回答（95.4％）が共有、47回答（4.6％）が共有していなかった。 
 

（３）結果評価について 
① 事業が優先すべき社会・健康課題に起因する栄養・食生活課題の改善につながっているかを評価しているか 

 
② その評価はどのようにしているか。（例） 
【評価指標】 
脳血管疾患による死亡率、虚血性疾患年齢調整死亡率、糖尿病性腎症による新規透析導入者数、 
高血圧・糖尿病・脳血管疾患等の有病率、メタボリックシンドローム該当者・予備群の割合減少、健診データの
改善、体重・BMI・血糖値・HbA1c値・eGFR等、血圧が 140/90以上である者の減少、HbA1c6.5以上
の人の割合の減少、eGFR45未満で未治療者の割合、特定健診結果有所見率等、脂質異常が維持または
改善した人を増やす、特定保健指導実施率、医療機関受診率、保健指導実施後のデータの変化、医療費の
削減、重症化予防による医療費抑制、医療費の適正化、健康寿命の延伸、高齢者のやせの割合、フレイル該
当者割合、高齢者の低栄養傾向者の割合、肥満者の割合の減少 BMI25以上の者の割合、適正体重を維
持している者の割合、子どもの貧血・体重増加不良や肥満、歯周疾患健診受診率等、食育推進計画の評価
指標、改善すべき栄養課題の達成度、参加者の状態の変化(知識・態度・行動・満足度)、社会参加(ソーシャ
ルキャピタル)、健康危機管理 等 

【評価方法】 
人口動態調査、医療介護レセプトデータ、レセプトと健診データの突合、医療費分析、KDB データシステムによ
る医療費分析、健（検）診データ、健康診査質問票、後期高齢者健康診査データ、受診率 
介護サービス利用率・介護原因等の調査、身障手帳申請より、事業モニタリング 
市の健康増進計画・食育推進計画策定時の市民アンケート、健康づくりに関する意識調査 
県民健康栄養調査、県民意識調査、小学生とその保護者へのアンケート調査、学校保健統計調査 等 

【頻度】 
５年に１回、２年に１回、数年に１回、年１回、半年に１回、年２～３回、３か月に１回  
食育推進計画改定時、計画の評価時、健診ごと、年度末、事業ごと、毎回 等 

【結果報告・共有】1088回答中 1044回答（96.0％）が共有 44回答（4.0％）が共有していなかった。 

56.8 41.2 2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村

（ｎ＝1,168）
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図4-64 結果評価の実施状況
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5．事業の改善について（Action） 
   評価結果に基づく改善提案を組織内で共有している（よくできている、まあまあできている）のは 68.9%であり、事
業の見直しができているのは 75.2％であった。 
事業の評価結果を分かりやすく見える化し、住民や関係者へ説明、発信しているのは 28.4％で、事業について学会

発表や論文投稿などを積極的に行い、自治体内外の同職種、他職種に広く発信しているはわずか 6.9％であった。 
① 評価結果に基づく改善提案は組織内で共有しているか。 

 
② 事業の見直しを行っているか。 

 
③ 事業の評価結果を研修会や報告書、ホームページ等で分かりやすく見える化し、住民や関係者へ説明、発信し
ているか。 

 
④ 事業について学会発表や論文投稿などを積極的に行い、自治体内外の同職種、他職種に広く発信している
か。 
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図4-65 評価結果に基づく改善提案の組織内共有
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図4-66 事業の見直し
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図4-67 事業評価結果の見える化、説明、発信
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図4-68 自治体内外の同職種、多職種への発信
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１.【開催要領】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅳ 行政管理栄養士政策能力向上シンポジウム 
 
１．開催要領 
（１）目的 

健康日本 21（第二次）の推進については、「地域における行政栄養士による健康づくり及び栄養・
食生活改善の基本指針」により施策の充実及び推進が図られ、これまでの地域保健総合推進事業にお
いても「成果が見える」施策を推進するために必要なプロセスを解明する取組を行い、各自治体においても
PDCAサイクルに基づく効率的かつ効果的な施策の推進に努めている。 
こうした中、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、人々の生活習慣や食習慣等は変化を余儀

なくされ栄養・食生活改善施策の必要性に対する認識がさらに高まっている。また、栄養は持続可能な開
発目標（SDGs）の全ての目標達成に寄与するものであり、健康面だけでなく、環境面等にも配慮した
持続可能な食環境づくりが求められるなど、新たな局面を迎えている。 
これらのことから、今回のシンポジウムでは、今年度から活動を開始した「将来を見据えた、地域における

栄養政策の企画・立案手法に関する研究」の趣旨や方向性について報告すると共に、今後、新たな課題
も見据えた栄養政策への対応について、多様な関係者と連携した取り組み方策についても考えることを目
的とする。 

 
（２）開催日時 

 令和４年２月４日（金）午前 10時 30分から午後４時まで 
 
（３）会場 

 AP東京八重洲 P・Q会議室 
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（４）参加者 
都道府県・指定都市・中核市・政令市・特別区が設置する保健所及び本庁、市町村に勤務する管

理栄養士、栄養士等の関係職員 153名（申込 208名）、オンデマンド配信 362 名 
 
（５）テーマ 

「これまでの栄養政策を振り返り、 
今後、新たな課題に対応した栄養政策について考える  ～多様な連携の取組みを目指して～」 

 
（６）プログラム 

①10:30 開会 
       主催者挨拶 ： 日本公衆衛生協会  理事長  松谷 有希雄 氏 

来 賓 挨 拶  ： 厚生労働省  健康局長  佐原 康之 氏 
②10:40～11:10 

       説明「将来を見据えた、地域における栄養政策の企画・立案手法に関する研究について」 
説明者 ： 地域保健総合推進事業 分担事業者 

福井県福井健康福祉センター 新田 和美 氏 
③11:10～12:00 
講演 「新たな課題に対応した栄養政策の推進に向けて 

～他部局と連携した栄養・食生活支援について～」 
講  師 ： 厚生労働省健康局健康課栄養指導室 室長補佐 齋藤 陽子 氏 

 
（休憩 60分） 

 
④13:00～15:50 
シンポジウム  
「これまでの栄養政策を振り返り、今後、新たな課題に対応した栄養政策について考える 

 ～多様な連携の取組みを目指して～」 
座  長 : 愛知県瀬戸保健所 所長 澁谷 いづみ 氏 
助言者  : 厚生労働省健康局健康課栄養指導室 室長補佐 齋藤 陽子 氏 
シンポジスト：①兵庫県健康福祉部健康局健康増進課 保健・栄養指導班 班長  

((公社）日本栄養士会公衆衛生担当理事)  諸 岡 歩 氏 
②国立保健医療科学院生涯健康研究部 地域保健システム研究領域  

主任研究官   和田 安代 氏 
③神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部  教授  田中 和美 氏 

      ⑤15:50 事務連絡 
⑥16:00 閉会 
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【講演】 

 

「新たな課題に対応した栄養政策の推進に向けて 

～他部局と連携した栄養・食生活支援について～」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            厚生労働省健康局健康課栄養指導室 

室長補佐 齋藤 陽子



 

 
 

「講演抄録」 
 

新たな課題に対応した栄養政策の推進に向けて 
～他部局と連携した栄養・食生活支援について～ 

 
                        厚生労働省健康局健康課栄養指導室 

                                                室長補佐  齋藤 陽子 
 

栄養は、人が生涯を通じてよりよく生きるための基盤であり、活力ある持続可能な社会を実現する上での必須
要素である。これまでの健康・栄養政策においては、「健康日本21」や食育の推進等の全てのライフコースを対象
とした栄養対策と並行して、傷病者や被災者等を対象とした対策を通じて「誰一人取り残さない」栄養政策を推
進してきたところである。 
栄養・食生活の改善は、生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底のほか、子どもから高齢者まで全ライフ

コースの健康、社会環境の整備の促進にも関わるため、当該施策を所管する部局と政策の方向性に関する情
報を共有し、優先されるべき有効な施策の企画立案及び実施に関わることができるよう、その体制を確保すること
が必要になる。近年の施策においては、地域包括ケアシステムの構築や「高齢者の保健事業と介護予防の一体
的実施」の一環として推進されているフレイル予防事業や健康支援型配食サービス等、多部門が多機関と多様
な切り口で連携した取組が進められている。 
また、栄養は、持続可能な開発目標（SDGｓ）の全ての目標の達成に寄与し得るものであり、健康面にも

環境面にも配慮した持続可能な食環境づくりの推進等、新たな取組の必要性も生じている。さらに、今般の新
型コロナウイルス感染症の感染拡大・長期化により、世帯所得が少ない集団等で栄養・食生活の状況に課題が
生じている可能性が示唆※され、こうした変化は、栄養格差拡大の要因となる可能性がある。 
こうした新規かつ横断的な課題は、健康増進部門のみで解決できるものは少なく、他部門と連携しながら根拠

に基づく政策立案（Evidence Based Policy Making）を、推進するための体制（組織）や新規予算の
要求・確保をした上で着実に推進し、成果を得る必要がある。 
本講演では、新たな課題に対応した栄養政策の具体的な連携事例を示しながら、最新の栄養政策の動向も

交え、情報提供させていただく予定である。 
 
 
 
※ 令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 

・「新型コロナウイルス感染症流行前後における親子の栄養・食生活の変化及びその要因の解明のための研究」 
研究代表者：国立成育医療研究センター 研究所 社会医学研究部 部長 森崎菜穂 

・「新型コロナウイルス感染症の影響による国民の食行動等の変化とその要因研究」 
研究代表者：お茶の水女子大学 基幹研究院自然科学系 教授 赤松利恵 
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【シンポジウム】 

 

「これまでの栄養政策を振り返り、 

今後、新たな課題に対応した栄養政策について考える 

～多様な連携の取組みを目指して～」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         



 

 
 

「座長の言葉」 
 

これまでの栄養政策を振り返り、今後、新たな課題に対応した栄養政策について考える 
～多様な連携の取り組みを目指して～   

  
                                     愛知県瀬戸保健所 

                             所 長  澁谷いづみ 
 

新型コロナウイルス感染症が猛威を振るう中、人々の日常生活は一変し、変化に即応してきた様々な公衆衛
生活動の担い手たちは、将来を見据え新たな課題に対応をはじめている。この感染症の治療効果や予後に影響
する可能性のある生活習慣病の対策の重要性に改めて気づかされたり、パンデミックの中でも各地を襲う自然災
害への対応、生命維持の栄養にとどまらず「食」の持つ人と人や世代をつなぐ重要な意味が見直されている。 
一年延期されていた「東京栄養サミット2021」は、これまでの栄養政策の振り返りとともに行政の管理栄養士

にとっても栄養政策がSDGsのあらゆる目標に関与するものとの認識で課題を考える機会ともなった。 
これまでもそして今後も、課題に対応したあるいは課題を予測した栄養政策に取り組むためには、「多様な連

携」が求められる。そこで今回のシンポジストは、まず行政の現場で管理栄養士として栄養政策を担い、日本栄
養士会として全国の栄養士と連携している立場からの経験とご提案をいただく。また調査研究や研修を通じて行
政栄養士の活躍事例に精通されている国立保健医療科学院や神奈川県立保健福祉大学の先生方からは、
具体的な事例やご助言をいただく。シンポジウムは夫々に公衆栄養活動を考える貴重な機会となろう。 
さらに、多様な連携を可能にする環境整備や連携の一歩を踏み出すヒントなど、会場のシンポジウム参加者と

の活発な意見交換を期待したい。 
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「シンポジウム要旨①」 

 

これまでの栄養政策を振り返り、今後、新たな課題に対応した栄養政策について考える① 
～多様な連携の取り組みを目指して～   

                   
 

                兵庫県健康福祉部健康局健康増進課保健・栄養指導班 班長 
                      （公社）日本栄養士会 公衆衛生担当理事         諸岡 歩 
 
行政栄養士の最大の魅力は、その地域に住む全ての住民が対象であり、住民の様々な生活シーンが活動の

現場となり、自分の足で出かけ、自分の目で見て、最善策を考える、つまり“能動的な活動”ができることである。
また、個人を健康にすることに加えて、栄養を通して地域を元気にするための重要な担い手であり、胎児・乳幼児
期から高齢期まで、あらゆる年齢の人々の栄養状態の改善と維持はもとより、傷病者や被災者への栄養管理な
ど、「誰一人取り残さない栄養政策の推進」に深く関与していることも忘れてはならない。 
行政栄養士の業務は、医療や施設で働く管理栄養士に比べて活動の成果が見えにくい一面もあるが、栄養・

食生活の課題と行政栄養士の参画による改善効果を広く“見える化”することで、住民や他職種からの評価やス
テータスが高まっていくと考えている。そのためには、支援する相手や現場の声、求められていることをしっかり理解
し、課題の本質を理解した上で、取組の優先順位を考える「シャープな頭」が必要であり、その課題が他部局のど
の事業と繋がっていくのかの発想や、交渉して予算を獲得するという行動力が欠かせない。 
一方、行政栄養士の配置数は少なく、特定地域や組織では“ひとり職種”であることもあり、個の能力やスキル

が、地域や組織における栄養施策の質に対して、数年から数十年にも渡り強く影響を及ぼすことも希ではない。
従って、行政栄養士は、求められる役割や時間の経過とともに発生･変化するさまざまな課題に対して、最善の
対応ができるよう、常に十分な知識や技術を身につけておくことが求められる。少人数だからこそ、保健・医療・福
祉・介護・教育・農業・商業などあらゆる関係者との連携を試み、現状や常識にとらわれない広い視野を持ち続け
ることが必要である。 
また、長引く新型コロナウイルス症の感染拡大の中、住民の生活様式や栄養・食生活の状況に変化が生じ、

栄養の重要性が高まっている今こそ、状況の変化に応じて、起こりうる課題をいち早く察知し、対策を講じることが
重要である。 
本シンポジウムでは、多様な関係者と連携協働して取り組んでいる本県フレイル対策の事例紹介をするととも

に、コロナ禍における行政栄養士業務の変化や新たな課題への対応について、（公社）日本栄養士会公衆衛
生事業部調査結果を踏まえて考えてみたい。 
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「シンポジウム要旨②」 

 
これまでの栄養政策を振り返り、今後新たな課題に対応した栄養政策について考える② 

～多様な連携の取組みを目指して～ 
 

国立保健医療科学院 生涯健康研究部 地域保健システム研究領域 
 主任研究官  和田 安代 

 
国立保健医療科学院では、行政管理栄養士等に向けて様々な研修を行っているが、その中で「健康・栄養

調査等各種データを用いた健康増進計画等の推進状況モニタリング分析技術研修」が実施されている。この研
修の目的は、「医療費適正化計画に伴う健康増進計画、食育推進計画等の各種計画に関連して、 健康・栄
養調査の設計・実施・集計・解析の一連の業務を行い、そのデータを他の既存データと合わせて活用し、施策提
言ができる能力を修得すること（国立保健医療科学院）」であり、自治体が実施している栄養調査等のデータ
を分析し、栄養政策に活かしていけるような内容で組まれている。都道府県・保健所設置市・特別区の職員で、
地域健康・栄養調査の企画・運営・評価に携わる者や地域健康・栄養調査データ及び他の既存データを活用
し、健康増進計画、食育推進計画等の立案・評価・見直しに携わる者、それ以外の地方公共団体の本庁職
員で、地域健康・栄養調査等に基づき健康増進計画、食育推進計画等の立案・評価・見直しを主導する者を
対象とし、毎年管理栄養士等の研修生が受講している。 
栄養政策実施にあたっては、データを分析し、問題点を抽出、目標設定を行い、取組みをしていく。この中で、

多様な連携の取組みを目指すべく、今回のシンポジウムでは、特に各自治体の多様な栄養政策の取組みのご紹
介をさせていただき、新たな課題に対応した栄養政策について考えていきたい。 

 
（参考）国立保健医療科学院公式サイト https://www.niph.go.jp/ 
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「シンポジウム要旨③」 
 

これまでの栄養政策を振り返り、今後新たな課題に対応した栄養政策について考える③ 
～多様な連携の取組みを目指して～ 

 
 

              神奈川県立保健福祉大学 保健福祉学部 栄養学科 
                               教授  田中 和美 

 
 我が国の栄養政策は、乳幼児期から高齢期まで全ライフコースを対象とした栄養対策に加え、傷病者や被災
者等の対策を通じて、「誰一人取り残さない」栄養政策を推進しているが、一方、「経済格差に伴う栄養格差の
拡大」などの新たな課題にも直面している。加えて昨今の新型コロナウイルス感染症の感染拡大とその長期化など
が、社会的孤立の増加などにも拍車をかけていると考えられ、課題が複雑化する傾向を示している。 
 特に生活保護受給者においては、このような課題に多く直面していると推測される。そのため、令和３年１月よ
り創設された、生活習慣病の予防等を推進するための「被保護者健康管理支援事業」を今後の管理栄養士の
業務の一環として、積極的に取り組むべき重要な課題の１つとして位置づけることが望まれる。 
 更に管理栄養士が「被保護者健康管理支援事業」に止まらず、広範かつ困難な課題に対応し、効果的な栄
養政策を行うためには、様々な部局と連携しながら、着実に施策を推進し、成果を出せる政策能力の向上が欠
かせないと考える。 
 政策能力の向上は、一朝一夕に向上するものでなく、求められる政策能力は、各ステージ（新人期・中堅期・
管理期等）において内容が異なるため、長期的な視点において計画的に、人材育成の一環として位置づけら
れ、戦略的に行われることが求められる。 
政策能力向上を図るには、関連する研修等の積極的な参加と専門的なスキルアップに加え、1.様々な部局

の政策を俯瞰できるように努める事、2.住民の立場を尊重し、住民の課題を感じ続ける現場主義を実践する
事、3.説明能力および交渉能力向上に努める事、4.事業を持続・発展していくモチベーション・意欲を保つ工
夫、等を日々心がけて業務にあたることが重要と考えられる。 
 今回のシンポジウムでは、主に糖尿病と統合失調症を持つ生活保護受給者に対する健康管理支援を、市の
保健部局（健康づくり）の管理栄養士が行った事例を紹介し、今後の支援のあり方について考えてみたい。 
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２.【グループ討論内容】 
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２．グループ討議内容 
(1) 他部局と連携して実施した（したい）取組と連携するに当たっての課題 
ア 他部局と連携して実施した取組 
(ｱ) 都道府県・保健所設置市・特別区本庁 

・食育推進計画で農業担当、教育担当と連携した取組 
・市町村、地域包括センター等と連携した高齢者の一体的事業の取組 
・農林や商工関係部局と連携した野菜摂取促進の取組 
・教育及び保育所担当部署と協働し、県で進める「減塩」や「野菜摂取」など子どもの頃からの望ましい 
食習慣定着のための取組 
・企業と連携した野菜摂取の取組 
・介護・子ども・障害等の関係課と連携した給食施設指導の実施 
・国保・広域連合と連携したフレイル事業及び高齢者対策 
・環境関係（エコ）や農水（地産地消）と連携した取組 
・農林部局や教育庁と連携した食育の取組 
・食生活改善協議会でチラシを作成し、関係部署と連携して放課後児童クラブ、高齢者のサロン、通 
いの場等へ配布 

     ・教育、農林、保育部署と協力した食育指導員の養成 
・食物調理科の高校生、生産者、食生活改善ボランティアと連携した子どもクッキング事業 
・学校栄養士や学生に協力を依頼した食のイベント 

(ｲ) 保健所 
・スーパーやコンビニと連携した食環境整備事業 
・保健所と市町村の栄養士が会議を行い、災害対策マニュアルの作成（同職種連携） 
・市町村と連携した小児生活習慣病予防健診事業 
・農政担当課と協働した野菜摂取キャンペーン 
・栄養士会や調理師会と連携したメニュー開発と企業と連携した普及 

(ｳ) 市町村 
・国保担当と連携した健診 
・庁内食育推進連絡会や庁内栄養士連絡会などによる連携できる仕組み作り 
・企業との健康協定 
・図書館と連携した野菜料理などの書籍を勧める企画展 
・道の駅や商店などにヘルスメイトと出向きチラシの配布 
・幼稚園、保育所、施設と連携した肥満児の栄養指導、病院への紹介事業 

イ  連携に当たっての課題 
(ｱ) 都道府県・保健所設置市・特別区本庁 

・健康担当と母子担当が分かれており、県庁、保健所、市町村で連携が難しく、組織体制から見直す 
必要がある。 
・取組がマンネリ化している状況があり、取組がどの程度広がっているのか効果が計れない。 
・本庁栄養士も１名で人材不足であり、やりたいことがあってもなかなかできない。 
・子ども、高齢者対策については、担当課への人材の配置がなく、連携が進まない。 
・連携のためには栄養士の存在と連携したい業務をアピールする必要があるが、こちらから売り込みに行くの
が難しい。 
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・他部局担当との顔合わせの機会が少なくなった。まずは同じテーブルについて、顔や互いの仕事を知ること 
が必要である。 
・人事担当等に管理栄養士があまり知られていないので、まずは知ってもらう。栄養改善だけではなく、健 
康づくり、医療、福祉等、栄養士の視点で幅広くコーディネートできるという発信が必要である。 
・他職種にも理解してもらうために、他部署の人と繋がったことを、きちんと記録に残し、共有することが必要 
である。 
・人事異動により担当者が変わると引き継ぎが上手くされず、積み上げたものを継続していくことが課題で 
ある。 
・食育事業を進めるにあたり、事業目的の違いにより連携が難しい。 
・災害時備蓄等を検討する際、必要な食材や栄養素の説明を理解してもらうことが難しい。 
・他部局との連携同様に、課内での多職種連携が必要である。 
・栄養士の仕事を見える化する必要がある。 

(ｲ) 保健所 
・連携先担当者との温度差が課題である。 
・発信力と情報収集力が必要である。 
・他部局と連携するために説明力やプレゼン力が足りていない。 
・一時的ではなく、継続的に連携していくための体制整備が必要である。 
・コロナの影響で連携ができていない。 
・他部局ばかりではなく、自分の部局内でもっと連携が必要である。 
・他課と連携できそうな事業はあるが、目的や要件が異なるため、どうすり合わせていけるかが課題である。 
・縦割り組織であり、他部署と情報共有する機会がない。 
・防災関係は研修等によって栄養士の知識を高めることはできるが、実際に備蓄食品や体制を見直すこと
は難しい。危機管理部局と連携しないと予算の確保等も難しい。 

(ｳ) 市町村 
・保健事業が目標に向かって取り組めているか、他部署との連携が必要である。 
・防災担当に必要性を感じてもらえるアプローチの仕方が課題である。 
・災害時の栄養・食生活支援について連携したいが、考え方について温度差がある。 
・食育が主担当でない部署に連携を進めていくのが難しい。 
・学校へ依頼をすることへのハードルが高い。 

ウ 課題解決に向けて 
・それぞれの目的が違っていても、最終的にwinwin の事業になればよい。 
・もともとある会議体を基本に、目的に合わせて流動的にメンバーを入れ替えながら、話し合う場をつくる。 
・健康づくり担当課だけでは、予算の確保が難しいので、他課と一緒に行い、予算の面でも協力してもらう。 
・庁内メールやチャットなどできっかけをつくっている。会議に呼ばれたら積極的に参加し、足掛かりをつくる。 
・「食事」「栄養」といった限られた業務をイメージさせる言葉ではなく「○○活動」といった広い意味をタイト 
ルとすることにより、相手に組んでみようと思わせる仕掛けも重要である。 
・管理栄養士養成施設との連携も有用であり、データ分析等を依頼できる。 

 
（２） PDCA サイクルに基づいた栄養施策を推進する上で、課題となっていること 
ア 都道府県・保健所設置市・特別区 

・保健所ごとに重要課題と感じている事が異なっており、本庁と保健所、市町村とのコミュニケ－ションが重 
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要である。 
・栄養士は業務の幅が広く、見える化が難しい。特に環境整備等については、環境整備した結果が、健 
康指標の改善とダイレクトに結びつかないため、評価が難しくなっている。 
・法律に基づかない業務、課題を自ら見つけ作っていく業務が多い。企画の中で PDCAは意識するが、ど 
うやって成果を見せていくのかが課題である。 
・PDCAサイクルについて、結果が出るには中長期の取組が必要であることを周囲に理解してもらうことが大
切である。また、結果を見える化し、見せていくことが重要である。 
・何もつながっていない分野と連携していくならば、PDCA よりもテスカフの法則の方が適している。テスカフで
連携が出来上がってから PDCA を活用する方がよい。 
・立案や予算編成時に PDCA を意識することがあるが、上司や事務職に伝えていく難しさを感じる。 
・健康は幅広いので、どこに視点を置いて評価していったらよいのかわからない。 
・中間評価（５年）の段階で、評価の指標に使う予定であった事業が終了してしまっているなど、評価が 
難しい。代替の指標もどこから引っ張ってきたらよいか悩ましい。 
・計画改定時の調査ぐらいしかチェックすることできていない。どのようにすれば、うまく計画の推進を確認でき 
るのかがわからない。 
・食育の計画を評価する中で、他部局の計画評価を活用する場合、チェックからアクションに向けた改善等 
のすり合わせが難しい。 
・計画の目標の数値を確認することが難しい。次期計画の目標の置き方についても今後検討が必要である。 
・栄養士養成施設（大学等）の無い県の有識者支援 
・中堅期の退職による新任期の人材育成不足 

イ 保健所 
・効果をどう見るのか、評価指標の設定が難しい。 
・保健所レベルでは、その事業が県のどの指標にどう影響しているのか評価が難しい。 
・事業を実施しても、その効果や結果がなかなか見えづらく、どのように評価したらよいのかがわからない。 
・アンケート結果から今後を考えていくことが多いが、それがニーズに合っているかどうか判断してよいのかわか 
らない。評価から次の計画が難しい。 
・計画を立てる時に根拠となるデータがないことから、目標数値を立てるのが難しい。 
・どこに何の情報があるのか、どこで誰がどんな仕事をしているか等、広い知識がないとうまく事業を進めるこ 
とができない。どこと連携したらうまくいくという知識がない。 
・評価をできていない業務が多い。取組を評価指標に反映することが難しく、取り組んだことが相手にどれだ 
け受け止められているか、影響を及ぼせたかどうかを把握しきれていない。 

ウ 市町村 
・影響評価など評価指標の立て方が難しい。 
・評価をする際のアンケートは、欲しい世代からもらえない。 
・アセスメントで優先すべき健康課題の把握ができていない。 
・新しい取り組みをするときにどのように実施するのかがわからない。 
・P と Dはできるが、C と Aがなかなか進まない。 
・指標がなく、評価が出来ていない状況である。 
・長期的な評価ができていない。 
・コロナにより今まで評価指標としていた事業実施回数や参加者という数値では評価できない状況となって 
いるため、新たな評価指標が課題となっている。 
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３.【助言・まとめ】 
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３．助言・まとめ 
(1) 座 長：愛知県瀬戸保健所 所長 澁谷 いづみ 氏 

連携するためには、どこにどんな人がいて、それぞれが何をしているのかを知り、互いに課題を共有し、協力し
ながら連携システムをつくっていくことが大事である。相手のことを知らないということは、相手側もこちら側の存在
やメリット等を知らないということなので、こちら側から、きっかけを作りながら、積極的に踏み込んでいくことが大
事である。 

 
 

(2) 助言者：厚生労働省健康局健康課栄養指導室 室長補佐 齋藤 陽子 氏 
○他部局との連携について 
連携したい取組は食育、災害対応が多かった。食育はメイン部署と考え方が異なるので、連携しながら健

康部局の課題を解決する。食育計画に災害を入れたのは、平時に何ができるのか、防災部局も巻き込んで
連携していきたいと思ったからである。国でも防災部局と連携することはハードルが高かったが、今回、連携して
ハードルが下がったので、国の動向も見て連携をして欲しい。 

 
○PDCA サイクルに基づいた栄養施策について 
国民健康・栄養調査のデータは各県では扱いにくいが、複数年で見ることで活用できる。また、公的データ

を二次利用することでも活用できる。市町村では県のデータが使えない所もあると思うが、普段の業務で把握
できるもので評価をしたり、自分達だけではなく、有識者の力も借りてやっていくことが大事である。コロナ禍で状
況が変化しているので、実態把握が必要である。予算がない場合は、他部局へ行くとよい。同じ課題を持って
いることも多く、感じている課題を共有することで、解決につながっていく。 
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４.【参加者アンケート結果まとめ】 
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4 参加者アンケート結果まとめ（回収率：54.2%   83/153） 
(1) 参加者の所属 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 参加者の行政経験年数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 参加者の評価 
 ア 講演について 

講演自体については、とても好評であり、「あまり参考にならなかった」及び「参考にならなかった」という感
想をなかった。 

とても参考になった 参考になった あまり参考に 
にならなかった 

参考にならなかった 合 計 

45名 38名 0名 0名 83名 
54.2% 45.8% ０% 0% 100.0% 

 イ シンポジウムについて 
シンポジウムについても、講演同様、好評であり、「あまり参考にならなかった」及び「参考にならなかった」と

いう感想を待つものはいなかった。 
とても参考になった 参考になった あまり参考に 

にならなかった 
参考にならなかった 合 計 

44名 39名 0名 0名 83名 
53.0.% 47.0% ０% 0% 100.0% 

 
 

都道府県

本庁 14.5%

都道府県

保健所 27.7%

保健所設置市

本庁 2.4%

保健所設置市

保健所 18.1% 

保健所設置市

保健ｾﾝﾀｰ 9.6%

市町村

本庁 6.0%

市町村

保健ｾﾝﾀｰ 19.3%

その他 2.4％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

参加者の所属

５年未満 42.2% ５～９年 18.1% 10～19年 19.3% 20年以上 19.3% 

その他 1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

参加者の行政経験年数
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(4) 参加者の感想等について 
  ア 講演について（講演を聞いて、自分の自治体で取組めそうなことを記述式で尋ねた。） 

行政栄養士経験年数が５年未満では、「地域の健康課題と地域資源の把握が必要」、「他部署の事
業内容を把握して連携できる部分を模索していきたい」、「他部署と日頃からコミュニュケーションを図ってい
きたい」、「災害時の栄養対策の推進」等の回答があった。 
行政栄養士経験年数が 5～9年では、「様々な調査でデータが得られているので、PDCA を回して成

果の出る事業を展開できるようにしたい」等、連携の先を見据えての回答がみられた。市町村行政栄養士
からは、「意識の低い人や所得の低い人への取組の重要性は痛感しているが、働きかけの難しさを感じ
る」、「保健センター内で課題の共有を図り、市内栄養士、他職種、他部署への展開していきたい」との回
答もあった。 
行政栄養士経験年数が 10～19年では、「各種調査結果を事業へ展開させる際の見せ方が参考に

なった」、「情報はあっても上手に活用できていなかった」、「健康づくり分野以外の部署の担当者と話をする
機会を持ちたい」等の回答があった。 
行政栄養士経験年数が 20年以上では、「栄養に関する事項を様々な行政計画に盛込むよう働きか

ける」、「連携した取組を積極的に実施していくため、組織体を立ち上げて、チーム栄養士で市民の健康を
支える活動を行っていく」、「誰ひとり取り残さないという目標を念頭に置いて、健康に影響が大きい食と栄養
改善について、様々な方面とからも取組むためにも、横の連携をしっかりと展開していきたい」」等の回答が
あった。 
イ シンポジウムについて（シンポジウムを聞いて、今後の業務の参考になったことを記述式で尋ねた。） 
行政栄養士経験年数が５年未満では、「日頃からコミュニュケーションをとることが大切」、「自分たちのモ

チベーションをいかに保つかも課題だと痛感した」、「他の自治体で実施している栄養に健康関係事業の事
例を知ることができた」、「健康増進そのものが目的ではなく、生活維持のために健康を維持することが必要
な対象者へのアプローチ方法について、大変勉強になった」、「もっと情報収集をして、他部局等との連携を
考えていきたい」、「取組の優先順位を考えること、柔軟な発想や行動力、俯瞰して物事を見て考えていくこ
とを念頭に取組んでいきたい」、「行政栄養士の人数が少ないので、抱え込みがちだが、有識者と関係を保
ち依頼することも大切」、「シンポジウムで、モチベーションが高まった」等の回答があった。 
行政栄養士経験年数 5～9年では、「課題解決に向けてできることできないこと、やらなければならない

ことを明確にし、解決に向けた道筋を立て、実施されていたこと」、「他部署と連携づくりを行うに当たっての
視点が参考になった」、「技術的に解決できるものと，そうでない適応とするべき課題かの視点の持ち方」、
「フレイルや生活困窮者、コロナなど状況が変化している中での栄養士の役割や関わり方を学ぶことができ
た」等の回答があった。 
行政栄養士経験年数 10年～19年では、「今後の福祉との連携のヒントを多く得られた」、「栄養改

善だけを行うのではなく、全体的なコーディネートを行う視点が大切」、「大きな目標ではなくても、できること
をコツコツ積み重ねることで貢献できる」、「生活困窮者に対する支援」、「自分も取組めそうな事例を知るこ
とができた」、「どの先生（事例発表者）の話も、刺激になった」等の回答があった。 
行政栄養士経験年数 20年以上では、「社会的な課題と栄養問題を結びつけて考えること」、「被保

護者の健康管理支援」、「食育計画における防災の取組」等の回答があった。 
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【参考】 アンケートから 
 
●講演「新たな課題に対応した栄養施策の推進に向けて」を聴き、今後の栄養施策について、所属する自治体
でどのように展開しようと思いましたか。感じたことを記入してください。 

 
 

経験 
年数 回 答 

５
年
未
満 

・取り組むべき課題がどんどん増えていき、長いトンネルの中にいる気持ちですが、地道に１つ１つ進めるためにまずは
県の優先課題を保健所管理栄養士たちと一緒に整理したい。 （本庁） 
・まずは、地域の健康課題と地域資源の把握をきちんと実施する必要があると感じた。（保健所） 
・他部局と連携することでより効果的である事業が多くあるように感じるため、連携先の担う役割や目的をよく知り、提
案できるアプローチについて検討したい。（保健所） 
・本県では実施できていないことがたくさんあることを再認識した。まず本庁、保健所での連携を蜜にし、他部署と連
携した事業の実施方法を考えていかなければならないと感じた。（保健所） 
・まずは連携したい他部署の情報を収集したい。自分からまずは動くことという言葉が心に残った。（保健所） 
・他部局がしている事業内容を把握して、連携できる部分を模索していきたい。（市区保セ） 
・多岐にわたる栄養施策なので、重点的なものから進めていきたい。（市区保セ） 
・まず他部門・連携機関と課題の共有から始めていき、防災においても健康増進においてもやっていきたい人材育成
ビジョンを作成する。（市町村本庁） 
・他部署とのコミュニケーションを日頃からとるようにし、結果的に栄養施策を作成する時に連携する。 
・ハードルが高く感じました。（市町村本庁） 
・他部署との連携方法について再考する良いきっかけになった。（市町村本庁） 
・他職種・他部署との連携を図りたい。（市町村保セ） 
・災害時の栄養対策の推進。（市町村保セ） 
・まずは本日学んだことを他の職員に共有したい。（市町村保セ） 
・連携といいつつ、一方的な押し付けになっていたのではないかと反省した。（市町村保セ） 

５
年
か
ら
９
年 

・様々な調査においてデータが得られている。それらを用いて PDCA サイクルを回して成果の出る事業を展開できるよ
うにしたい。（本庁） 
・自身の部署で何ができるのか明確にして、他部署と何が連携できるのかを探っていきたい。（保健所） 
・コロナ渦で可能な栄養施策を検討したい。（保健所） 
・まずは県内行政栄養士での話し合いを重ねていきたい。（保健所） 
・意識関心の低い人や所得の低い人への取組は重要であるのは痛感しているものの働きかけの難しさを感じる。 
（市区保健所） 
・保健センター内での課題の共有を図り、市内栄養士、他職種、他部所へと展開していきたい。（市町村保セ） 

10
年
か
ら
19
年 

・他部門との連携を強化できるよう、他部門でやっていることを知り、管理栄養士としてできることをアピールしていきた
い。（本庁） 
・健康づくりの分野以外の部署の担当者と話をする機会をつくり、栄養士として関われることを探したい。（本庁） 
・課題を解決するために、周りにアンテナをはって、方法、連携を検討したい。（本庁） 
・各調査結果を事業へ展開させる際の見せ方が参考になった。（本庁） 
・情報はあっても上手に活用出来ていなかった。（保健所） 
・新たな課題にも前向きに展開しようと思います他部署との連携に取り組みたい。（市区保健所） 

20
年
以
上 

・健康づくり計画評価策定に生かしていきたい。（本庁） 
・国の栄養施策を視野に事業展開することが必要。（本庁） 
・栄養に関することを様々な計画等に入れるように働きかける（保健所） 
・連携した取組を、積極的に実施していくため、組織体を立ち上げて、チーム栄養士で、市民の健康を支える活動を
行っていく。（市区保健所） 
・社会情勢に応じて、新しい知見を交えて展開したい。（市区保セ） 
・誰ひとり取り残さないという目標を念頭に置いて、健康に影響の大きい食と栄養改善について、様々な方面から取り
組むためにも、横の連携をしっかりとって展開していきたい。（市町村本庁） 
・組織体制の整備を進めたい。（市町村保セ） 
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●シンポジウム「これまでの栄養施策を振り返り、今後、新たな課題に対応した栄養施策について考える」について
お尋ねします。今後の業務の参考になったことはどんなことですか。 
経験 
年数 回 答 

５
年
未
満 

・連携したい気持ちを持って行動に移すだけではなく、相手や相手の業務を知ること、そして必要な時にだけ連絡をと
るのではなく、日頃からコミュニケーションをとることが大切だと思った。（本庁） 
・兵庫県の諸岡さんの発表はもちろん、和田先生の発表やグループワークで教えていただいた他自治体の取組にヒント
がたくさんあった。田中先生の実際の事例もイメージしやすくとても勉強になり、齋藤室長補佐や澁谷先生の言葉に
もとても励まされた。（本庁） 
・多忙な毎日の中で自分たちのモチベーションをいかに保つかも課題だと痛感した。（本庁） 
・他保健所で実施している栄養に健康関係事業の事例を知ることができ、参考になった。（保健所） 
・健康増進そのものが目的ではなく、生活維持のために健康を維持することが必要な対象者へのアプローチ方法につ
いて、大変勉強になった。（保健所） 
・栄養士の行動力も大切だと思った。（保健所） 
・関係機関の業務をほとんど把握できていないことにも気付いたので、今後はもっと情報収集をして、他部局等との連
携を考えていきたい。（保健所） 
・連携をとるために必要な視点に改めて気付いた。（保健所） 
・PDCA サイクルが大事と改めて思った。（市区本庁） 
・課題と改善効果の見える化を意識して取組むこと（市区保健所） 
・他部局が行っている事業内容を把握して、連携できる部分を模索していきたい。（市区保セ） 
・多岐にわたる栄養施策なので、重点的なものから進めていきたい。（市区保セ） 
・取組の優先順位を考えること、柔軟な発想や行動力、俯瞰して物事を見て考えていくことを念頭にしていきたい。
（市町村本庁） 
・PDCA サイクルの考え方のクセをつける。（市町村本庁） 
・他部署との連携を図るためにまずは自分の上司を説得する。（市町村本庁） 
・一体化事業の具体的な内容が参考になった。（市町村本庁） 
・他の自治体での取組事例を知ることができ、参考になった。（市町村本庁） 
・他の自治体の取り組みについて知ることでコロナ禍における業務実施の参考になった。（市町村保セ） 
・一体化事業、フレイルについて数値以外にも、対象を取り巻く環境・背景も考慮して、柔軟に設定する。（市町村保セ） 
・行政栄養士の人数が少ないので、抱え込みがちだが、有識者と関係を保ち、依頼することも大切。（市町村保セ） 

５
年
か
ら
９
年 

・連携の第一歩として、他部署や市町村の取組を知ることが大切であり、自分の業務に関すること以外にもアンテナを
広げることが重要だと感じた。（本庁） 
・課題解決に向けてできることできないこと、やらなければならないことを明確にし、解決に向けた道筋を立て、実施され
ていたこと。（本庁） 
・他部署との連携を進める必要性を感じた。（保健所） 
・他部署と連携づくりを行うに当たっての視点が参考になった。（保健所） 
・技術的に解決できるものと，そうでない適応するべき課題かの視点の持ち方。（市区保健所） 
・政策の立案や PDCA サイクルの意識他部局との連携の大切さ（市区保健所） 
・フレイルや生活困窮者、コロナなど状況が変化している中での栄養士の役割や関わり方を学ぶことができた。（市区保セ） 
・他自治体の取組事例も参考になった。（市区保セ） 
・評価方法について（市区保セ） 
・生活貧困者に対する栄養施策について（市町村保セ） 
・具体的な事業の事例（市町村保セ） 

10
年
か
ら
19
年 

・他の自治体で、どんな部門と連携して事業を進めているかがわかった。（本庁） 
・これから福祉との連携も今まで以上に必要になると思うが、連携のヒントを多く得られた。（本庁） 
・どの先生（事例発表者）の話も、刺激になった。（本庁） 
・栄養改善だけを行うのではなく、全体的なコーディネートを行う視点が大切と感じた。（本庁） 
・大きな目標ではなくても、できることをコツコツ積み重ねることで貢献できる。（保健所） 
・つながるような記録をしていくことが必要。（保健所） 
・他の自治体での事業（保健所） 
・生活困窮者に対する支援（市区保健所） 
・自分も取組めそうな事例を知ることができた（市町村保セ） 
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経験
年数 回 答 

20
年
以
上 

・他部局との連携の事例などを教えていただき、参考にさせていただく。（本庁） 
・社会的な課題と栄養問題を結びつけて考えること。（保健所） 
・兵庫県の取組は関係部署との連携方法等、参考にしたい。（保健所） 
・他県の取組等（保健所） 
・国の方針・施策がまとまった説明を受けることができて参考になった。（市区本庁） 
・連携希望先のことを平時から知ろうとすること自体が重要であること。また。栄養や食生活の切り口は連携の取りや
すいアプローチだと感じた。（市区保セ） 
・他都市や他の団体の連携した状況など、参考になりました。（市区保セ） 
・被保護者の健康管理支援を進めたいと思った。（市町村保セ） 
・食育計画における防災の取組について（市町村保セ） 

 
※本庁：都道府県本庁   ※保健所：都道府県保健所   ※市区保健所：保健所設置市・特別区保健所   
※市区本庁：保健所設置市・特別区本庁   ※市区保セ：保健所設置市・特別区保健ｾﾝﾀｰ 
※市町村本庁：市町村本庁   ※市町村保セ：市町村保健ｾﾝﾀｰ 
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Ⅴ まとめと考察 

 
１．優先すべき社会・健康課題について（Assessment） 

 

２．優先すべき社会・健康課題の解決にかかる施策化について（Plan） 
【健康増進計画に位置付けられている優先すべき健康課題】 

 

３．栄養・食生活に関する重点事業の実施体制について（Do） 
 

重点事業の実施体制（特徴） 

連携協働 
（データ分析） 

企画立案 予算人材 

都道府県本庁・保健所設置市・
特別区（n=126） 大学、研究機関 予め評価指標設定

68.2% 
他部署への予算要求と 
確保有 

保健所（n=335） 市町村 評価指標設定と関係者
への指標共有が低率 

予算要求・確保体制が 
無い 

市町村（n=1,168） 保健所 ターゲット層と機会が 
明確 35.7% 

人材確保・研修あり 

 

 
身体的・精神的健康課題 

(80%以上が選択している課題） 
社会的健康課題 
（最上位の課題） 

都道府県本庁・保健所設置
市・特別区（n=126） 

糖尿病・糖尿病性腎症、肥満、 
低栄養・フレイル、高血圧症 

食環境整備情報アクセス 73.8% 

保健所（n=335） 糖尿病・糖尿病性腎症、高血圧症、肥満 食環境整備情報アクセス 75.5% 

市町村（n=1,168） 糖尿病・糖尿病性腎症、高血圧症 健康危機管理 45.1% 

 
身体的・精神的健康課題 
（上位５つ・多い順） 

社会的課題 
（上位３つ・多い順） 

都道府県本庁・保健所設置
市・特別区（n=126） 

肥満、脳血管疾患、悪性新生物、 
メタボリックシンドローム、 
糖尿病・糖尿病性腎症 

食環境整備食物アクセス、 
食環境整備情報アクセス、 
社会参加（ソーシャルキャピタル） 

保健所（n=335） 
肥満、メタボリックシンドローム、 
糖尿病・糖尿病性腎症、 
脳血管疾患、やせ 

食環境整備食物アクセス、 
食環境整備情報アクセス、 
社会参加（ソーシャルキャピタル） 

市町村（n=1,168） 
肥満、悪性新生物、 
メタボリックシンドローム、高血圧、やせ 

健康危機管理、 
社会参加（ソーシャルキャピタ
ル）、食環境整備情報アクセス 
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【重点事業の実施体制（Do）イメージ】 

 

４．事業の評価について（Check） 
 

重点事業の評価（実施率%) 

経過評価 影響評価 結果評価 

都道府県本庁・保健所設置市・
特別区（n=126） 

96.8% 69.0% 59.5% 

保健所（n=335） 89.0% 54.3% 54.0% 

市町村（n=1,168） 91.1% 50.9% 56.8% 

【事業の評価（Check）イメージ】

 

•同職種、多職種、
産官学、住民組織

•人員確保
•従事者研修
•自己研鑽

•予算要求・確保、他
部局予算、実施体
制確保

•事業効果、ターゲット、
機会、組織横断、評
価指標、関係者共有

企画
立案

予算
確保

連携
協働

マン
パワー

•改善提案、組織内共
有、事業見直し、見え
る化、学会発表等

•割合減少率、健康
寿命の延伸と健康格
差の縮小

•認知度、体重変化量
把握、栄養ﾊﾞﾗﾝｽ、項
目改善等

•回数、内容妥当性、
満足度、支援に取り
組む関係団体数、
研修受講者数等

経過

評価

影響

評価

事業の
改善

（action）

結果

評価
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５．事業の改善について（Action） 
 

事業改善（実施率％） 

改善提案組織内共有 報告書やﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ発信 学会発表や論⽂投稿 

都道府県本庁・保健所設置
市・特別区（n=126） 76.2% 53.9% 20.6% 

保健所（n=335） 64.4% 38.5% 14.3% 

市町村（n=1,168） 68.9% 28.4% 6.9% 

 

６．調査結果から明らかとなったキーワード    「持続可能性」「連携」「多様性」「発信」「環境整備」 
（１）連携するために必要なもの（⾃由意⾒より） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）発信（⾃由意⾒より） 
 

 
（３）PDCA サイクルに基づいた栄養施策を推進するために（⾃由意⾒より） 

 
 
 

 

 
７．考察 

今後、⾃由意⾒も含め分析を進める必要があるが、現段階での分析状況により、⾏政栄養⼠に求められるスキル
の観点から次のとおり考察した。 

（１）今後を⾒据え、課題を総合的に分析し抽出するスキル 
⾃治体が優先している健康課題について、今回の調査では、従来から課題としていた身体的・精神的課題と、今

後の新たな栄養課題への対応を⾒据えて社会的健康課題についても確認した。 
身体的・精神的課題は、約９割の⾃治体が「糖尿病・糖尿病性腎症」を優先課題としており、次いで「肥満」や

「高血圧症」と生活習慣病に関連する課題が上位を占めていた。「低栄養・フレイル」については、都道府県本庁・保
健所設置市・特別区では約８割が優先すべき健康課題としていたが、保健所や市町村では約６割であった。 

・winwin の関係、相手の win を引き出す   ・本庁と保健所、市町村とのコミュニケーション 
・どこにどんな人がいて、何をしているのかを知り、連携システムを作る 
・相手のことを知る、顔や互いの仕事を知る ・相手にメリットを伝える、周囲の理解 
・⾏動⼒、まずは⾃分から動く ・多職種連携、他部局連携、庁内連携  
・説明⼒、プレゼン⼒、アピール⼒ 
・同じ方向性を向く ・説明能⼒、交渉能⼒ ・リーダーシップ ・アプローチ ・管理栄養⼠を知ってもらう 
・栄養改善だけではなく、健康づくり、医療、福祉等、栄養⼠の視点で幅広くコーディネートする 
・課題共有 ・組織体制 ・継続的な連携 

・栄養⼠業務の⾒える化、情報発信、情報収集、情報共有 

・人材配置 ・ニーズの把握 ・取組を評価する ・（引き継ぎをきちんと⾏い）次の世代につなげる 
・モチベーションを高める、意欲を保つ ・できることをコツコツ積み重ねる  
・課題の整理、地域資源の把握 ・優先順位、柔軟な発想 ・予算要求、確保 ・データ分析、活用 
・スキルアップ ・マネジメント ・現状、影響、効果の把握 
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社会的健康課題では、都道府県本庁・保健所設置市・特別区及び保健所では約７割が「食環境整備における
情報へのアクセス」及び「食環境整備における食物へのアクセス」を優先課題としており、市町村は約３割であった。市
町村が最も多く選択していた課題は「健康危機管理」の 45.1％であった。 

SDGs も踏まえた今後新たな課題となり得る「食の持続可能性」については、都道府県本庁・保健所設置市・特
別区は約５割が優先課題としていたが、保健所や市町村は約２割であった。また、同じく「生活困窮世帯及び者に
対する食生活支援」は、都道府県本庁・保健所設置市・特別区は約３割、保健所や市町村は約２割であった。 
社会的健康課題は、身体的・精神的課題に比べて全体的に選択率が低く、また、組織別に差が見られたことか

ら、今後を見据えながら、社会的背景も踏まえ、健康課題を総合的に分析し、整理していく必要がある。 

（２）リーダーシップを発揮し他部署等に積極的に相談・提案するスキル 
連携については、庁内関係課はもとより、多職種や産学連携など、多様な連携が成功の鍵である。 
他部署と連携した組織横断的な事業の企画について、都道府県本庁・保健所設置市・特別区、保健所及び市

町村のいずれも、「よくできている」と回答したのは約１割、「まあまあできている」と回答したのは約４割であった。 
関係機関との連携について、都道府県（保健所含む）と市町村など自治体同士や栄養士会や食生活改善に

関する地区組織などと連携している割合は他機関に比べて高いが約５割程度であった。 
新規かつ横断的な課題に対応するため、他部署や関係機関との連携は必要不可欠であることから、栄養政策の

PDCA サイクルを回すために、誰とどのように連携をしていくのか事業担当者が理解し、連携したい相手に説明し、共
感を得るスキルの向上が重要であると考える。 

（３）施策を立案し必要な予算を要求・確保するスキル 
必要な予算要求・確保について、都道府県本庁・保健所設置市・特別区、及び市町村の約９割ができていた。

また、所属の予算以外に他部署や外部機関の予算を要求・確保できているのは約４割だった。 
予算確保は、事業成果の見える化にも繋がっており、視野を広げ、他部署からの予算獲得が必要である。 
新たな課題に対応していくためにも、体制（組織）や新規予算を確保し、他部署と連携を行うことで、より一層、

効果的な施策を展開することが期待できる。 

（４）PDCA に基づき施策を着実に遂行し成果を得るためのマネジメントスキル 
経過評価については、都道府県本庁・保健所設置市・特別区、保健所及び市町村いずれも９割近くが実施して

いたが、影響評価や結果評価は約半数であり、影響評価・結果評価は、評価指標の設定の段階から難しい状況が
見受けられた。 
各施策及び事業が健康課題の解決にどのようにつながっているのか構造化すると共に、都道府県規模で実施する

大規模調査だけでなく、既存データや各事業で得られるデータの活かし方を大学や研究機関等と連携し考えていく必
要がある。 

（５）得られた成果を効果的に見える化し、更なる発展につなげるスキル 
都道府県本庁・保健所設置市・特別区では、約７割が事業の評価結果を研修会や報告書にまとめ、住民や関

係者に発信しているが、保健所では約４割、市町村では約３割であった。 
また、学会発表や論文投稿などによる自治体内外の同職種や多職種へ発信状況は、都道府県本庁・保健所設

置市・特別区で約２割、保健所と市町村は１割前後であった。 
社会全体で効果的な施策を展開するためには、各地域で実施された事業を分析・評価するとともに、その結果を

外部に「見える化」し発信することにより、次年度以降の予算確保や、連携機関の広がりなど、より効果的な事業実
施につながっていくと考えられる。 
また、学会発表や論文にするなどの成果の見える化を支援できる研修体制の充実も必要である。 
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【行政栄養士に求められるスキルの観点から考えられること】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１つの健康課題に対して、複数の栄養・食生活の課題に対応することが不可欠で、
その傾向は、健康課題の種類や、都道府県・保健所・市町村それぞれの主体の違いに
よっても異なっている。今後を見据えながら、健康課題を整理していく必要がある。 

今後見据え、課題
を総合的に分析し
抽出するスキル 

 

本庁でも他部署と連携できているのが約半数という結果から、まだ他部署等との連
携は十分ではない。新規かつ横断的な課題に対応するために、他部署との連携は必
要不可欠であることから、その手法等が必要と考えられる。 

リーダーシップを発
揮し他部署等に積
極的に相談・提案
するスキル 

各部署における予算要求・確保は一定程度行うことが出来ているが、他部署と連
携した予算要求は半数程度に留まっている。新たな課題に対応していくためには、体
制（組織）や新規予算を確保し、着実に成果を得る必要がある。他部署との連携・
予算確保を行うことで、より一層効果的な施策を展開することが期待できると考える。 

施策を立案し、必
要な予算を要求・
確保するスキル 

実施した事業が、健康課題の改善につながるかを評価している割合は、約半数で
あった。健康課題に対して施策の効果を適切に分析・評価し、翌年度以降の事業展
開に向け、その結果を更に活かしていくことが求められる。 

PDCA に基づき施
策を着実に遂行し
成果を得るためのマ
ネジメントスキル 

 

事業の結果や評価について、住民・関係者・自治体内外の同職種・他職種に対
し、発信できている割合が低い状況だった。社会全体で効果的な施策を展開するため
には、各地域で実施された事業を分析・評価するとともに、その結果を外部に説明して
いくことが必要である。その「見える化」により、次年度以降の予算の要求・確保や、より
効果的な事業実施につながっていくと考えられる。 

得られた成果を効
果的に見える化し、
更なる発展につなげ
るスキル 
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８．次年度に向けての検討課題とその方向性 
   実態調査の結果から得られた、「持続可能性」「連携」「多様性」「発信」「環境整備」等のキーワードを軸とし、持続
可能な栄養政策のために必要な PDCA サイクルを回すためのスキルを整理し、獲得していく。また、今年度の調査結果
を踏まえ、栄養政策の課題を解決できる好事例（又は解決できなかった事例）を探索し、手引き書作成につなげる。 
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【資料１】 

単純集計表 

（都道府県・保健所設置市 

・特別区、保健所、市町村） 
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【資料２】 

調査票 

（都道府県・保健所設置市 

・特別区、保健所、市町村） 
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単数回答です。あてはまる選択肢番号をプルダウンするか、直接番号を記載してください。
複数回答です。あてはまる選択肢の○をプルダウンしてください。
数字を記載してください。
文字を記載。文字数が多くセル内に表示されていなくても、入力内容は保存されています。
※その他に該当する場合等、内容をご記入ください。

メールアドレス：
電話番号：

（福井県福井健康福祉センター地域保健課　新田　まで）
《出来る限りメールでのお問合せをお願いします。》

▼

▼

≪属性≫

■自治体番号（全国地方公共団体コード）

この調査票をダウンロードし、入力して回答してください。

紙面による回答は受け付けておりません。

全国保健所管理栄養士会調査研究係
hckanri.chousa@gmail.com
0776-36-3429

■健康増進部門以外の栄養士の配置状況（常勤栄養士のいる課室名のみ列挙）

将来を見据えた、地域における栄養政策の企画・立案のための実態調査

（都道府県本庁、保健所設置市、特別区）

《内容について問合せ先》

■部署名

■回答者氏名

（株）コモン計画研究所メールアドレス： 2021eiyou@comon.jp

■自治体名 都道府県：

《提出について》
 都道府県本庁は、都道府県型保健所及び市町村の回答ファイルを取りまとめの上、本庁回
答分と一緒に２０２１年１２月２４日（金）までに（株）コモン計画研究所宛てに電子
メールにて提出をお願いします。
保健所設置市、特別区は、２０２１年１２月２４日（金）までに（株）コモン計画研究
所宛てに電子メールにて提出をお願いします。

設置市・特別区：

■連絡先
電話番号：

e-mail：
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１.

（１）身体的・精神的健康課題

1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9. 10. 11.
食
事
の
栄
養
素
バ
ラ
ン

ス
の
偏
り

朝
食
欠
食

野
菜
摂
取
不
足

食
塩
摂
取
過
剰

共
食
の
減
少

食
料
備
蓄
の
不
足

食
料
入
手
困
難

経
済
格
差

ヘ
ル
ス
リ
テ
ラ
シ
ー
の

低
下

食
品
ロ
ス

そ
の
他

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

②やせ

③低栄養・フレイル

④高血圧症

①貴自治体における身体的・精神的健康課題に該当するものすべてに〇をつけ、
②その背景にある栄養・食生活課題について1～11に該当するものすべてに〇をつけてください(複数回答可）。

①該当するものすべてに〇↓

⑨虚血性心疾患

⑩悪性新生物

⑪精神及び発達障害

⑫その他

⑦メタボリックシンド
ローム

⑧脳血管疾患

優先すべき社会・
健康課題
(身体的・

精神的健康課題)

自治体におけるPDCAサイクルに基づいた栄養施策の推進状況について

優先すべき社会・健康課題について（Assessment）

①肥満

⑤糖尿病・糖尿病性腎症

⑥脂質異常症

②背景として該当するものすべてに〇 ↓

貴自治体における優先すべき社会・健康課題とその背景にある栄養・食生活の課題の関係についてお聞きします。

該
当
す
る
も
の
に
〇

＜背景にある栄養・食生活課題＞
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（２）社会的健康課題

1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9. 10. 11.
食
事
の
栄
養
素
バ
ラ
ン
ス
の
偏

り 朝
食
欠
食

野
菜
摂
取
不
足

食
塩
摂
取
過
剰

共
食
の
減
少

食
料
備
蓄
の
不
足

食
料
入
手
困
難

経
済
格
差

ヘ
ル
ス
リ
テ
ラ
シ
ー
の
低
下

食
品
ロ
ス

そ
の
他

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

優先すべき社会・
健康課題

（社会的健康課題）

該
当
す
る
も
の
に
〇

＜背景にある栄養・食生活課題＞

①貴自治体における社会的健康課題に該当するものすべてに〇をつけ、
②その背景にある栄養・食生活課題について1～11に該当するものすべてに〇をつけてください(複数回答可）。

①健康危機管理

②生活困窮世帯及び者に
対する食生活支援

③食環境整備における食
物へのアクセス

④食環境整備における情
報へのアクセス

⑦地域包括ケアシステム

⑧その他

⑤食の持続可能性（食料
自給率・食品ロス）

⑥社会参加（ソーシャル
キャピタル）

①該当するものすべてに〇↓ ②背景として該当するものすべてに〇 ↓
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２.

（１）身体的・精神的健康課題

1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9. 10. 11.
保
健
医
療
計
画

健
康
増
進
計
画

食
育
推
進
計
画

医
療
費
適
正
化
計
画

高
齢
者
福
祉
計
画

歯
科
保
健
計
画

が
ん
対
策
推
進
計
画

障
害
福
祉
計
画

総
合
計
画

子
ど
も
の
貧
困
対
策

計
画

そ
の
他

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

＜記載されている計画＞

⑧脳血管疾患

⑤糖尿病・糖尿病性腎症

③低栄養・フレイル

⑥脂質異常症

⑨虚血性心疾患

⑩悪性新生物

⑪精神及び発達障害

⑦メタボリックシンド
ローム

⑫その他

④高血圧症

優先すべき社会・
健康課題

（身体的・
精神的健康課題）

1
で
選
択
し
た
社
会
・

健
康
課
題

①肥満

優先すべき社会・健康課題の解決に係る施策化について（Plan）
優先すべき社会・健康課題の解決に向けた栄養・食生活に関する取組の方向性はどの計画に記載されているかお聞きし
ます。

記載されている計画すべてに〇 ↓

②やせ

１で選択した身体的・精神的健康課題について、記載されている計画すべてに〇をつけてください（複数回答可）。
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（２）社会的健康課題

1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9. 10. 11.
保
健
医
療
計
画

健
康
増
進
計
画

食
育
推
進
計
画

医
療
費
適
正
化
計
画

高
齢
者
福
祉
計
画

歯
科
保
健
計
画

が
ん
対
策
推
進
計
画

障
害
福
祉
計
画

総
合
計
画

子
ど
も
の
貧
困
対
策
計
画

そ
の
他

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

⑧その他

⑤食の持続可能性（食料
自給率・食品ロス）

⑥社会参加（ソーシャル
キャピタル）

③食環境整備における食
物へのアクセス

④食環境整備における情
報へのアクセス

優先すべき社会・
健康課題

（社会的健康課題）

1
で
選
択
し
た
社
会
・
健
康
課
題

＜記載されている計画＞

①健康危機管理

②生活困窮世帯及び者に
対する食生活支援

記載されている計画すべてに〇 ↓

⑦地域包括ケアシステム

１で選択した社会的健康課題について、記載されている計画すべてに〇をつけてください（複数回答可）。
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（３）

（それぞれ５つまで）
①現在取り組んでいる（計画に記載されている）事業

事業名 URL

事業名 URL

事業名 URL

事業名 URL

事業名 URL

②モデル的に（一時的に）取り組んでいる事業

事業名 URL

事業名 URL

事業名 URL

事業名 URL

事業名 URL

③これから取り組む（取り組みたい）事業

事業名

事業名

事業名

事業名

事業名

優先すべき社会・健康課題のうち、自治体の栄養・食生活に関する取組の事業名を記載してください。ま
た、各事業に関するウェブサイトがありましたら、URLを記載してください。

優先すべき社会・健康課題のうち、自治体の栄養・食生活に関する取組の事業
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３.

※

事業名

（１） 事業の連携協働体制について

1. 2. 3. 4. 5. 6.
優
先
す
べ
き
社
会
・
健
康
課
題
等
を
特
定
す
る
デ
ー

タ
収
集
・
分
析
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
る
（
し
た
）

優
先
す
べ
き
社
会
・
健
康
課
題
等
の
結
果
を
共
有
し

て
い
る
（
し
た
）

課
題
解
決
に
向
け
た
取
組
の
方
向
性
（
方
針
）
を
検

討
・
協
議
し
て
い
る
（
し
た
）

課
題
解
決
の
た
め
の
事
業
を
役
割
分
担
し
、
推
進
し

て
い
る
（
し
た
）

課
題
解
決
の
た
め
の
事
業
の
評
価
を
実
施
又
は
評
価

結
果
を
共
有
し
て
い
る
（
し
た
）

連
携
な
し
（
未
実
施
）

①大学、研究機関

②医師会、歯科医師会、看護協会など職能団体

③栄養士会

④地区組織（食生活改善推進員連絡協議会等）

⑤食品関連事業者（スーパー、食品製造業者等）、飲食店等

⑥医療保険者（保険者協議会含む）

⑦市区町村（市区町村においては都道府県）

⑧職域保健（労働基準監督署、地域産業保健センター等）

⑨介護関係機関（地域包括支援センター等）

⑩NPO

⑪その他

①～⑪それぞれの機関について、1～6の連携状況のうち該当するものを選択してください（複数回答可）。

＜連携状況＞

連携機関（地域の社会資源）

栄養・食生活に関する事業の実施体制について（Do）

ここからは、「２．（３）①現在取り組んでいる（計画に記載されている）事業」で記載した事業のう
ち、重点的に取り組んでいる事業を1つ選んで回答してください。

あてはまるものに〇
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（２）～（５）について、それぞれ１～４を選択してください。
（２） 事業の企画立案について

１．できていない ３．まあまあできている

２．あまりできていない ４．よくできている

①科学的根拠に基づく事業効果を予測して（仮説をたてて）企画しているか

②事業を企画する上でターゲットとなる対象を特定しているか

③対象のターゲット層にアプローチできる機会（場・時間等）を設定しているか

④他部署と連携し、組織横断的な事業となっているか

⑤事業効果を図るための評価指標を予め設定しているか

⑥その評価指標は組織や関係者と共有されているか

（３） 事業の予算確保について

１．できていない ３．まあまあできている

２．あまりできていない ４．よくできている

要求

確保

要求

確保

③既存事業の予算に組み入れ、実施体制を確保しているか

（４） 事業実施のためのマンパワーについて

１．できていない ３．まあまあできている

２．あまりできていない ４．よくできている

①円滑な事業実施のために必要な人員（雇上含む）を確保できているか

②従事者（雇上含む）に対する研修などを行っているか

（５） 事業実施のための自己研鑽について

１．できていない ３．まあまあできている

２．あまりできていない ４．よくできている

②担当者は関係機関とのコミュニケーションや情報共有を密に行っているか

番号を1つ選択

番号を1つ選択

①事業の実施にあたり、必要な予算を要求・確保しているか

②所属の予算以外に、他部署や外部機関等の予算を要求・確保しているか

番号を1つ選択

番号を1つ選択

①担当者は事業実施にあたり、必要な事業に関連する研修の受講や関連資料等の情報収集により、知識やス
キルの習得に努めているか
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４.

（１） 経過評価について
①事業は、目的に基づき実施していますか。
１．している ２．していない

【「１．している」と回答した方にお伺いします。】 １．有

②その評価はどのようにしていますか（自由記載）。 ２．無

結果報
告・共有

記入例： 1

１．

２．

３．

４．

５．

③事業は保健所が関わっていますか。
１．関わっている ２．関わっていない

【「１．関わっている」と回答した方にお伺いします。】
本庁は保健所が実施した事業結果を集約し、評価していますか。
１．している ２．していない

【「１．している」と回答した方にお伺いします。】

評価指標

評価方法

評価指標 評価方法 頻度

実施回数、参加者数、従事者人数、内容妥当性、参
加者満足度　等

事業モニタリング、アンケート調査、予
算執行状況　等

毎回、
半年に１回　等

事業の評価について（Check）質的評価

番号を1つ選択
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（２） 影響評価について

１．している ２．していない

【「１．している」と回答した方にお伺いします。】 １．有

②その評価はどのように行っていますか（自由記載）。 ２．無

結果報
告・共有

記入例： 1

１．

２．

３．

４．

５．

（３） 結果評価について
①事業が、優先すべき社会・健康課題の改善につながっているかを評価していますか。

１．している ２．していない

【「１．している」と回答した方にお伺いします。】 １．有
②その評価はどのようにしていますか（自由記載）。 ２．無

結果報
告・共有

記入例： 1

１．

２．

３．

４．

５．

「改善すべき社会・健康課題」を具体的に 県民健康栄養調査、健（検）診データ、
医療介護レセプトデータ　等

毎回、
半年に１回　等

番号を1つ選択

評価指標 評価方法 頻度

①事業が優先すべき社会・健康課題に起因する栄養・食生活課題の改善につながっているかを評価
していますか。

番号を1つ選択

評価指標 評価方法 頻度

「改善すべき栄養・食生活課題」を具体的に
県民健康栄養調査、アンケート調査、通
常業務でのモニタリング　等

毎回、
半年に１回　等
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５.

それぞれ該当するものを選択してください。

１．できていない ３．まあまあできている

２．あまりできていない ４．よくできている

①評価結果に基づく改善提案は組織内で共有しているか

②事業の見直しを行っているか

６.

▼

▼

これで調査は終わりです。ご協力ありがとうございました。

事業の改善について（Action）

番号を1つ選択

③事業の評価結果を研修会や報告書、ホームページ等で分かりやすく見える化し、住民や関係者へ説明、発
信しているか

④事業について学会発表や論文投稿などを積極的に行い、自治体内外の同職種、他職種に広く発信しているか

PDCAサイクルに基づいた栄養施策を推進する上で、「課題となっていること」や、
「その解決方法」について自由に記載してください。

《提出について》
 都道府県本庁は、都道府県型保健所及び市町村の回答ファイルを取りまとめの上、本庁回答分と一
緒に２０２１年１２月２４日（金）までに（株）コモン計画研究所宛てに電子メールにて提
出をお願いします。
保健所設置市、特別区は、２０２１年１２月２４日（金）までに（株）コモン計画研究所宛
てに電子メールにて提出をお願いします。

（株）コモン計画研究所メールアドレス： 2021eiyou@comon.jp
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単数回答です。あてはまる選択肢番号をプルダウンするか、直接番号を記載してください。
複数回答です。あてはまる選択肢の○をプルダウンしてください。
数字を記載してください。
文字を記載。文字数が多くセル内に表示されていなくても、入力内容は保存されています。
※その他に該当する場合等、内容をご記入ください。

メールアドレス：
電話番号：

（福井県福井健康福祉センター地域保健課　新田　まで）
《出来る限りメールでのお問合せをお願いします。》

▼

≪属性≫

人

人

人

人

保健所は、管内市町村の回答ファイルを取りまとめの上、保健所回答分と一緒に
２０２１年１２月１７日（金）までに都道府県本庁健康増進・栄養主管部（課）宛てに電子
メールにて提出します。

都道府県本庁は、都道府県型保健所及び市町村の回答ファイルを取りまとめの上、本庁回答分と一
緒に２０２１年１２月２４日（金）までに電子メールにて提出する流れとなります。

この調査票をダウンロードし、入力して回答してください。

紙面による回答は受け付けておりません。

全国保健所管理栄養士会調査研究係
hckanri.chousa@gmail.com
0776-36-3429

■常勤の栄養士の配置人数（常勤栄養士のいる課及び人数）

《提出について》※御担当者間で御調整ください。

将来を見据えた、地域における栄養政策の企画・立案のための実態調査

（保健所）

《内容について問合せ先》

■部署名

■回答者氏名

■都道府県

■連絡先
電話番号：

e-mail：

部署名：

部署名：

部署名： 人数：

保健所名：

人数：

人数：部署名：

人数：
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１.

（１）身体的・精神的健康課題

1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9. 10. 11.
食
事
の
栄
養
素
バ
ラ
ン

ス
の
偏
り

朝
食
欠
食

野
菜
摂
取
不
足

食
塩
摂
取
過
剰

共
食
の
減
少

食
料
備
蓄
の
不
足

食
料
入
手
困
難

経
済
格
差

ヘ
ル
ス
リ
テ
ラ
シ
ー
の

低
下

食
品
ロ
ス

そ
の
他

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

②やせ

③低栄養・フレイル

④高血圧症

①貴自治体における身体的・精神的健康課題に該当するものすべてに〇をつけ、
②その背景にある栄養・食生活課題について1～11に該当するものすべてに〇をつけてください(複数回答可）。

⑨虚血性心疾患

⑩悪性新生物

⑪精神及び発達障害

⑫その他

②背景として該当するものすべてに〇 ↓

⑤糖尿病・糖尿病性腎症

⑥脂質異常症

①該当するものすべてに〇↓

自治体におけるPDCAサイクルに基づいた栄養施策の推進状況について

優先すべき社会・健康課題について（Assessment）
貴自治体における優先すべき社会・健康課題とその背景にある栄養・食生活の課題の関係についてお聞きします。

該
当
す
る
も
の
に
〇

＜背景にある栄養・食生活課題＞

優先すべき社会・
健康課題
(身体的・

精神的健康課題)

①肥満

⑦メタボリックシンド
ローム

⑧脳血管疾患
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（２）社会的健康課題

1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9. 10. 11.
食
事
の
栄
養
素
バ
ラ
ン
ス
の
偏

り 朝
食
欠
食

野
菜
摂
取
不
足

食
塩
摂
取
過
剰

共
食
の
減
少

食
料
備
蓄
の
不
足

食
料
入
手
困
難

経
済
格
差

ヘ
ル
ス
リ
テ
ラ
シ
ー
の
低
下

食
品
ロ
ス

そ
の
他

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

⑦地域包括ケアシステム

⑧その他

優先すべき社会・
健康課題

（社会的健康課題）

該
当
す
る
も
の
に
〇

＜背景にある栄養・食生活課題＞

①貴自治体における社会的健康課題に該当するものすべてに〇をつけ、
②その背景にある栄養・食生活課題について1～11に該当するものすべてに〇をつけてください(複数回答可）。

①健康危機管理

①該当するものすべてに〇↓ ②背景として該当するものすべてに〇 ↓

②生活困窮世帯及び者に
対する食生活支援

③食環境整備における食
物へのアクセス

④食環境整備における情
報へのアクセス

⑤食の持続可能性（食料
自給率・食品ロス）

⑥社会参加（ソーシャル
キャピタル）
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２.

（１）身体的・精神的健康課題

1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9. 10. 11.
保
健
医
療
計
画

健
康
増
進
計
画

食
育
推
進
計
画

医
療
費
適
正
化
計
画

高
齢
者
福
祉
計
画

歯
科
保
健
計
画

が
ん
対
策
推
進
計
画

障
害
福
祉
計
画

総
合
計
画

子
ど
も
の
貧
困
対
策

計
画

そ
の
他

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

⑥脂質異常症

⑨虚血性心疾患

⑩悪性新生物

⑪精神及び発達障害

⑦メタボリックシンド
ローム

優先すべき社会・健康課題の解決に向けた栄養・食生活に関する取組の方向性はどの計画に記載されているかお聞きし
ます。

＜記載されている計画＞

優先すべき社会・健康課題の解決に係る施策化について（Plan）

記載されている計画すべてに〇 ↓

②やせ

⑧脳血管疾患

⑤糖尿病・糖尿病性腎症

１で選択した身体的・精神的健康課題について、記載されている計画すべてに〇をつけてください（複数回答可）。

⑫その他

③低栄養・フレイル

④高血圧症

優先すべき社会・
健康課題

（身体的・
精神的健康課題）

1
で
選
択
し
た
社
会
・

健
康
課
題

①肥満
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（２）社会的健康課題

1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9. 10. 11.
保
健
医
療
計
画

健
康
増
進
計
画

食
育
推
進
計
画

医
療
費
適
正
化
計
画

高
齢
者
福
祉
計
画

歯
科
保
健
計
画

が
ん
対
策
推
進
計
画

障
害
福
祉
計
画

総
合
計
画

子
ど
も
の
貧
困
対
策
計
画

そ
の
他

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

⑤食の持続可能性（食料
自給率・食品ロス）

⑥社会参加（ソーシャル
キャピタル）

記載されている計画すべてに〇 ↓

③食環境整備における食
物へのアクセス

④食環境整備における情
報へのアクセス

⑦地域包括ケアシステム

⑧その他

優先すべき社会・
健康課題

（社会的健康課題）

1
で
選
択
し
た
社
会
・
健
康
課
題

＜記載されている計画＞

①健康危機管理

②生活困窮世帯及び者に
対する食生活支援

１で選択した社会的健康課題について、記載されている計画すべてに〇をつけてください（複数回答可）。
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（３）

（それぞれ５つまで）
①現在取り組んでいる（計画に記載されている）事業

事業名 URL

事業名 URL

事業名 URL

事業名 URL

事業名 URL

②モデル的に（一時的に）取り組んでいる事業

事業名 URL

事業名 URL

事業名 URL

事業名 URL

事業名 URL

③これから取り組む（取り組みたい）事業

事業名

事業名

事業名

事業名

事業名

優先すべき社会・健康課題のうち、自治体の栄養・食生活に関する取組の事業

優先すべき社会・健康課題のうち、自治体の栄養・食生活に関する取組の事業名を記載してください。ま
た、各事業に関するウェブサイトがありましたら、URLを記載してください。
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３.

※

事業名

（１） 事業の連携協働体制について

1. 2. 3. 4. 5. 6.
優
先
す
べ
き
社
会
・
健
康
課
題
等
を
特
定
す
る
デ
ー

タ
収
集
・
分
析
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
る
（
し
た
）

優
先
す
べ
き
社
会
・
健
康
課
題
等
の
結
果
を
共
有
し

て
い
る
（
し
た
）

課
題
解
決
に
向
け
た
取
組
の
方
向
性
（
方
針
）
を
検

討
・
協
議
し
て
い
る
（
し
た
）

課
題
解
決
の
た
め
の
事
業
を
役
割
分
担
し
、
推
進
し

て
い
る
（
し
た
）

課
題
解
決
の
た
め
の
事
業
の
評
価
を
実
施
又
は
評
価

結
果
を
共
有
し
て
い
る
（
し
た
）

連
携
な
し
（
未
実
施
）

①大学、研究機関

②医師会、歯科医師会、看護協会など職能団体

③栄養士会

④地区組織（食生活改善推進員連絡協議会等）

⑤食品関連事業者（スーパー、食品製造業者等）、飲食店等

⑥医療保険者（保険者協議会含む）

⑦市区町村（市区町村においては都道府県）

⑧職域保健（労働基準監督署、地域産業保健センター等）

⑨介護関係機関（地域包括支援センター等）

⑩NPO

⑪その他

①～⑪それぞれの機関について、1～6の連携状況のうち該当するものを選択してください（複数回答可）。

＜連携状況＞

連携機関（地域の社会資源）

栄養・食生活に関する事業の実施体制について（Do）

ここからは、「２．（３）①現在取り組んでいる（計画に記載されている）事業」で記載した事業のう
ち、重点的に取り組んでいる事業を1つ選んで回答してください。

あてはまるものに〇
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（２）～（５）について、それぞれ番号を選択してください。
（２） 事業の企画立案について

１．できていない ３．まあまあできている

２．あまりできていない ４．よくできている

①科学的根拠に基づく事業効果を予測して（仮説をたてて）企画しているか

②事業を企画する上でターゲットとなる対象を特定しているか

③対象のターゲット層にアプローチできる機会（場・時間等）を設定しているか

④他部署と連携し、組織横断的な事業となっているか

⑤事業効果を図るための評価指標を予め設定しているか

⑥その評価指標は組織や関係者と共有されているか

（３） 事業の予算確保について

１．できていない ３．まあまあできている

２．あまりできていない ４．よくできている

５．予算（要求・確保）体制がない

要求

確保

要求

確保

③既存事業の予算に組み入れ、実施体制を確保しているか

（４） 事業実施のためのマンパワーについて

１．できていない ３．まあまあできている

２．あまりできていない ４．よくできている

①円滑な事業実施のために必要な人員（雇上含む）を確保できているか

②従事者（雇上含む）に対する研修などを行っているか

（５） 事業実施のための自己研鑽について

１．できていない ３．まあまあできている

２．あまりできていない ４．よくできている

②担当者は関係機関とのコミュニケーションや情報共有を密に行っているか

番号を1つ選択

番号を1つ選択

①事業の実施にあたり、必要な予算を要求・確保しているか

②所属の予算以外に、他部署や外部機関等の予算を要求・確保しているか

番号を1つ選択

番号を1つ選択

①担当者は事業実施にあたり、必要な事業に関連する研修の受講や関連資料等の情報収集により、知識やス
キルの習得に努めているか
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４.

（１） 経過評価について
①事業は、目的に基づき実施していますか。
１．している ２．していない

【「１．している」と回答した方にお伺いします。】 １．有

②その評価はどのようにしていますか（自由記載）。 ２．無

結果報
告・共有

記入例： 1

１．

２．

３．

４．

５．

（２） 影響評価について

１．している ２．していない

【「１．している」と回答した方にお伺いします。】 １．有

②その評価はどのように行っていますか（自由記載）。 ２．無

結果報
告・共有

記入例： 1

１．

２．

３．

４．

５．

①事業が優先すべき社会・健康課題に起因する栄養・食生活課題の改善につながっているかを評
価していますか。

番号を1つ選択

評価指標 評価方法 頻度

「改善すべき栄養・食生活課題」を具体的に
県民健康栄養調査、アンケート調査、通
常業務でのモニタリング　等

毎回、
半年に１回　等

評価指標 評価方法 頻度

実施回数、参加者数、従事者人数、内容妥当性、参
加者満足度　等

事業モニタリング、アンケート調査、予
算執行状況　等

毎回、
半年に１回　等

事業の評価について（Check）質的評価

番号を1つ選択
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（３） 結果評価について
①事業が、優先すべき社会・健康課題の改善につながっているかを評価していますか。

１．している ２．していない

【「１．している」と回答した方にお伺いします。】 １．有
②その評価はどのようにしていますか（自由記載）。 ２．無

結果報
告・共有

記入例： 1

１．

２．

３．

４．

５．

５.

それぞれ該当するものを選択してください。

１．できていない ３．まあまあできている

２．あまりできていない ４．よくできている

①評価結果に基づく改善提案は組織内で共有しているか

②事業の見直しを行っているか

事業の改善について（Action）

番号を1つ選択

③事業の評価結果を研修会や報告書、ホームページ等で分かりやすく見える化し、住民や関係者へ説明、発
信しているか

④事業について学会発表や論文投稿などを積極的に行い、自治体内外の同職種、他職種に広く発信しているか

番号を1つ選択

評価指標 評価方法 頻度

「改善すべき社会・健康課題」を具体的に 県民健康栄養調査、健（検）診データ、
医療介護レセプトデータ　等

毎回、
半年に１回　等
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６.

▼

▼

これで調査は終わりです。ご協力ありがとうございました。

PDCAサイクルに基づいた栄養施策を推進する上で、「課題となっていること」や、「そ
の解決方法」について自由に記載してください。

管内市町村の回答ファイルを取りまとめの上、保健所回答分と一緒に２０２１年１２月１７日
（金）までに都道府県本庁健康増進・栄養主管部（課）宛てに電子メールにて提出します。

都道府県本庁は、都道府県型保健所及び市町村の回答ファイルを取りまとめの上、本庁回答分と一
緒に２０２１年１２月２４日（金）までに電子メールにて提出する流れとなります。

最終締切日：２０２１年１２月２４日（金）まで

《提出について》※御担当者間で御調整ください。
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単数回答です。あてはまる選択肢番号をプルダウンするか、直接番号を記載してください。
複数回答です。あてはまる選択肢の○をプルダウンしてください。
数字を記載してください。
文字を記載。文字数が多くセル内に表示されていなくても、入力内容は保存されています。
※その他に該当する場合等、内容をご記入ください。

メールアドレス：
電話番号：

（福井県福井健康福祉センター地域保健課 新田 まで）
《出来る限りメールでのお問合せをお願いします。》

▼

▼

≪属性≫

市町村は、２０２１年１２月１０日（金）までに管轄保健所健康増進・栄養主管部（課）宛て
に電子メールにて提出をお願いします。

都道府県型保健所は、管内市町村の回答ファイルを取りまとめの上、保健所回答分と一緒に
２０２１年１２月１７日（金）までに都道府県本庁健康増進・栄養主管部（課）宛てに電子メール
にて提出します。
都道府県本庁は、都道府県型保健所及び市町村の回答ファイルを取りまとめの上、本庁回答分と一
緒に２０２１年１２月２４日（金）までに電子メールにて提出する流れとなります。

市町村：

■連絡先
電話番号：

e-mail：

■自治体名 都道府県：

《提出について》※御担当者間で御調整ください。

この調査票をダウンロードし、入力して回答してください。

紙面による回答は受け付けておりません。

全国保健所管理栄養士会調査研究係
hckanri.chousa@gmail.com
0776-36-3429

■健康増進部門以外の栄養士の配置状況（常勤栄養士のいる課室名のみ列挙）

将来を見据えた、地域における栄養政策の企画・立案のための実態調査

（市町村）

《内容について問合せ先》

■部署名

■回答者氏名
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１.

（１）身体的・精神的健康課題

1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9. 10. 11.
食
事
の
栄
養
素
バ
ラ
ン

ス
の
偏
り

朝
食
欠
食

野
菜
摂
取
不
足

食
塩
摂
取
過
剰

共
食
の
減
少

食
料
備
蓄
の
不
足

食
料
入
手
困
難

経
済
格
差

ヘ
ル
ス
リ
テ
ラ
シ
ー
の

低
下

食
品
ロ
ス

そ
の
他

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

貴自治体における優先すべき社会・健康課題とその背景にある栄養・食生活の課題の関係についてお聞きします。

＜背景にある栄養・食生活課題＞

優先すべき社会・
健康課題
(身体的・

精神的健康課題)

自治体におけるPDCAサイクルに基づいた栄養施策の推進状況について

優先すべき社会・健康課題について（Assessment）

①肥満

④高血圧症

①貴自治体における身体的・精神的健康課題に該当するものすべてに〇をつけ、
②その背景にある栄養・食生活課題について1〜11に該当するものすべてに〇をつけてください(複数回答可）。

①該当するものすべてに〇↓ ②背景として該当するものすべてに〇 ↓

⑤糖尿病・糖尿病性腎症

⑥脂質異常症

⑦メタボリックシンド
ローム

⑧脳血管疾患

該
当
す
る
も
の
に
〇

⑨虚血性心疾患

⑩悪性新生物

⑪精神及び発達障害

⑫その他

②やせ

③低栄養・フレイル
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（２）社会的健康課題

1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9. 10. 11.
食
事
の
栄
養
素
バ
ラ
ン
ス
の
偏

り 朝
食
欠
食

野
菜
摂
取
不
足

食
塩
摂
取
過
剰

共
食
の
減
少

食
料
備
蓄
の
不
足

食
料
入
手
困
難

経
済
格
差

ヘ
ル
ス
リ
テ
ラ
シ
ー
の
低
下

食
品
ロ
ス

そ
の
他

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

①該当するものすべてに〇↓ ②背景として該当するものすべてに〇 ↓

⑥社会参加（ソーシャル
キャピタル）

①貴自治体における社会的健康課題に該当するものすべてに〇をつけ、
②その背景にある栄養・食生活課題について1〜11に該当するものすべてに〇をつけてください(複数回答可）。

①健康危機管理

②生活困窮世帯及び者に
対する食生活支援

③食環境整備における食
物へのアクセス

④食環境整備における情
報へのアクセス

⑤食の持続可能性（食料
自給率・食品ロス）

優先すべき社会・
健康課題

（社会的健康課題）

該
当
す
る
も
の
に
〇

＜背景にある栄養・食生活課題＞

⑦地域包括ケアシステム

⑧その他
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２.

（１）身体的・精神的健康課題

1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9. 10. 11.
健
康
増
進
計
画

食
育
推
進
計
画

特
定
健
康
診
査
等
実
施

計
画

国
⺠
健
康
保
険
デ
ー
タ

ヘ
ル
ス
計
画

⺟
子
保
健
計
画

高
齢
者
福
祉
計
画

介
護
保
険
事
業
計
画

⻭
科
保
健
計
画

障
害
福
祉
計
画

総
合
計
画

そ
の
他

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

＜記載されている計画＞

１で選択した身体的・精神的健康課題について、記載されている計画すべてに〇をつけてください（複数回答可）。

④高血圧症

優先すべき社会・
健康課題

（身体的・
精神的健康課題）

1
で
選
択
し
た
社
会
・
健

康
課
題

①肥満

優先すべき社会・健康課題の解決に向けた栄養・食生活に関する取組の方向性はどの計画に記載されているかお聞きし
ます。

⑫その他

⑨虚血性心疾患

⑩悪性新生物

⑪精神及び発達障害

⑦メタボリックシンド
ローム

⑧脳血管疾患

⑥脂質異常症

⑤糖尿病・糖尿病性腎症

優先すべき社会・健康課題の解決に係る施策化について（Plan）

記載されている計画すべてに〇 ↓

②やせ

③低栄養・フレイル
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（２）社会的健康課題

1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9. 10. 11.
健
康
増
進
計
画

食
育
推
進
計
画

特
定
健
康
診
査
等
実
施
計
画

国
⺠
健
康
保
険
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計

画 ⺟
子
保
健
計
画

高
齢
者
福
祉
計
画

介
護
保
険
事
業
計
画

⻭
科
保
健
計
画

障
害
福
祉
計
画

総
合
計
画

そ
の
他

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１１．その他（自由記載）→

１で選択した社会的健康課題について、記載されている計画すべてに〇をつけてください（複数回答可）。

優先すべき社会・
健康課題

（社会的健康課題）

1
で
選
択
し
た
社
会
・
健
康
課
題

＜記載されている計画＞

①健康危機管理

②生活困窮世帯及び者に
対する食生活支援

記載されている計画すべてに〇 ↓

⑦地域包括ケアシステム

⑧その他

⑤食の持続可能性（食料
自給率・食品ロス）

⑥社会参加（ソーシャル
キャピタル）

③食環境整備における食
物へのアクセス

④食環境整備における情
報へのアクセス
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（３）

１．ある

２．ない

【「１．ある」と回答した方にお伺いします。】

（それぞれ５つまで）
①現在取り組んでいる（計画に記載されている）事業

事業名 URL

事業名 URL

事業名 URL

事業名 URL

事業名 URL

②モデル的に（一時的に）取り組んでいる事業

事業名 URL

事業名 URL

事業名 URL

事業名 URL

事業名 URL

③これから取り組む（取り組みたい）事業

事業名

事業名

事業名

事業名

事業名

優先すべき社会・健康課題のうち、自治体の栄養・食生活に関する取組の事業はありますか。

→「６.事業推進における課題と解決策」に進んでください。

優先すべき社会・健康課題のうち、自治体の栄養・食生活に関する取組の事業名を記載してください。
また、各事業に関するウェブサイトがありましたら、URLを記載してください。
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３.

※

事業名

（１） 事業の連携協働体制について

1. 2. 3. 4. 5. 6.
優
先
す
べ
き
社
会
・
健
康
課
題
等
を
特
定
す
る
デ
ー

タ
収
集
・
分
析
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
る
（
し
た
）

優
先
す
べ
き
社
会
・
健
康
課
題
等
の
結
果
を
共
有
し

て
い
る
（
し
た
）

課
題
解
決
に
向
け
た
取
組
の
方
向
性
（
方
針
）
を
検

討
・
協
議
し
て
い
る
（
し
た
）

課
題
解
決
の
た
め
の
事
業
を
役
割
分
担
し
、
推
進
し

て
い
る
（
し
た
）

課
題
解
決
の
た
め
の
事
業
の
評
価
を
実
施
又
は
評
価

結
果
を
共
有
し
て
い
る
（
し
た
）

連
携
な
し
（
未
実
施
）

①大学、研究機関

②医師会、⻭科医師会、看護協会など職能団体

③栄養士会

④地区組織（食生活改善推進員連絡協議会等）

⑤食品関連事業者（スーパー、食品製造業者等）、飲食店等

⑥医療保険者（保険者協議会含む）

⑦市区町村（市区町村においては都道府県）

⑧職域保健（労働基準監督署、地域産業保健センター等）

⑨介護関係機関（地域包括支援センター等）

⑩NPO

⑪その他

栄養・食生活に関する事業の実施体制について（Do）

ここからは、「２．（３）①現在取り組んでいる（計画に記載されている）事業」で記載した事業のう
ち、重点的に取り組んでいる事業を1つ選んで回答してください。

①〜⑪それぞれの機関について、1〜6の連携状況のうち該当するものを選択してください（複数回答可）。

＜連携状況＞

連携機関（地域の社会資源）

あてはまるものに〇
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（２）〜（５）について、それぞれ１〜４を選択してください。
（２） 事業の企画立案について

１．できていない ３．まあまあできている

２．あまりできていない ４．よくできている

①科学的根拠に基づく事業効果を予測して（仮説をたてて）企画しているか

②事業を企画する上でターゲットとなる対象を特定しているか

③対象のターゲット層にアプローチできる機会（場・時間等）を設定しているか

④他部署と連携し、組織横断的な事業となっているか

⑤事業効果を図るための評価指標を予め設定しているか

⑥その評価指標は組織や関係者と共有されているか

（３） 事業の予算確保について

１．できていない ３．まあまあできている

２．あまりできていない ４．よくできている

要求

確保

要求

確保

③既存事業の予算に組み入れ、実施体制を確保しているか

（４） 事業実施のためのマンパワーについて

１．できていない ３．まあまあできている

２．あまりできていない ４．よくできている

①円滑な事業実施のために必要な人員（雇上）を確保できているか

②従事者（雇上含む）に対する研修などを行っているか

（５） 事業実施のための自己研鑽について

１．できていない ３．まあまあできている

２．あまりできていない ４．よくできている

②担当者は関係機関とのコミュニケーションや情報共有を密に行っているか

番号を1つ選択

番号を1つ選択

番号を1つ選択

①事業の実施にあたり、必要な予算を要求・確保しているか

②所属の予算以外に、他部署や外部機関等の予算を要求・確保しているか

番号を1つ選択

①担当者は事業実施に当たり、必要な事業に関連する研修の受講や関連資料等の情報収集により、知識やス
キルの習得に努めているか
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４.

（１） 経過評価について
①事業は、目的に基づき実施していますか。
１．している ２．していない

【「１．している」と回答した方にお伺いします。】 １．有

②その評価はどのようにしていますか（自由記載）。 ２．無

結果報
告・共有

記入例： 1

１．

２．

３．

４．

５．

（２） 影響評価について

１．している ２．していない

【「１．している」と回答した方にお伺いします。】 １．有
②その評価はどのように行っていますか（自由記載）。 ２．無

結果報
告・共有

記入例： 1

１．

２．

３．

４．

５．

評価指標 評価方法 頻度

実施回数、参加者数、従事者人数、内容妥当性、
参加者満足度 等

事業モニタリング、アンケート調査、予
算執行状況 等

毎回、
半年に１回 等

事業の評価について（Check）質的評価

番号を1つ選択

①事業が優先すべき社会・健康課題に起因する栄養・食生活課題の改善につながっているかを評
価していますか。

番号を1つ選択

評価指標 評価方法 頻度

「改善すべき栄養・食生活課題」を具体的に
県⺠健康栄養調査、アンケート調査、通
常業務でのモニタリング 等

毎回、
半年に１回 等
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（３） 結果評価について
①事業が、優先すべき社会・健康課題の改善につながっているかを評価していますか。

１．している ２．していない

【「１．している」と回答した方にお伺いします。】 １．有
②その評価はどのようにしていますか（自由記載）。 ２．無

結果報
告・共有

記入例： 1

１．

２．

３．

４．

５．

５.

それぞれ該当するものを選択してください。

１．できていない ３．まあまあできている

２．あまりできていない ４．よくできている

①評価結果に基づく改善提案は組織内で共有しているか

②事業の見直しを行っているか

「改善すべき社会・健康課題」を具体的に
県⺠健康栄養調査、健（検）診データ、
医療介護レセプトデータ 等

毎回、
半年に１回 等

番号を1つ選択

評価指標 評価方法 頻度

事業の改善について（Action）

番号を1つ選択

③事業の評価結果を研修会や報告書、ホームページ等で分かりやすく見える化し、住⺠や関係者へ説明、発
信しているか

④事業について学会発表や論文投稿などを積極的に行い、自治体内外の同職種、他職種に広く発信しているか

− 217 −



６.

▼

▼

市町村は、２０２１年１２月１０日（金）までに管轄保健所健康増進・栄養主管部（課）宛て
に電子メールにて提出をお願いします。

都道府県型保健所は、管内市町村の回答ファイルを取りまとめの上、保健所回答分と一緒に
２０２１年１２月１７日（金）までに都道府県本庁健康増進・栄養主管部（課）宛てに電子メール
にて提出します。
都道府県本庁は、都道府県型保健所及び市町村の回答ファイルを取りまとめの上、本庁回答分と一
緒に２０２１年１２月２４日（金）までに電子メールにて提出する流れとなります。

《提出について》※御担当者間で御調整ください。

これで調査は終わりです。ご協力ありがとうございました。

PDCAサイクルに基づいた栄養施策を推進する上で、「課題となっていること」や、
「その解決方法」について自由に記載してください。
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令和３年度地域保健総合推進事業 
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